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閉会   

 



 

議 3－1 

議案第３号 

   新たな県立高等学校再編計画後期計画の策定に関し議決を求めることについて  

 新たな県立高等学校再編計画後期計画を別添のとおり策定することについて、議決を求

める。  

  令和３年５月 24 日提出 

岩手県教育委員会教育長 佐 藤   博  

 理由 

 新たな県立高等学校再編計画後期計画を策定しようとするものである。これが、この議

案を提出する理由である。 
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はじめに 

 

岩手県教育委員会では、少子化の進行により生徒数が減少する中、岩

手を担う「自立した社会人」としての資質を有する生徒の育成及び生徒

にとってより良い教育環境の整備を目指し、平成 28 年３月に 10 年間の

「新たな県立高等学校再編計画｣を策定し、これまで、令和２年度まで

の前期計画について、着実な推進に取り組んできました。 

今般、令和３年度から令和７年度までの５年間の計画となる後期計画

を策定するに当たり、高等学校教育を取り巻く社会情勢の変化や、「い

わて県民計画（2019～2028）」、「岩手県教育振興計画」、「第２期岩手県

ふるさと振興総合戦略」及び高等学校学習指導要領の改訂等に基づき、

具体的な取組についての検討を進めてきました。検討の過程において

は、「後期計画の策定に向けた地域検討会議」をはじめ、意見交換会等

を県内各地域で開催し、県民の皆様方から御意見をいただきながら、急

速な社会情勢の変化に対応し、地方創生を担う人材育成を可能とする教

育環境の整備と東日本大震災津波からの復興を重視することとしまし

た。 

前期計画の５年間においては、学級減を中心とした学級数調整によ

り、県立高等学校全日制課程 63 校 255 学級を 62 校 224 学級に編制した

ところです。後期計画においては、県内各ブロックの学校規模を可能な

限り維持するとともに、県全体のバランスを考慮した統合を行うことと

しています。加えて、今後さらに生徒数が減少する状況も見据え、地域

の状況等を考慮した学びの選択肢を確保していくこととしています。 

高等学校教育においては、生徒が主体的に学ぶことで、知・徳・体の

バランスのとれた「生きる力」を身に付けることができるよう、学校と

地域が協働して支え合うことが求められています。 

県教育委員会では、これを具現化し、生徒が夢を持って人間形成と自

己実現に取り組むことで新たな時代に求められる資質・能力を備え、岩

手で、世界で活躍する人材の育成を目指し、本計画の着実な推進に取り

組んで参ります。 

 

                      岩手県教育委員会  
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 Ⅰ 平成 28 年３月策定「新たな県立高等学校再編計画」の概要  

 

１ 再編計画策定の経緯 

 県教育委員会においては、高校教育の現状と課題を踏まえ、魅力ある学校づくり

に向けて適切な教育環境の整備の推進を図るため、「新たな県立高等学校再編計画」

を策定しました。 

 計画策定の経緯は、以下のとおりです。 

 

平成 22 年 ３月 「今後の高等学校教育の基本的方向」策定 

平成 26 年 ５月 「県立高等学校教育の在り方検討委員会」設置 

平成 26 年 12 月 同委員会から「今後の県立高等学校の在り方について」 

       報告書提出 

平成 27 年 ４月 「今後の高等学校教育の基本的方向」改訂 

平成 28 年 ３月 「新たな県立高等学校再編計画」策定 

 

２ 再編計画の期間 

 本計画は、平成 28 年度から令和７年度までの 10 年間の計画としています。 

 このうち、平成 28 年度から令和２年度までの５年間を前期、令和３年度から令

和７年度までの５年間を後期として、統合、学級数調整、学科改編等について、そ

れぞれ具体的な県立高校の再編を計画するものです。 

 

３ 再編計画の基本的な考え方 

（1）特色と魅力を持った学校の整備 

 生徒の学習ニーズ、興味・関心等に適切に対応し、進路希望の実現を図るため、

生徒が意欲を持って主体的に学ぶことができる特色と魅力を持った学校づくりを

推進することが重要であることとしています。 

 

（2）教育機会と教育環境の確保 

 生徒数の減少が続く状況の中、広大な県土と多くの中山間地域を抱える本県に

おいて、教育機会の確保は大きな課題となっています。一方で、集団生活を通じ

て社会性や協調性を育むためには、一定規模の人数が必要であることとしていま

す。 

 

（3）様々な課題を抱えた生徒に対応した学校の充実 

 特別な支援を必要とするなど、様々な課題を抱えた生徒への適切な指導や支援

体制の充実が必要であることとしています。 
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（4）地域や産業と高校教育の連携 

 地域の産業構造や人財のニーズを踏まえ、地域における就職の実態等を見据え

た学科や教育課程の編成を行い、各地域において産学官が連携し、広域的に組織

している人財育成の取組と連携しながら、地域や地域産業を担い、発展に貢献で

きる人財の育成を図ることとしています。 

 

４ 学校・学級の規模 

（1）学校規模の基準 

 生徒の個性や進路希望が多様化する状況に対応し、コース等の設定、多様な科

目の開設、教科・科目に応じた教員配置や部活動等、多様な教育活動を展開する

ための望ましい学校規模は、原則として、１学年４～６学級程度の学校規模が必

要であることとしています。 

 また、生徒の多様な学習ニーズに応え、集団活動による社会性の育成を図るこ

とが大切であることから、教育の質を確保するためには１学年２学級以上の学校

規模が必要であることとしています。 

 

（2）周辺の高校への通学が極端に困難な学校の取扱い 

 近隣に他の高校がなく、他地域への通学が極端に困難な場合、地域における学

びの機会を保障するため、特例として１学年１学級を最低規模とする学校（以下

「特例校」という。）を配置することとし、特例校として葛巻高校、西和賀高校、

岩泉高校の３校を指定しています。 

 なお、１学年１学級の学校（以下「１学級校」という。）については、入学者数

が２年連続で 20 人以下となった場合には、原則として、翌年度から募集停止とし、

統合することとしています。 

 

（3）１学級の規模 

 「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」の規定に基

づき、１学級の定員は 40 人を標準としています。 

 

５ 通学等の支援 

 本計画による県立高校の統合により、公共交通機関による通学の費用が大幅に増

加する場合や、通学が困難になる場合には、他の地域との公平性も考慮した上で、

通学支援策を導入していくこととしています。 

 なお、具体的な支援策については、各地域での状況等が異なることから、地域の

意見を伺いながら検討・実施することとしています。  
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 Ⅱ 前期計画（平成 28 年度～令和２年度）について       

 

１ 前期計画の推進状況 

 学級編制については、原則として再編計画に基づき実施することとし、県内各ブ

ロック内の中学校卒業予定者数や、各学校の定員充足状況等に大きな変化があった

場合については、実施時期等の変更を検討することとしています。 

 また、入学志願者で１学級定員（40 人）以上の欠員を生じた場合には、「岩手県

立高等学校の管理運営に関する規則」に基づき、学級減を検討する場合があること

としています。 

 このような考え方に基づき、前期計画期間の学級編制を検討し、全県で１地区の

学校統合、31 学級減の学級数調整等を行いました。 

（1）平成 28 年度の取組 

  [平成 29 年度の学級編制] 

学校名 
平成 28 年度 
学科・学級数 

再編内容 
平成 29 年度 
学科・学級数 

大  槌 普通３ １学級減  普通２ 

伊 保 内 普通２ １学級減 普通１ 

（2）平成 29 年度の取組 

  [平成 30 年度の学級編制] 

学校名 
平成 29 年度 
学科・学級数 

再編内容 
平成 30 年度 
学科・学級数 

雫  石 普通２ １学級減 普通１ 

西 和 賀 普通２ １学級減 
コース見直し 

普通１ 

水沢農業 農業３ 
 

１学級減 
学科改編 

農業２ 

一関第二 総合６ １学級減 
系列見直し 

総合５ 

大 船 渡 
 

普通５ １学級減 普通４ 

釜石商工 工業３ 
商業２ 

２学級減 
学科改編 

工業２ 
商業１ 

種  市 普通２ 
工業１ 

１学級減 普通１ 
工業１ 

〔再編計画による学校再編〕 

 杜陵高校通信制課程宮古分室を宮古高校通信制課程に再編 

〔再編計画の学級減を延期した学校〕 

 葛巻高校 
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（3）平成 30 年度の取組 

  [平成 31 年度の学級編制] 

学校名 
平成 30 年度 
学科・学級数 

再編内容 
平成 31 年度 
学科・学級数 

盛岡第四 
 

普通７ １学級減 普通６ 

平  舘 普通２ 
家庭１ 

１学級減 
コース見直し 

普通１ 
家庭１ 

岩 谷 堂 
 

総合５ １学級減 総合４ 

大  東 普通３ 

商業１ 

１学級減 普通２ 

商業１ 

大船渡東 農業１ 
工業２ 
商業１ 
家庭１ 

１学級減 
学科改編 

農業１ 
工業１ 
商業１ 
家庭１ 

宮古水産 水産２ 
家庭１ 

１学級減 
学科改編 

水産１ 
家庭１ 

久  慈 
 

普通５ １学級減 普通４ 

大  野 
 

普通２ １学級減 普通１ 

福  岡 
 

普通５ １学級減 普通４ 

〔令和２年度の再編計画の統合を実施することとした地区〕 

 宮古地区（宮古工業高校と宮古商業高校） 

〔令和２年度の再編計画の統合を延期することとした地区〕 

 遠野地区（遠野高校と遠野緑峰高校） 

 久慈地区（久慈東高校と久慈工業高校） 

〔再編計画の学級減を延期した学校〕 

 葛巻高校、花巻南高校、水沢工業高校、前沢高校、山田高校 

〔再編計画の統合等を延期した学校〕 

 盛岡工業高校（定時制） 
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（4）令和元年度の取組 

  [令和２年度の学級編制］ 

学校名 
令和元年度 

学科・学級数 
再編内容 

令和２年度 
学科・学級数 

盛 岡 北 普通６ １学級減 普通５ 

紫波総合 総合５ １学級減 

 

総合４ 

北上翔南 総合６ １学級減 

 

総合５ 

金 ケ 崎 普通３ １学級減 普通２ 

一関第一 普通５ 

理数１ 

１学級減 普通４ 

理数１ 

一関工業 工業４ １学級減 

学科改編 

工業３ 

高  田 普通４ 

水産１ 

１学級減 普通３ 

水産１ 

釜  石 普通４ 

理数１ 

１学級減 普通３ 

理数１ 

山  田 

 

普通２ １学級減 普通１ 

宮  古 普通６ １学級減 普通５ 

宮古工業 

 
工業３ 統合（校舎制） 

２学級減 
学科改編 

［宮古商工高校］ 
工業２ 
商業３ 宮古商業 

 
商業４ 

〔再編計画の学級減を延期した学校〕 

 盛岡第三高校、不来方高校、盛岡工業高校、葛巻高校、花巻南高校、 

 花北青雲高校、水沢工業高校、前沢高校、一戸高校 

〔再編計画の統合等を延期した学校〕 

 盛岡工業高校（定時制） 
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（5）令和２年度の取組 

〔令和２年度の再編計画の統合を延期することとした地区〕 

 久慈地区（久慈東高校と久慈工業高校） 

〔令和２年度の再編計画の統合を計画から除外した地区〕 

 遠野地区（遠野高校と遠野緑峰高校）  

〔再編計画の学級減を計画から除外した学校〕 

 盛岡第三高校、不来方高校、盛岡工業高校、葛巻高校、花巻南高校、 

 花北青雲高校、水沢工業高校、前沢高校、一戸高校 

〔再編計画の統合等を計画から除外した学校〕 

 盛岡工業高校（定時制） 

 

２ 前期計画の評価 

（1）計画の推進 

 前期計画については、計画に基づいた着実な実施が重要と考える一方で、地方

創生に向けた地域の取組状況、中学校卒業予定者数や各学校の入学者の状況等を

十分に把握し、地域の実情を踏まえた判断も必要と考えました。 

 再編計画の推進に当たっては、県内各地域の地方創生に向けた取組の充実、工

業等の人材確保に向けた産業界のニーズの高まり、入学志願者の増加など、計画

策定後の状況の変化を勘案して実施時期を延期した学校があるものの、より良い

教育環境の整備に向けて、おおむね計画の考え方に沿った再編を進めたところで

す。 

［前期計画の推進状況］ 

年度 
中 学 校 
卒業者数 

県立高校（全日制）の編制 

学校数 学級数 学科種別 

平成 28 年度 12,092 人 63 校 255 学級 

 普 通 科※ 148 学級 

専門学科  77 学級 

総合学科  30 学級 

令和２年度 10,679 人 62 校 224 学級 

 普 通 科※ 129 学級 

専門学科  69 学級 

総合学科  26 学級 

   ※ 普通科には、理数科及び体育科を含みます。 
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（2）前期計画実施後の状況 

 前期計画期間の最終年度となる令和２年度には、１学年４学級以上の学校は 33

校であり（平成 28 年度比較３校減少）、１学級校は９校となっています（同５校

増加）。 

 今後も中学校卒業者数の減少が進行するため、県内全域における学級数の減少

に伴い教育の質の確保が難しくなることから、生徒一人ひとりの多様な学びの実

現に応えていくための教育環境の整備について、全県的な視野で検討を進めるこ

とが必要です。 

 

３ 後期計画の策定に向けた主な取組 

（1）地域等の意見について 

 後期計画の策定に当たり、地域の実情や社会情勢の変化等を考慮した検討を進

める必要があることから、平成 30 年 12 月から県内９ブロック※１において、高校

教育のあるべき姿や地域の実情に応じた学校・学科の配置及び後期計画（案）等

について、地域の方々との意見交換を行いました。 

 各市町村長をはじめ、市町村教育委員会教育長、地域の産業界及びＰＴＡ、地

区中学校長会の代表を会議構成員とした「地域検討会議」や、県民との「意見交

換会」等においていただいた高校教育に関する様々な意見を参考に検討を行いま

した。 

また、今後の本県における専門学科の在り方について、県高等学校教育研究会

の産業教育に関する各部会※２及び各専門分野の企業・団体の方々からいただいた

意見も参考に検討を行いました。 

なお、令和２年２月６日の後期計画（案）公表後、広く県民の皆様から意見を

いただくため、令和２年２月から３月にかけて意見募集（パブリック･コメント※３）

を実施するとともに、地域の方々との意見交換会を開催し、いただいた意見も参

考に検討を行いました。 

※１ 県内９ブロック（盛岡、岩手中部、胆江、両磐、気仙、釜石・遠野、宮古、久慈、二戸） 

再編計画では、県立高校の配置について、通学距離等を考慮し、９つのブロック単位で考えて

います。なお、普通科に適用する通学区域については、平成 16 年度からこの９ブロックを基本

とした８学区としています。 

※２ 産業教育に関する各部会 

農業、工業、商業、水産、家庭等、各専門教育に関する研究を行い、その発展を図ることを目

的として設置され、関係する高校及び教職員をもって組織されています。 

※３ パブリック・コメント 

県の施策に関する基本的な計画等を立案する過程で、その計画等の案の趣旨、内容その他必要

な事項を県民に公表し、これらについて提出された県民の意見を考慮して意思決定を行うととも

に、意見に対する県の考え方を公表することで、県民の意見を県の意思決定過程に反映させる機

会を確保する手続です。 
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（2）中学生の進路希望等について 

 生徒にとってより良い教育環境を整備していくために、中学生の進路希望等の

動向も参考にする必要があることから、平成 30 年７月から８月にかけて県内の国

公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の生徒全員に対し、進路希望等に

関するアンケートを実施しました。 

 今回実施したアンケートでは、進学先として希望する学校とその理由、学科、

学校規模、通学時間等について調査を行い、中学生の進路や高校生活に関する考

え方も参考に検討を行いました。 

 

（3）生徒の多様な受入れの在り方について 

 生徒数が減少する中で、地方創生に取り組む地域等から、県外からの生徒の受

入れについての要望があったこと等を踏まえ、平成 29 年４月に「県立高等学校に

おける生徒の多様な受入れのあり方に関する検討会議」を設置し、県外からの入

学志願者の受入れ及び通学区域の在り方について検討をお願いしました。 

 平成 30 年８月に同検討会議から教育長に対して提言をいただき、その趣旨に基

づき、県外からの入学志願者受入れ（全国募集）については、地域の将来を担う

人材の育成等につながることから、県内生徒の学ぶ機会の確保に配慮することな

ど、一定の条件のもとで、令和２年度入試から制度化することとしました。 

 また、通学区域については、地域の生徒の流出等の影響を考慮し、今しばらく、

地方創生の取組による一層の地域活性化と県立高校のさらなる魅力づくりを見守

る必要があると考え、当面は、現行の通学区域（８学区）を維持することとして

おり、後期計画もその前提で検討を行いました。 
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 Ⅲ 後期計画（令和３年度～令和７年度）の方針        

 

１ 高等学校教育を取り巻く状況 

（1）高等学校教育の状況 

人口減少や少子高齢化の急速な進行、グローバル化や高度情報化の進展、新型

コロナウイルスの感染拡大など、社会情勢が大きく変容している中、将来の社会

の変化に主体的に対応していくためには、Society5.0※の進展や地方創生の推進、

高大接続、大学入試改革及び学習指導要領の改訂の状況等も踏まえつつ、他者と

協働して課題を解決する力や、新たな価値を創造する力を育んでいくことが重要

とされています。 

 また、岩手の未来を拓く子どもたち一人ひとりの人格の完成と夢の実現を支え、

新たな社会を創造する担い手として育てていくためには、「いわて県民計画（2019

～2028）」や「岩手県教育振興計画」に基づき、県内すべての県立高校が活力を有

した魅力ある学校づくりを推進していくことが必要です。 

※ Society 5.0  

  サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、

経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。狩猟社会（Society1.0）、農耕社会

（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く新たな社会を指すもので、

第５期科学技術基本計画において日本が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱されました。 

 

（2）地域や産業界と高等学校教育の関わり 

 本県においては、令和２年３月に策定した「第２期岩手県ふるさと振興総合戦

略」に基づき、岩手の将来を担う子どもたちを育て、岩手をけん引する人材を育

成することとしており、県教育委員会においても、地域や地域産業を担う人づく

りを推進することとしています。 

 各自治体においては、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等を踏まえた地方創

生を進め、学校との協働をより深めながら地域の活性化や学校の魅力向上につな

げており、県内の各高校においても、地域の教育資源の活用及び地域産業界との

交流・連携により、それぞれの地域や学校の実情に応じて、より魅力ある学校づ

くりに向けた取組が進められています。 

これらを踏まえ、学校の積極的な開放による地域との交流や、学校活動におけ

る地域資源の活用等を推進し、学校と地域との連携・協働体制を一層充実させる

ことが必要です。 

 また、県内の産業動向としては、自動車や半導体関連産業における設備投資の

大幅な増加が見られるなど、製造業を中心に発展しつつあり、農林水産業の生産

性向上への取組や国内外に通用する安全安心で競争力ある産地づくり、商品開発

やブランド力強化の取組の推進、国内外の観光客の受入態勢の整備や誘客活動の
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促進など、本県の産業を担う人材の育成が急務となっています。 

 このように、後期計画については、各地域における学校の位置づけの変化や、

県内の産業動向等を踏まえた内容とすることが必要と考えます。 

 

２ 県立高等学校の現状と課題 

（1）少子化による生徒数の減少 

再編計画を策定した平成 28 年３月に県内の中学校を卒業した生徒数は 12,092

人でしたが、前期計画期間の最終年度に当たる令和２年３月の同生徒数は 10,679

人であり、前期計画５年間における生徒数の減少は 1,413 人となりました。 

さらに、後期計画期間の最終年度に当たる令和７年３月の同生徒数は約 9,830

人と見込まれており、再編計画 10 年間における生徒数の減少は 2,260 人程度とな

る可能性があります。この減少数は、40 人学級に換算して、約 56 学級に相当しま

す。 

 一方、令和２年度の県立高校（全日制）の編制は 62 校 224 学級であり、１校当

たりの平均学級数は約 3.6 学級です。学校規模については、本県における過去の

状況と比較して、１学年３学級以下の小規模な学校の割合が増加していることか

ら、今後、県内全域の学校規模がさらに縮小することで、多くの学校において教

育の質を確保することが難しくなることが懸念されます。 

 このことから、進学や就職など、生徒の多様な進路希望の実現に対応できる教

育環境の整備が必要となります。 

 

（2）盛岡ブロックへの志願者の集中 

 比較的規模の大きい公立・私立の学校が設置されている盛岡ブロックは、生徒

数の減少幅が著しいものの、県内全域から入学志願者が集まっており、特に盛岡

市内の県立高校（全日制）の志願倍率は高い状況にあります。 

 一方、盛岡市以外の県立高校においては志願倍率の低い学校が多く、今後も盛

岡市内の学校への入学志願者の集中が継続すると、これらの学校は生徒数の減少

が加速し、活力を維持することが難しくなります。 

 このことから、盛岡地区とそれ以外の地区とのバランスを考慮した、適切な学

校・学科の配置が必要となります。 

 

（3）地域社会を担う人材の育成 

地域課題等の解決に向けた探究学習や地域活動への積極的な参加等により、地

域社会に貢献する意識を醸成する教育を推進し、将来、地域で活躍し、地域を支

える人材を育成していくことが重要です。 

また、地域における各産業分野の裾野拡大に対応した人材を育成するとともに、
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持続可能な地域社会の形成に向けて定着を図ることが急務となっています。 

このことから、地域や地域産業を担う人材の育成に向けて、地域資源を活用し

た取組等により地域社会の魅力を伝え、自立した社会人・職業人として必要とな

る能力や、主体的に進路を選択できる能力を身に付けることができる教育環境の

整備が必要となります。 

 

３ 後期計画の基本的な考え方 

後期計画においては、県立高校の現状と課題を踏まえ、教育の機会の保障と教育

の質の保証を柱としつつ、地域における学校の役割を重視した魅力ある学校づくり

に向けて、次の２つの考え方を基本として県立高校の再編を進めます。 

 

（1）生徒の希望する進路の実現 

 生徒の興味・関心、進路等が多様化する中、各地域に生徒の進路実現に向けた

学びの場を確保し、教育の質の更なる向上を望む声が高まっています。岩手県教

育振興計画においても、進学支援の充実や、産業界等との連携による専門技術の

習得等により、生徒が自ら希望する進路を実現できる教育環境の整備に取り組む

こととしています。 

 このように、生徒の進路実現に向けた学力及び専門技術の定着・向上など、高

校教育の充実への期待が高まる中、各ブロックにおける学校規模をできる限り維

持することで学びの選択肢を確保するとともに、進学や専門分野の深い学びを希

望する生徒のために一定の学校規模の確保や、幅広い教科・科目の開設、教員の

指導体制の充実等により、多様な進路希望を実現できる教育環境の整備を図りま

す。 

 

（2）地域や地域産業を担う人づくり 

 県内各地域の高校には、地域を担う人材の育成への役割に大きな期待が寄せら

れており、その魅力を高めるために様々な取組が行われています。国においては、

地域人材の育成に向けた地域との協働による高等学校改革が進められており、岩

手県教育振興計画においても、「社会を創造する人づくり」を基本目標とし、郷土

に誇りと愛着を持つ心を育み、地域に貢献する人材の育成に取り組むこととして

います。 

 このように、地域人材の育成等について高校の持つ役割の重要性や地域からの

期待が高まる中、各地域の学校をできる限り維持し、多様な分野の学びも確保し

ながら、生徒が自己の興味・関心に基づき、地域の社会情勢や産業振興の動向等

を踏まえ、学ぶことができる教育環境の整備を図ります。 
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４ 後期計画の具体的な取組 

 後期計画の基本的な考え方に示した「生徒の希望する進路の実現」及び「地域や

地域産業を担う人づくり」の視点に基づき、各地域の実情や全県的な学校配置のバ

ランスを重視するとともに、統合形態等については学校施設の老朽化の状況も考慮

し、次のとおり取組を進めます。 

 

（1）各地域における学びの選択肢の確保 

 本県においては、１学級校の存在が地方創生の推進に大きな役割を果たしてい

る地域もあり、このような地域においては、所在する自治体と連携した教育活動

の充実が進められている現状にあることから、後期計画期間中において一定の入

学者のいる１学級校を維持します。 

また、１学級校を含む小規模な学校においても、生徒の進路希望の実現に対応

できるよう、ＩＣＴ等の活用による新たな学びを推進し、少人数教育も取り入れ

ながら教育内容の充実を図ります。 

 併せて、県政課題である医師や弁護士をはじめ、研究者・技術者等の専門的知

識を持つ人材の育成に向けた学力向上や、産業教育の中心として産業人材の育成

に向けた多様な専門教育を担う役割がある１学年７学級等の学校については、学

校規模を確保し、教育内容の充実を図ります。 

 

（2）盛岡ブロックにおける特色ある教育を実践する大規模校の設置 

 盛岡市内の高校には県内各地域から生徒が集まる一方で、盛岡市以外の高校の

生徒数はさらに減少が進んでおり、県内全体のバランスを考慮した学校・学科の

配置が課題となっています。 

 また、普通科においては、生徒の能力や興味・関心等を踏まえ、大学等への進

学にも対応した確かな学力を身に付けさせるとともに、新たな時代に対応した資

質・能力を育成することが求められています。 

このような背景から、盛岡市内の高校への生徒の集中を緩和するとともに、生

徒が学習活動や特別活動等で多様な価値観に触れながら切磋琢磨できるよう、盛

岡南高校と不来方高校について、体育、芸術、外国語等の特色ある教育を実践す

る学校規模の大きさを生かした発展的な統合を行い、不来方高校の校舎及び施設

等を活用し、さらに先導的な実践に取り組むことができる教育環境を整備します。  

 

（3）地域の産業教育の拠点となる専門高校等の整備 

職業に関する分野を学ぶ学科においては、科学技術の進展やグローバル化、産

業構造の変化等に伴い、専門的な知識・技術の高度化にも対応できる力や、生産

性の向上に寄与する実践力の育成が求められています。 
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このような背景から、生徒が自己の興味・関心に基づく分野を学び、産業人材

としての確かな基盤を育成できるよう、本県の施策にも対応した教育環境を整備

します。 

 

ア 盛岡ブロックにおける工業高校の整備 

工業教育においては、科学技術の進展とともに高度化する工業技術の習得や、

実践的なものづくり教育を進めるため、地域や産学界等との連携による新規事

業への取組を一層推進することが求められています。 

また、工業技術の社会的な意義と役割を踏まえ、専門性を生かして地域社会

の発展に貢献する人材及び新たな時代のものづくり産業を支える人材を育成す

ることが必要です。 

そのため、盛岡工業高校について、急速に変化する社会環境に対応できるよ

う、新たな学びを取り入れること等も検討しながら教育内容の充実を図るとと

もに、施設や設備の老朽化を踏まえ、産業人材に関する幅広いニーズや最先端

の工業の学びにも対応できるよう、盛岡南高校の統合後の校舎及び施設等を活

用した教育環境の整備を検討します。 

 

イ 県南地域における大規模な工業高校の設置 

 県南地域においては、自動車や半導体関連産業を中心とした産業集積が進ん

でおり、ものづくり産業を担う人材育成に対する高校教育の役割への期待が大

きいことから、水沢工業高校と一関工業高校について、規模の大きな工業高校

として統合し、時代に対応した新しい学びの創設も検討しながら、産業人材の

ニーズに幅広く対応できる工業教育の充実を図ります。 

 新設する工業高校については、ブロックを越えた統合により設置することか

ら、後期計画期間中に設置場所や統合時期、教育内容等の検討を進めます。 

 

ウ 宮古ブロックにおける専門高校の整備 

宮古地域においては、物流基盤の整備が進んでおり、基幹産業である水産業

をはじめ、ものづくり産業の振興や、多様な地域資源を生かした交流人口の拡

大が進展していくと見込まれることから、今後の産業の広がりを見据え、自己

の専門分野の学びに加え、他の領域にも視野を広げて学ぶことができる人材の

育成が必要です。 

こうしたことから、校舎制※により商業と工業の学びが分かれて学校を運営し

ている宮古商工高校と、本県唯一の水産高校である宮古水産高校について、老

朽化が進む校舎及び施設等を同一校地内に集約し、両校の施設の供用化を図る

など、一体的に整備します。 
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これにより、両校の各専門分野に関する特色ある学科の機能を連携させて幅

広く学びつつ、地域産業との連携も通じた専門教育の充実や学校活動の活性化

が図られるよう、教育環境を整えます。 

※ 校舎制 

学校運営において統一した基本方針のもとに、複数の校舎を使用し、１つの学校として機能

させるものです。大学で言う「○○キャンパス」に相当し、校歌、校章、制服等も１つの学校

として共通のものとなります。 

校舎制の形式として、基本的に同一校舎で学び、実習等の際に専門の施設設備がある校舎に

移動して授業を受けるパターンや、基本的に別々の校舎で学び、部活動や学校行事の際に移動

して合同で実施するパターンを想定しています。 

 

  エ 二戸ブロックにおける専門教育を担う学校の設置 

 二戸地域においては、高い技術力を有するものづくり産業や農林業等が集積

されており、地域産業を担う人材の育成とともに、高齢化社会に対応した介護

福祉人材の育成も求められています。 

 こうしたことから、ブロック内の各専門分野に関する特色ある学科等の機能

を有する福岡工業高校と一戸高校を統合し、地域の将来を見据えた専門教育の

拠点となる学校として再編します。 

 なお、統合に当たっては校舎制の形態とし、両校の校舎及び施設等を有効に

活用します。 

 

５ 周辺の高校への通学が極端に困難な学校の取扱い 

 再編計画では、近隣に他の高校がなく、他地域への通学が極端に困難な地域に所

在する学校を特例校として指定しており、これらの特例校については、後期計画期

間においても継続した取扱いとします。 

［特例校：葛巻、西和賀、岩泉］ 

なお、１学級校については、入学者数が 20 人以下となることが予想される際に

は、地域との意見交換等を実施することとし、直近の入学者数が２年連続して 20

人以下となった場合には、原則として、翌年度から募集停止とし、統合に向けた協

議を行います。 

 

６ 岩手県立高等学校の管理運営に関する規則の適用 

 入学者で１学級定員（40 人）を上回る欠員が生じた場合には、「岩手県立高等学

校の管理運営に関する規則」に基づき、学級減を検討する場合があります。 

  

 



議 3－22 

 

７ 後期計画期間後の再編の方向性 

 後期計画期間後の令和８年度以降においても、本県の中学校卒業予定者数は減少

していくことが見込まれます。令和 16 年３月の中学校卒業予定者数は約 7,520 人

と、令和７年３月の中学校卒業予定者数 9,824 人と比較して 2,300 人程度の減少が

見込まれており、全県的に学校の小規模化が進行することとなります。 

 したがって、後期計画期間後の再編においては、学校規模を確保した上で教育の

質を維持できるよう、更なる統合の検討を進めていくことが必要となります。 

 また、専門学科及び総合学科については、多様な専門分野を維持した上で教育内

容の充実を図るためには、ブロックを越えて専門分野を集約する大規模な統合の検

討を進めていくことも必要となります。 
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 Ⅳ 後期再編プログラム                   

 

１ 令和３年度から令和７年度における全体プログラム 

令和７年度における全日制課程の県立高校の数は 59 校、学級数は１学年当たり

普通科が 124 学級（57.1％）、専門学科が 67 学級（30.9％）、総合学科が 26 学級

（12.0％）の計 217 学級の見込みです。 

 

［後期計画における県立高校（全日制）の編制等］ 

年度 
中 学 校 

卒業者数 

県立高校（全日制）の編制 

 学校数※１  学級数※１ 学科種別 

令和２年度 10,679 人 62 校 224 学級 

 普 通 科※２ 129 学級 

専門学科  69 学級 

総合学科  26 学級 

令和３年度 10,083 人 62 校 224 学級 

 普 通 科※２ 129 学級 

専門学科  69 学級 

総合学科  26 学級 
 

 

 

※３ 

令和７年度  9,824 人 59 校 217 学級 

 普 通 科※２ 124 学級 

専門学科  67 学級 

総合学科  26 学級 

※１ 学校数及び学級数には、前期計画における統合延期校（久慈地区）を反映させていません。該当の

学校については、令和３年度入試の状況等により統合時期等を判断することとしており、その状況に

より数値が変更となる場合があります。 

※２ 普通科には、理数科及び体育科を含みます。 

※３ 中学校卒業者数は見込みとなります。県立高校の編制は、令和７年度以降に新設することとしてい

る「県南地域における大規模な工業高校」を含みます。（参照：ｐ13(3)イ、p35） 
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２ ブロック別プログラム 

（1）盛岡ブロック 

   ［現状と課題］ 

・ 全日制課程については、県立高校は普通高校 11 校（専門学科併置校を含む）、

専門高校３校、総合学科高校１校の計 15 校を設置しています。また、盛岡市

立高校と私立高校が８校あります。 

・ 定時制課程については、多部制・単位制を杜陵高校に設置し、通信制課程も

併置しています。また、夜間定時制課程を盛岡工業高校に併置しています。 

・ 令和２年度入試において、全日制課程では 258 人の欠員が生じており、さら

に中学校卒業予定者数は、令和２年３月から令和７年３月までの間に約 190 人

の減少が見込まれています。 

・ 生徒数が減少している中においても、生徒の希望する進路や産業人材の育成

を実現するための学びの選択肢を確保するため、学校規模の維持が課題となり

ます。 

   

  ［再編の方向］ 

・ 普通高校については、大学進学や就職など、生徒の多様な進路希望に応じた

教育内容の充実を図ります。また、地域を支える人材の育成など、地方創生に

おいて重要な役割を担う１学級校及び１学年２学級の学校については、できる

限り維持しつつ、入学者の状況や地域の実情等を踏まえながら、その在り方を

検討します。 

・ 体育、芸術、外国語など、特色ある学科等を設置する学校については、その

特色を生かす学校として統合し、学校の魅力と活力を高めます。 

・ 専門高校については、本県産業の振興を担う人材を育成できるよう、多様な

専門分野を維持し、教育内容の充実を図ります。 

・ 普通科と専門学科を併置する学校については、地域振興の方向性や産業構造

の変化、中学生の志望動向、高校卒業後の進路状況等を見据え、教育内容の充

実を図ります。 

・ 総合学科高校については、生徒の多様な進路希望に対応できるよう、各系列

の教育内容の充実を図ります。 

・ 定時制課程については、多部制・単位制の導入についても視野に入れながら、

生徒の多様な学習ニーズに対応できるよう、教育内容の充実を図ります。  

・ 多部制・単位制の学校については、生徒の多様な学習ニーズに対応できるよ

う、教育内容の充実を図ります。 

・ なお、生徒数の減少等に対応し、学級数調整（統合や学級減等）を行う場合

があります。  
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［学校別再編計画］ 

 ■ 全日制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

盛 岡 第 一 
普通 6 

理数 1 
280 

普通 6 

理数 1 
280  → 

普通 6 

理数 1 
280 

盛 岡 第 二 普通 5 200 普通 5 200  → 普通 5 200 

盛 岡 第 三 普通 7 280 普通 7 280  → 普通 7 280 

盛 岡 第 四 普通 7 280 普通 6 240  → 普通 6 240 

盛 岡 北 普通 6 240 普通 5 200  → 普通 5 200 

盛 岡 南 
普通 5 

体育 1 
240 

普通 5 

体育 1 
240 

▲5 

令和５年度 

盛岡南・不来方 

各１学級減 

令和７年度統合 

［統合新設校］ 

普通  

体育  
320 

不 来 方 普通 7 280 普通 7 280 

盛 岡 農 業 農業 5 200 農業 5 200  → 農業 5 200 

盛 岡 工 業 工業 7 280 工業 7 280  → 工業 7 280 

盛 岡 商 業 商業 6 240 商業 6 240  → 商業 6 240 

沼 宮 内 普通 2 80 普通 2 80  → 普通 2 80 

葛 巻 普通 2 80 普通 2 80  → 普通 2 80 

平 舘 
普通 2 

家庭 1 
120 

普通 1 

家庭 1 
80  → 

普通 1 

家庭 1 
80 

雫 石 普通 2 80 普通 1 40  → 普通 1 40 

紫 波 総 合 総合 5 200 総合 4 160  → 総合 4 160 

計 15 校 77 学級 3,080 15 校 72 学級 2,880 ▲5  14 校 67 学級 2,680 

 

 ■ 定時制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

杜 陵 普通 4 160 普通 4 160  → 普通 4 160 

盛 岡 工 業 工業 1 40 工業 1 40  → 工業 1 40 

計 2 校 5 学級 200 2 校 5 学級 200 ±0  2 校 5 学級 200 

 

［中学校卒業予定者数と県立高校の募集定員等］ 

項 目 平成 28 年度 令和２年度 令和７年度 

中学校卒業予定者数 4,486 4,176 3,986  

県立高校 

（全日制） 

学 校 数 15 15 14 

学 級 数 77 72 67 

募 集 定 員 3,080 2,880 2,680 
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（2）岩手中部ブロック 

  ［現状と課題］ 

・ 全日制課程については、県立高校は普通高校５校、専門高校３校、総合学科

高校１校の計９校を設置しています。また、私立高校が２校あります。 

・ 令和２年度入試において、全日制課程では 171 人の欠員が生じており、さら

に中学校卒業予定者数は、令和２年３月から令和７年３月までの間に約 160 人

の減少が見込まれます。 

・ 生徒数が減少している中においても、生徒の希望する進路や産業人材の育成

を実現するための学びの選択肢を確保するため、学校規模の維持が課題となり

ます。 

 

   ［再編の方向］ 

・ 普通高校については、大学進学や就職など、生徒の多様な進路希望に応じた

教育内容の充実を図ります。また、地域を支える人材の育成など、地方創生に

おいて重要な役割を担う１学級校については、できる限り維持しつつ、入学者

の状況や地域の実情等を踏まえながら、その在り方を検討します。 

・ 専門高校については、本県産業の振興を担う人材を育成できるよう、多様な

専門分野を維持し、教育内容の充実を図ります。 

・ 総合学科高校及び総合選択制高校については、生徒の多様な進路希望に対応

できるよう、各系列や学系の教育内容の充実を図ります。 

・ なお、生徒数の減少等に対応し、学級数調整（統合や学級減等）を行う場合

があります。 
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［学校別再編計画］ 

 ■ 全日制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

花 巻 北 普通 6 240 普通 6 240  → 普通 6 240 

花 巻 南 普通 5 200 普通 5 200  → 普通 5 200 

花 巻 農 業 農業 3 120 農業 3 120  → 農業 3 120 

花 北 青 雲 

工業 1 

商業 2 

家庭 1 

160 

工業 1 

商業 2 

家庭 1 

160 

 

→ 

工業 1 

商業 2 

家庭 1 

160 

大 迫 普通 1 40 普通 1 40  → 普通 1 40 

黒 沢 尻 北 普通 6 240 普通 6 240  → 普通 6 240 

北 上 翔 南 総合 6 240 総合 5 200  → 総合 5 200 

黒沢尻工業 工業 6 240 工業 6 240  → 工業 6 240 

西 和 賀 普通 2 80 普通 1 40  → 普通 1 40 

計 9 校 39 学級 1,560 9 校 37 学級 1,480 ±0  9 校 37 学級 1,480 

 

［中学校卒業予定者数と県立高校の募集定員等］ 

項 目 平成 28 年度 令和２年度 令和７年度 

中学校卒業予定者数 1,955 1,758  1,600 

県立高校 

（全日制） 

学 校 数 9 9 9 

学 級 数 39 37 37 

募 集 定 員 1,560 1,480 1,480 
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（3）胆江ブロック 

   ［現状と課題］ 

・ 全日制課程については、県立高校は普通高校３校（専門学科併置校を含む）、

専門高校３校、総合学科高校１校の計７校を設置しています。また、私立高校

が１校あります。 

・ 定時制課程については、多部制・単位制を杜陵高校奥州校に設置し、通信制

課程も併置しています。 

・ 令和２年度入試において、全日制課程では 193 人の欠員が生じており、さら

に中学校卒業予定者数は令和２年３月から令和７年３月までの間に約 160 人の

減少が見込まれます。 

・ 生徒数が減少している中においても、生徒の希望する進路や産業人材の育成

を実現するための学びの選択肢を確保するため、学校規模の維持が課題となり

ます。 

 

   ［再編の方向］ 

・ 普通高校については、大学進学や就職など、生徒の多様な進路希望に応じた

教育内容の充実を図ります。また、地域を支える人材の育成など、地方創生に

おいて重要な役割を担う１学年２学級の学校については、できる限り維持しつ

つ、入学者の状況や地域の実情等を踏まえながら、その在り方を検討します。 

・ 専門高校については、本県産業の振興を担う人材を育成できるよう、多様な

専門分野を維持し、教育内容の充実を図ります。 

・ 工業系の専門高校については、県南地域の工業系人材を育成する拠点となる

学校として基幹学科の専門教育を充実させるとともに、ブロックを越えた広域

での統合を行います。 

・ 総合学科高校については、生徒の多様な進路希望に対応できるよう、各系列

の教育内容の充実を図ります。 

・ 多部制・単位制の学校については、生徒の多様な学習ニーズに対応できるよ

う、教育内容の充実を図ります。 

・ なお、生徒数の減少等に対応し、学級数調整（統合や学級減等）を行う場合

があります。 
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［学校別再編計画］ 

 ■ 全日制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

水 沢 
普通 5 

理数 1 
240 

普通 5 

理数 1 
240  → 

普通 5 

理数 1 
240 

水 沢 農 業 農業 3 120 農業 2 80  → 農業 2 80 

水 沢 工 業 工業 4 160 工業 4 160 
+2 

(▲4) 

令和７年度以降 

統合 

〔学科改編〕 

［統合新設校］ 

工業 6 

(工業 0) 

240 

(0) 

水 沢 商 業 商業 3 120 商業 3 120  → 商業 3 120 

前 沢 普通 2 80 普通 2 80  → 普通 2 80 

金 ケ 崎 普通 3 120 普通 2 80  → 普通 2 80 

岩 谷 堂 総合 5 200 総合 4 160  → 総合 4 160 

計 7 校 26 学級 1,040 7 校 23 学級 920 
+2 

(▲4) 
 

7 校 25 学級 
(6 校 19 学級) 

1,000 
(760) 

（注）（ ）の数値は、統合した学校を令和７年度に両磐ブロックに設置した場合となります。 

 

 ■ 定時制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

杜陵奥州校 普通 2 80 普通 2 80  → 普通 2 80 

 

［中学校卒業予定者数と県立高校の募集定員等］ 

項 目 平成 28 年度 令和２年度 令和７年度 

中学校卒業予定者数 1,313 1,174     1,018 

県立高校 

（全日制） 

学 校 数 7 7 7(6) 

学 級 数 26 23 25(19) 

募 集 定 員 1,040 920 1,000(760) 

（注）（ ）の数値は、統合した学校を令和７年度に両磐ブロックに設置した場合となります。 

 

  



議 3－30 

 

（4）両磐ブロック 

［現状と課題］ 

・ 全日制課程については、県立高校は普通高校４校（専門学科併置校を含む）、

専門高校１校、総合学科高校１校の計６校を設置しています。また、高等専門

学校１校と、私立高校２校があります。 

・ 定時制課程については、夜間定時制課程を一関第一高校に併置しています。 

・ 令和２年度入試において、全日制課程では 72 人の欠員が生じており、さら

に中学校卒業予定者数は、令和２年３月から令和７年３月までの間に約 120 人

の減少が見込まれます。 

・ 生徒数が減少している中においても、生徒の希望する進路や産業人材の育成

を実現するための学びの選択肢を確保するため、学校規模の維持が課題となり

ます。 

 

  ［再編の方向］ 

・ 普通高校については、大学進学や就職など、生徒の多様な進路希望に応じた

教育内容の充実を図ります。また、地域を支える人材の育成など、地方創生に

おいて重要な役割を担う１学級校については、できる限り維持しつつ、入学者

の状況や地域の実情等を踏まえながら、その在り方を検討します。 

・ 専門高校については、本県産業の振興を担う人材を育成できるよう、多様な

専門分野を維持し、教育内容の充実を図ります。 

・ 工業系の専門高校については、県南地域の工業系人材を育成する拠点となる

学校として基幹学科の専門教育を充実させるとともに、ブロックを越えた広域

での統合を行います。 

・ 普通科と専門学科を併置する学校については、地域振興の方向性や産業構造

の変化、中学生の志望動向、高校卒業後の進路状況等を見据え、教育内容の充

実を図ります。 

・ 総合学科高校については、生徒の多様な進路希望に対応できるよう、各系列

の教育内容の充実を図ります。 

・ 定時制課程については、全県的なバランスを考慮し、多部制・単位制の導入

についても視野に入れながら、教育内容の充実を図ります。 

・ なお、生徒数の減少等に対応し、学級数調整（統合や学級減等）を行う場合

があります。 

  



議 3－31 

 

 

［学校別再編計画］ 

 ■ 全日制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

一 関 第 一 
普通 5 

理数 1 
240 

普通 4 

理数 1 
200  → 

普通 4 

理数 1 
200 

一 関 第 二 総合 6 240 総合 5 200  → 総合 5 200 

一 関 工 業 工業 4 160 工業 3 120 
+3 

(▲3) 

令和７年度以降 

統合 

〔学科改編〕 

［統合新設校］ 

工業 6 

(工業 0) 

240 

(0) 

花 泉 普通 1 40 普通 1 40  → 普通 1 40 

大 東 
普通 3 

商業 1 
160 

普通 2 

商業 1 
120  → 

普通 2 

商業 1 
120 

千 厩 

普通 3 

農業 1 

工業 1 

200 

普通 3 

農業 1 

工業 1 

200  → 

普通 3 

農業 1 

工業 1 

200 

計 6 校 26 学級 1,040 6 校 22 学級 880 
 +3 

 (▲3)  
 

6 校 25 学級 
(5 校 19 学級) 

1000 
(760) 

（注）（ ）の数値は、統合した学校を令和７年度に胆江ブロックに設置した場合となります。 

 

 ■ 定時制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

一関第一 普通 1 40 普通 1 40  → 普通 1 40 

 

［中学校卒業予定者数と県立高校の募集定員等］ 

項 目 平成 28 年度 令和２年度 令和７年度 

中学校卒業予定者数 1,261 1,082 961 

県立高校 

（全日制） 

学 校 数 6 6 6(5) 

学 級 数 26 22 25(19) 

募 集 定 員 1,040 880 1,000(760) 

（注）（ ）の数値は、統合した学校を令和７年度に胆江ブロックに設置した場合となります。 

  



議 3－32 

 

（5）気仙ブロック 

［現状と課題］ 

・ 全日制課程については、県立高校は普通高校３校（専門学科併置校を含む）、

専門高校１校の計４校を設置しています。 

・ 定時制課程については、夜間定時制課程を大船渡高校に併置しています。 

・ 令和２年度入試において、全日制課程では 111 人の欠員が生じており、さら

に中学校卒業予定者数は、令和２年３月から令和７年３月までの間に約 40 人

の減少が見込まれます。 

・ 生徒数が減少している中においても、生徒の希望する進路や産業人材の育成

を実現するための学びの選択肢を確保するため、学校規模の維持が課題となり

ます。 

 

   ［再編の方向］ 

・ 普通高校については、大学進学や就職など、生徒の多様な進路希望に応じた

教育内容の充実を図ります。また、地域を支える人材の育成など、地方創生に

おいて重要な役割を担う１学級校については、できる限り維持しつつ、入学者

の状況や地域の実情等を踏まえながら、その在り方を検討します。 

・ 専門高校については、本県産業の振興を担う人材を育成できるよう、多様な

専門分野を維持し、教育内容の充実を図ります。 

・ 普通科と専門学科を併置する学校については、地域振興の方向性や産業構造

の変化、中学生の志望動向、高校卒業後の進路状況等を見据え、教育内容の充

実を図ります。 

なお、水産に関する学科については、専門教育の充実と地域ニーズの状況を

踏まえ、その在り方を検討します。 

・ 定時制課程については、全県的なバランスを考慮し、多部制・単位制の導入

についても視野に入れながら、教育内容の充実を図ります。 

・ なお、生徒数の減少等に対応し、学級数調整（統合や学級減等）を行う場合

があります。 

  



議 3－33 

 

 

［学校別再編計画］ 

 ■ 全日制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

高 田 
普通 4 

水産 1 
200 

普通 3 

水産 1 
160  → 

普通 3 

水産 1 
160 

大 船 渡 普通 5 200 普通 4 160  → 普通 4 160 

大 船 渡 東 

農業 1 

工業 2 

商業 1 

家庭 1 

200 

農業 1 

工業 1 

商業 1 

家庭 1 

160  → 

農業 1 

工業 1 

商業 1 

家庭 1 

160 

住 田 普通 1 40 普通 1 40  → 普通 1 40 

計 4 校 16 学級 640 4 校 13 学級 520 ±0  4 校 13 学級 520 

 

 ■ 定時制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

大 船 渡 普通 1 40 普通 1 40  → 普通 1 40 

 

［中学校卒業予定者数と県立高校の募集定員等］ 

項 目 平成 28 年度 令和２年度 令和７年度 

中学校卒業予定者数 561 466 422 

県立高校 

（全日制） 

学 校 数 4 4 4 

学 級 数 16 13 13 

募 集 定 員 640 520 520 

 

  



議 3－34 

 

（6）釜石・遠野ブロック 

［現状と課題］ 

・ 全日制課程については、県立高校は普通高校３校（専門学科併置校を含む）、

専門高校２校の５校を設置しています。 

・ 定時制課程については、夜間定時制課程を釜石高校に併置しています。 

・ 令和２年度入試において、全日制課程では 178 人の欠員が生じており、さら

に中学校卒業予定者数は令和２年３月から令和７年３月までの間に約 20 人の

減少が見込まれます。 

・ 生徒数が減少している中においても、生徒の希望する進路や産業人材の育成

を実現するための学びの選択肢を確保するため、学校規模の維持が課題となり

ます。 

 

  ［再編の方向］ 

・ 普通高校については、大学進学や就職など、生徒の多様な進路希望に応じた

教育内容の充実を図ります。また、地域を支える人材の育成など、地方創生に

おいて重要な役割を担う１学年２学級の学校については、できる限り維持しつ

つ、入学者の状況や地域の実情等を踏まえながら、その在り方を検討します。 

・ 専門高校については、本県産業の振興を担う人材を育成できるよう、多様な

専門分野を維持し、教育内容の充実を図ります。 

・ 定時制課程については、全県的なバランスを考慮し、多部制・単位制の導入

についても視野に入れながら、教育内容の充実を図ります。 

・ なお、生徒数の減少等に対応し、学級数調整（統合や学級減等）を行う場合

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議 3－35 

 

 

［学校別再編計画］ 

 ■ 全日制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

釜 石 
普通 4 

理数 1 
200 

普通 3 

理数 1 
160 

 
→ 

普通 3 

理数 1 
160 

釜 石 商 工 
工業 3 

商業 2 
200 

工業 2 

商業 1 
120 

 
→ 

工業 2 

商業 1 
120 

遠 野 普通 4 160 普通 4 160  → 普通 4 160 

遠 野 緑 峰 
農業 1 

商業 1 
80 

農業 1 

商業 1 
80  → 

農業 1 

商業 1 
80 

大 槌 普通 3 120 普通 2 80  → 普通 2 80 

計 5 校 19 学級 760 5 校 15 学級 600 ±0  5 校 15 学級 600 

 

 ■ 定時制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

釜 石 普通 1 40 普通 1 40  → 普通 1 40 

 

［中学校卒業予定者数と県立高校の募集定員等］ 

項 目 平成 28 年度 令和２年度 令和７年度 

中学校卒業予定者数 652 527 507 

県立高校 

（全日制） 

学 校 数 5 5 5 

学 級 数 19 15 15 

募 集 定 員 760 600 600 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議 3－36 

 

（7）宮古ブロック 

［現状と課題］ 

・ 全日制課程については、県立高校は普通高校４校、専門高校２校の計６校を

設置しています。 

・ 定時制課程については、夜間定時制課程を宮古高校に併置し、通信制課程も

併置しています。 

・ 令和２年度入試において、全日制課程では 184 人の欠員が生じており、さら

に中学校卒業予定者数は、令和２年３月から令和７年３月までの間に約 60 人

の減少が見込まれます。 

・ 生徒数が減少している中においても、生徒の希望する進路や産業人材の育成

を実現するための学びの選択肢を確保するため、学校規模の維持が課題となり

ます。 

 

   ［再編の方向］ 

・ 普通高校については、大学進学や就職など、生徒の多様な進路希望に応じた

教育内容の充実を図ります。また、地域を支える人材の育成など、地方創生に

おいて重要な役割を担う１学級校及び１学年２学級の学校については、できる

限り維持しつつ、入学者の状況や地域の実情等を踏まえながら、その在り方を

検討します。 

・ 専門高校については、今後の地域の工業、商業、水産における産業の広がり

を見据え、各学校における特色ある学びの機能を連携させるとともに、地域と

の連携を通じた専門教育の充実を図ります。 

・ 定時制課程については、全県的なバランスを考慮し、多部制・単位制の導入

についても視野に入れながら、教育内容の充実を図ります。 

・ なお、生徒数の減少等に対応し、学級数調整（統合や学級減等）を行う場合

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議 3－37 

 

 

［学校別再編計画］ 

 ■ 全日制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

山 田 普通 2 80 普通 1 40  → 普通 1 40 

宮 古 普通 6 240 普通 5 200  → 普通 5 200 

宮 古 北 普通 1 40 普通 1 40  → 普通 1 40 

宮 古 工 業 工業 3 120 [宮古商工] 

工業 2 

商業 3 

200  → 

[宮古商工]

工業 2 

商業 3 

200 
宮 古 商 業 商業 4 160 

宮 古 水 産 
水産 2 

家庭 1 
120 

水産 1 

家庭 1 
80  → 

水産 1 

家庭 1 
80 

岩 泉 普通 2 80 普通 2 80  → 普通 2 80 

計 7 校 21 学級 840 6 校 16 学級 640 ±0  6 校 16 学級 640 

 

 ■ 定時制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

宮 古 普通 1 40 普通 1 40  → 普通 1 40 

 

［中学校卒業予定者数と県立高校の募集定員等］ 

項 目 平成 28 年度 令和２年度 令和７年度 

中学校卒業予定者数 782 570 506 

県立高校 

（全日制） 

学 校 数 7 6 6 

学 級 数 21 16 16 

募 集 定 員 840 640 640 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議 3－38 

 

（8）久慈ブロック 

［現状と課題］ 

・ 全日制課程については、県立高校は普通高校３校（専門学科併置校を含む）、

専門高校１校、総合学科高校１校の計５校を設置しています。 

・ 定時制課程については、多部制・単位制を久慈高校長内校に設置しています。 

・ 令和２年度入試において、全日制課程では 151 人の欠員が生じており、さら

に中学校卒業予定者数は、令和２年３月から令和７年３月までの間に約 50 人

の減少が見込まれます。 

・ 生徒数が減少している中においても、生徒の希望する進路や産業人材の育成

を実現するための学びの選択肢を確保するため、学校規模の維持が課題となり

ます。 

 

   ［再編の方向］ 

・ 普通高校については、大学進学や就職など、生徒の多様な進路希望に応じた

教育内容の充実を図ります。また、地域を支える人材の育成など、地方創生に

おいて重要な役割を担う１学級校については、できる限り維持しつつ、入学者

の状況や地域の実情等を踏まえながら、その在り方を検討します。 

・ 専門高校※については、本県産業の振興を担う人材を育成できるよう、多様

な専門分野を維持し、教育内容の充実を図ります。 

・ 普通科と専門学科を併置する学校については、地域振興の方向性や産業構造

の変化、中学生の志望動向、高校卒業後の進路状況等を見据え、教育内容の充

実を図ります。 

・ 総合学科高校※については、生徒の多様な進路希望に対応できるよう、各系

列の教育内容の充実を図ります。 

・ 多部制・単位制の学校については、生徒の多様な学習ニーズに対応できるよ

う、教育内容の充実を図ります。 

・ なお、生徒数の減少等に対応し、学級数調整（統合や学級減等）を行う場合

があります。 

 

※ 前期計画における統合延期校（久慈東高校、久慈工業高校）については、令和３年度入試の状況

等により統合時期等を判断することとしており、その状況により再編の方向が変更となる場合があ

ります。 

 

 

 



議 3－39 

 

 

［学校別再編計画］ 

 ■ 全日制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

久 慈 普通 5 200 普通 4 160  → 普通 4 160 

久 慈 東 総合 5 200 総合 5 200  → 総合 5 200 

久 慈 工 業 工業 2 80 工業 2 80  → 工業 2 80 

種 市 
普通 2 

工業 1 
120 

普通 1 

工業 1 
80  → 

普通 1 

工業 1 
80 

大 野 普通 2 80 普通 1 40  → 普通 1 40 

計 5 校 17 学級 680 5 校 14 学級 560 ±0  5 校 14 学校 560 

（注） 前期計画における統合延期校（久慈東高校、久慈工業高校）については、令和３年度入試の状況等に

より統合時期等を判断することとしており、その状況により記載内容が変更となる場合があります。  

 

 ■ 定時制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

久慈長内校 普通 2 80 普通 2 80  → 普通 2 80 

 

［中学校卒業予定者数と県立高校の募集定員等］ 

項 目 平成 28 年度 令和２年度 令和７年度 

中学校卒業予定者数 598 504 456 

県立高校 

（全日制） 

学 校 数 5 5 5 

学 級 数 17 14 14 

募 集 定 員 680 560 560 

（注） 前期計画における統合延期校（久慈東高校、久慈工業高校）については、令和３年度入試の状況等に

より統合時期等を判断することとしており、その状況により数値が変更となる場合があります。 
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（9）二戸ブロック 

［現状と課題］ 

・ 全日制課程については、県立高校は普通高校３校、専門高校１校、総合学科

高校１校の計５校を設置しています。 

・ 定時制課程については、夜間定時制課程を福岡高校に併置しています。 

・ 令和２年度入試において、全日制課程では 151 人の欠員が生じており、さら

に中学校卒業予定者数は、令和２年３月から令和７年３月までの間に約 50 人

の減少が見込まれます。 

・ 生徒数が減少している中においても、生徒の希望する進路や産業人材の育成

を実現するための学びの選択肢を確保するため、学校規模の維持が課題となり

ます。 

 

   ［再編の方向］ 

・ 普通高校については、大学進学や就職など、生徒の多様な進路希望に応じた

教育内容の充実を図ります。また、地域を支える人材の育成など、地方創生に

おいて重要な役割を担う１学級校及び１学年２学級の学校については、できる

限り維持しつつ、入学者の状況や地域の実情等を踏まえながら、その在り方を

検討します。 

・ 専門高校及び総合学科高校については、各学校における特色ある学びの機能

を維持した統合を行い、地域振興の方向性や産業構造の変化、中学生の志望動

向、高校卒業後の進路状況等を見据え、教育内容の充実を図ります。 

・ 定時制課程については、全県的なバランスを考慮し、多部制・単位制の導入

についても視野に入れながら、教育内容の充実を図ります。 

・ なお、生徒数の減少等に対応し、学級数調整（統合や学級減等）を行う場合

があります。 
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［学校別再編計画］ 

 ■ 全日制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

軽 米 普通 2 80 普通 2 80  → 普通 2 80 

伊 保 内 普通 2 80 普通 1 40  → 普通 1 40 

福 岡 普通 5 200 普通 4 160  → 普通 4 160 

福 岡 工 業 工業 2 80 工業 2 80 

▲1 

令和６年度 

統合 

〔学科改編〕 

〔系列見直し〕 

工業 1 

総合 3 
160 

一 戸 総合 3 120 総合 3 120 

計 5 校 14 学級 560 5 校 12 学級 480 ▲1  4 校 11 学級 440 

 

 ■ 定時制課程 

学校名 

前期計画 後期計画 

平成 28 年度 令和２年度 再編の方向 令和７年度 

学科･学級数 定員 学科･学級数 定員 増減 内容等 学科･学級数 定員 

福 岡 普通 1 40 普通 1 40  → 普通 1 40 

 

［中学校卒業予定者数と県立高校の募集定員等］ 

項 目 平成 28 年度 令和２年度 令和７年度 

中学校卒業予定者数 485 422 368 

県立高校 

（全日制） 

学 校 数 5 5 4 

学 級 数 14 12 11 

募 集 定 員 560 480 440 
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【後期再編プログラム総括表】 

後期計画期間（令和３年度～令和７年度の５年間） 

    年度 

設置タイプ等 
前 期 計 画 
統合延期校 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

専門高校       

総合的な専門高
校 

      

普通科 ※ １・専
門学科併置高校 

      

総合学科・専門
学科併置高校 

 

 

 

 

     

普通高校       

学級減    
盛 岡 南 

不 来 方 

   

  学 校 数※３ 

（全日制） 
 62 62 62 61 59 

  学 級 数※３ 

（全日制） 
 224 224 222 221  217 

※１ 普通科には、理数科及び体育科を含みます。 

※２ 前期計画における統合延期校については、令和３年度入試の状況等により統合時期等を判断することとし

ています。 

※３ 学校数及び学級数には、統合延期校を反映させていません。※２の状況により数値が変更となる場合があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

盛 岡 南 

不 来 方 

 

福岡工業 

一  戸 

【R7 以降】

水沢工業 

一関工業 

久 慈 東 

久慈工業 

※２ 
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〔参考資料〕 
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１ 今後の高等学校教育の基本的方向(抜粋) 
 

平成22年３月17日策定 

平成27年４月20日改訂 

岩手県教育委員会 

第３章 学びの環境整備 

２ 今後の環境整備の考え方 

(1)全体方針 

 自立した社会人としての資質を有する人財を育成するため、高校教育の質の保証及び機会の保障の

具体化に向けて、生徒がお互いに高めあうことができる教育環境を整えていくことが必要です。 

 今後の中学校卒業予定者数の減少が見込まれ、学校の小規模化が進むと考えられる中で、前章に掲

げる高校教育の充実に向けて、長期的な視点で、県全体を見通した学校や学科の配置に努めるととも

に、ブロック毎の生徒減少の状況や地域の実情等も考慮して、県立高校の教育環境の整備を進めます。 

(2)学級定員及び学校の規模 

 学級定員は、「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」（昭和36年法律第

188号）（以下、「高校標準法」という。）において、その標準が定められています。 

 学級は、単に学科、教科の学習指導のみならず、学級活動を通じ社会性や協調性をはぐくむ場であ

り、社会に繋がる前段階としての高校の役割を考えた場合には、生徒が集団の中で経験を重ねること

ができるよう、一定の人数が必要であると考えられます。 

 本県においては、高校標準法に基づく教員の配置数、実際に県立高校で行われている少人数指導や

習熟度別指導などの学習指導の実態、標準の定員より少なくした場合における学習指導への影響や県

の財政負担の必要性などを考慮し、学級定員は高校標準法における標準である40人を基本としますが、

今後、さらに生徒が減少することから、地域の状況も踏まえ、１学級定員についても特定の地域にお

ける独自の基準等様々な視点から検討を行っていきます。 

 なお、今後も、国における学級編制や教職員定数の改善に向け、要望を実施するとともに、国にお

いて検討が行われる場合には、その動向を踏まえて適切に対応していきます。 

 公立高校の規模については、高校標準法で、本校は全校で240人、分校は全校で100人を下らないこ

ととする規定がありましたが、平成23年の改正により削除されました。 

 県立高校の規模については、生徒の能力を最大限に伸ばすための教育課程の編成や多様な部活動な

ど活力ある教育活動を展開するためには、１学年４学級程度以上が望ましいと考えられます。 

 一方で、今後の生徒数の減少を踏まえ、各ブロックに配置できる学校数を考えると、将来にわたり

７学級規模の学校を全て維持することは難しいと考えられます。このことから、今後の県立高校全体

としての望ましい学校規模を、原則として１学年４～６学級程度とします。 

 また、各高校の学校規模は、望ましい学校規模を基本とし、将来見込まれる生徒数に加え、広大な

県土という地理的な条件や、人口減少社会への対応、地域の実情等を考慮し、さらには教育の機会の

保障の観点からも、慎重に検討していきます。３学級以下の学校は、生徒一人ひとりに対応したきめ

細やかな指導ができ、地域との連携により進路や部活動の成果など一定の実績を上げている一方で、

生徒の科目選択の幅が少なく、多様な進路希望への対応や学習内容の質の確保などの課題もあり、今

後、地域の意見を伺いながら、その対応を検討していきます。検討にあたっては、教員の相互派遣や

校舎制、ＩＣＴの活用など様々な可能性を検討するとともに、ブロック毎のバランス等にも配慮した

学校の配置に努めます。 

 さらに、今後、少子化が一層進行した場合には、地元市町村との連携・協力の在り方も含め、慎重

に検討を進めていきます。 

(3)教育機会の保障 

〔地区割と学校配置〕 

 高校教育においては、一定の圏域（ブロック）の中で、中学生が多様な学校や学科を選択でき、

どのブロックにおいても進路希望を実現できることが望ましいと考えられます。 



議 3－45 

 

 県立高校の配置に関する地区割の基本単位は、当面現在の９ブロックとし、各ブロック内で、中

学生が希望に応じて普通科、専門学科等を選択できるよう、学校を配置します。 

 なお、生徒数の減少に伴い、ブロックによっては10数年後には設置学級数が９学級程度となるこ

とが見込まれ、通学区域（学区）が設定されている普通科を複数校設置できず、生徒の学校選択に

影響が出る可能性があります。今後、より広域的なブロック単位での高校の配置も視野に入れなが

ら、現在の普通科の通学区域（８学区）と県立高校の地区割（９ブロック） について検討します。 

〔通学に対する支援〕 

 生徒数が減少していく中にあって、広大な県土を有する本県の通学事情等を考慮し、再編統合を

行う場合で、かつ、通学が困難となる場合には、地元市町村と連携し、通学手段の確保に向けた検

討を行います。 

 また、通学費負担の増加など経済的な理由により、高校教育を受ける機会が制限されることがな

いよう経済的な面での支援を検討します。 

 なお、これまで実施された公立高校の実質無償化や私立高校生のいる世帯への助成など国におけ

る施策の影響や効果も踏まえ、生徒・保護者にとってより良い支援策について検討します。 

(4)地域や産業界との連携 

 高校教育においては、市町村や産業界と連携して、地域や地域産業を担い地域社会の発展、震災復

興に貢献できる人財を育成するため、地域産業の振興方向を念頭に置きながら、学科の配置を検討し

ます。 

 併せて、産学官が一体となった広域的な人財育成の取組や関連企業、大学等関係機関との連携を深

めながら、生徒の進路先の確保に向けた取組を進めます。 

 また、生徒の社会性や豊かな心をはぐくむため、地域との連携による教育活動を積極的に行なうと

ともに、生徒が地域の伝統文化への理解を深めるよう、地域活動への参加を支援するなど、県立高校

がさらに地域に貢献できるよう取り組みます。 

(5)県立高校と私立高校の関係 

 私立高校は、独自の建学の精神や教育理念に基づき、特色ある教育活動を展開しており、今後も県

立高校や他の公立高校とともにその特色や魅力等を高めながら、高校教育の充実に大きな役割を果た

していくことが期待されます。 

 

３ 学校（学科）の配置 

(1)県全体の配置 

 今後の県立高校や学科の配置については、高校教育の目的を達成するため、県の産業振興施策の方

向性や産業界のニーズ、中学生の志望動向、高校卒業後の進路状況、生徒・保護者の意識変化の状況

等を踏まえ、全県的な視野に立ち検討します。 

(2)ブロック毎の配置 

 各ブロックの具体的な学校・学科の配置については、県全体における考え方を基本としながら、各

ブロックの産業構造や地域特性にも留意しながら検討します。 

 また、ブロックによっては、生徒数の減少に伴い配置できる学校数や学科が限定される可能性があ

ることから、教員の交流による学校間連携の仕組みづくりなど生徒にとってより良い教育環境の整備

に努めます。 

(3)高校（学科）の方向性 

 「今後の高校教育の方向性」を基に、長期構想検討委員会報告及び在り方検討委員会報告において

示された現状と課題を踏まえながら、高校（学科）の方向性を次のとおりとし、その教育環境の整備

に向けた取組を進めます。 

ア 普通高校（普通科及び普通科系の専門学科）の方向性 

 現在は、高校の学習だけでは取得できない資格等が増えてきていることなどを背景に、より専門

性の高い知識や技能を身に付けた人財、さらにはリーダーとして期待される人財が求められていま
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す。 

 また、普通高校の進路状況は、進学が約８割となっており、今後も大学等進学率が上昇していく

と考えられます。これらのことから、普通高校は進学に対応できる学校としていくよう進めます。 

 一方で、就職を希望する生徒の割合が比較的高い普通高校については、地域の実情に応じて多様

な進路希望に対応する教育に、地域との連携も視野に取り組んでいきます。 

 普通科では、幅広い学力のもと、知識を活用して本質を見極める思考力や現状を打開するための

課題解決能力などの育成に取り組むとともに、コミュニケーション能力や社会性を育成するため、

キャリア教育などの充実を図り、将来の社会人としての基本的な資質や能力の育成に取り組みます。 

 また、普通高校については、生徒の進学希望に対応し、その実現に向けた多様な教科・科目の開

設や教員の指導体制の充実などの学習環境を整えるため、各ブロックを基本単位として、一定の学

校規模を確保しながら適切に配置していくよう努めます。 

 さらに、スポーツ、芸術、理科・数学、外国語等の分野に対する関心・意欲が高く、能力・適性

のある生徒が、専門的な知識や技能を身に付けることができる学科や学系が必要です。このような

普通科系の専門学科については、県全体のニーズや卒業後の進路状況などを見据え、学科や学系の

構成、その内容などについて検討し、適切に配置していくよう努めます。 

イ 専門高校（職業教育を主とする専門学科）の方向性 

〔全体〕 

 職業教育を主とする専門学科においては、専門知識を確実に習得するとともに、実践力を身に付

けることにより社会において高い付加価値の創出や生産性の向上に寄与することができる人財を育

成していくことが求められています。併せて、地域の産業振興にも寄与しながら、地域活性化を担

う人財を育成していくことが必要です。 

 一方で、地域の専門学科に対する理解を深め、将来の就職先を見通しながら、可能な限り専門性

を生かした進路に繋げることが必要です。 

 また、資格取得については、生徒の目的意識の高揚や学習意欲の向上を図りながら、目的を明確

にして、その取得に向けて取り組むことが必要です。これらを踏まえながら、専門学科においては

次の３点について強化を進めます。 

（ア）基礎・基本の定着を図る指導 

専門学科においては、社会人としての基礎・基本を確実に定着させるため、生活・学習指導

の充実や教育課程の工夫を進めます。 

（イ）地域産業を支える将来のスペシャリスト育成 

 今後、本県の産業振興施策の方向性や各専門学科の地域産業への就職状況を踏まえ、本県の

産業を支える将来のスペシャリストを育成する観点から、専門高校や専門学科の充実に努めま

す。 

 各専門分野の核となる専門高校については、本県の専門教育における中心校としての機能の

充実を図り、一定の学校規模を確保するよう整備に努めます。また、小規模な専門高校におい

ては、今後、総合的な専門高校としての設置を検討するなど、その教育環境の充実に努めます。 

 各専門高校においては、生徒に地域や地域産業を十分に理解させる教育の充実に取り組むと

ともに、より一層地域の産業界との連携を強化しながら、専門教育の充実に取り組みます。 

（ウ）高等教育機関への接続 

 専門学科においても、生徒が身に付けた専門性を高めるためには、高等教育機関への接続が

重要であり、大学等との連携をさらに深め、専門学科からの進学を定着させるための仕組みづ

くりに取り組みます。 

 なお、各専門学科については、目指す教育の特色、就職・進学の状況、県の産業振興施策の

方向性などを見据えながら、その充実を図ります。 

〔農業に関する学科〕 

  農業に関する学科では、農業の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、将来の

スペシャリストを育成するとともに、農業はもとより、食や食品産業等の農業関連産業に対する理

解を深め、地域産業の担い手として活躍できる人財を育成することが重要です。 
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  そのためには、地域や産業界との連携・交流を通じて、農業の各分野に関する体験的、探究的な

学習などに積極的に取り組むとともに、関連する幅広い分野について学習できるよう他の専門学科

との連携を進めます。 

  今後は、地域の農業形態や産業構造、ニーズ等を踏まえながら、教育課程の見直しを図ります。

また、農業に関する専門教育の充実と卒業後の進路を見据えた学科改編等に取り組みます。 

〔工業に関する学科〕 

  工業に関する学科では、工業の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、将来の

スペシャリストを育成するとともに、専門分野における高度な知識、技術及び技能を身に付けさせ、

地域産業を支える人財を育成することが重要です。 

  そのため、工業に関する科目における基礎・基本の確実な定着を図るとともに、学科に関連した

資格取得指導の充実を進めます。また、産業界との連携をさらに強化し、体験的な学習活動の一層

の充実を進めるとともに、関連する幅広い分野について学習できるよう他の専門学科との連携を進

めます。 

  今後は、地域の産業構造やニーズ、産業振興の方向性を踏まえながら、長期的な展望に立って教

育課程の見直しを図ります。また、工業に関する専門教育の充実と卒業後の進路を見据え、施設・

設備の有効活用を図りながら、工業の基幹となる学科を主とするなどの学科改編等に取り組みます。 

〔商業に関する学科〕 

  商業に関する学科では、商業の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、将来の

スペシャリストを育成するとともに、ビジネスの諸活動を主体的・合理的に実践する力、遵法精神

や起業家精神等を身につけた創造性豊かな人財を育成することが重要です。 

  そのため、地域や産業界との連携を強化し、販売実習など、実社会における実践的な知識や経験

を積み重ねる指導の充実を図ります。また、関連する幅広い分野について学習できるよう他の専門

学科との連携を進めます。 

  今後は、地域の産業構造やニーズを踏まえながら、教育課程の見直しを図ります。また、商業に

関する専門教育の充実と卒業後の進路を見据え、大学科制や括り募集などの学科改編等に取り組み

ます。 

〔水産に関する学科〕 

  水産に関する学科では、水産や海洋の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、

将来のスペシャリストを育成するとともに、水産業はもとより、食や食品産業等の水産関連産業に

対する理解を深め、将来の地域産業、震災復興の担い手として活躍できる人財を育成することが重

要です。 

  そのためには、産業界と一体となった職場体験実習の拡充などを通じて専門性を生かした進路実

現を図ります。また、関連する幅広い分野について学習できるよう他の専門学科との連携を進めま

す。 

  水産関連産業の復興に向けては、ハード面の復興はもちろん、新商品の開発や、販路の確保、人

財育成等、ソフト面の回復も不可欠であり、今後、水産や海洋産業の動向やニーズを踏まえながら、

水産業のみならず関連する幅広い分野について学習できる環境の整備や、地域や生徒の実態に対応

した教育課程の見直しを図ります。また、水産に関する専門教育の充実と卒業後の進路を見据えた

学科改編等に取り組みます。 

〔家庭に関する学科〕 

  家庭に関する学科では、家庭の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、将来の

スペシャリストを育成するとともに、生活産業に関わる必要な資質や能力を向上させ、広く社会で

活躍できる人財を育成することが重要です。 

  そのためには、原則履修科目として生活と産業全般にわたる理解と意識を高める「生活産業基礎」

の教育内容を充実させ、勤労観や職業観を育成します。また、校外における研究発表などの活動を

より一層推進させ、実践力の育成と地域社会に貢献する心を育てる指導を充実するとともに、関連

する幅広い分野について学習できるよう他の専門学科との連携を進めます。 

  今後は、地域の産業構造やニーズを踏まえながら、教育課程の見直しを図ります。また、家庭に
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関する専門教育の充実と卒業後の進路を見据えた学科改編等に取り組みます。 

〔総合的な専門高校〕 

  総合的な専門高校では、専門教育の専門性を確保しながら、生徒が主体的に他の学科の科目を選

択履修できるよう支援していくことが必要です。 

  そのために、地域の産業構造やニーズを踏まえ、より幅広い進路選択が可能となるような教育課

程の見直しを図ります。また、それぞれの専門学科に関する専門教育の充実と卒業後の進路を見据

えた学科構成となるよう取り組みます。 

ウ 総合学科高校の方向性 

 本県の総合学科高校は、設置の理念を踏まえつつ、教育実践を積み重ねてきたところであり、今

後は生徒の進路希望の実現に向け、自分の将来の進路を見据えた系列や科目を選択できるシステム

の構築や、「産業社会と人間」と「総合的な学習の時間」を相互に関連付けてキャリア教育を実施

する等、総合学科の特長を生かし、より一層教育内容の充実を進めます。 

 一方で、社会の変化や少子化に対応した系列の在り方及び多様な進路希望に対応するため教員の

負担が大きいことなどの課題があり、総合学科としての特長を生かしながら、必要に応じて系列の

見直しや、今後、さらに生徒が減少し、一定の規模を確保できない場合の対応等を検討します。 

エ 定時制・通信制高校の方向性 

 定時制・通信制高校は、勤労青少年の教育機関としての機能だけでなく、生徒のライフスタイル

や能力・適性、関心・意欲に柔軟に対応できる学習の場として、その存在意義がより一層大きくな

ると考えられます。そのために、多様な生徒に対応する教育の場として、定時制・通信制高校の充

実を図ることが必要です。 

 定時制課程においては、多様な生徒に対する教育機会の拡大を図るため、学年制にとらわれず弾

力的な単位修得等が可能となる単位制への転換を進めるとともに、全県的なバランスを考慮しなが

ら、昼間にも学ぶことができる多部制への転換を行っており、平成28年度入試からは学力検査を用

いない成人枠を導入します。また、夜間部の入学者は減少傾向にあり、その在り方について検討す

るとともに、新たに多部制を導入する場合には、既存の施設の有効活用等も含めて検討します。 

 通信制課程においては、杜陵高校本校を中心に奥州校及び宮古分室と連携を図りながら、多様な

生徒の学ぶ意欲に応える体制を確保します。 

オ 中高一貫教育校の方向性 

 連携型については、地域の生徒数が減少する中で、県全体として方向性を検討する必要がありま

す。特に、現在連携型中高一貫教育を実施している地域においては、生徒の減少が進む中、導入時

の目的やその後の状況の変化等を確認し、地域の意向も踏まえながら、今後の方向性を検討します。 

 併設型については、一関第一高校への導入の成果と課題を引き続き検証しながら、今後の方向性

について検討します。 

 

４ 実施計画の策定 

 今後の県立高校の教育環境の整備を計画的に推進し、学校・学科の適切な配置を実現するためには、

生徒の進路選択や将来を見据えた学校経営にも配慮しながら、一定の期間を見通した実施計画を明らか

にする必要があります。 

 このため、基本的方向の改訂から概ね10年後を見据えた「新たな高等学校再編計画（仮称）」を策定

します。また、その策定に当たっては、平成27年度においてブロック毎に地域住民との意見交換の場を

設け、十分に意見を伺いながら検討を進めます。 
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２ 岩手県における中学校卒業者数及び高等学校入学者数の推移 

 

　年３月 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 47
入学者数 20,832 22,540 22,397 23,040 21,386 22,531 21,644 20,965 21,571 20,529 20,904 22,486 21,339 21,004 21,271 20,867 27,425
中学校卒業者数 39,358 40,369 40,011 39,184 34,906 35,841 32,594 31,381 29,844 27,425 26,250 27,412 25,216 24,304 24,254 23,370 20,529
進学率 52.9% 55.8% 56.0% 58.8% 61.3% 62.9% 66.4% 66.8% 72.3% 74.9% 79.6% 82.0% 84.6% 86.4% 87.7% 89.3% 74.9%

　年３月 昭和47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62

中学校卒業者数 27,425 26,250 27,412 25,216 24,304 24,254 23,370 23,542 23,478 21,647 19,923 23,289 22,605 22,148 21,797 21,715

進学率 74.9% 79.6% 82.0% 84.6% 86.4% 87.6% 89.3% 89.6% 91.0% 93.6% 94.4% 93.9% 93.8% 93.9% 94.5% 94.6%

高校入学者数 20,529 20,904 22,486 21,339 21,004 21,257 20,867 21,101 21,371 20,262 18,812 21,860 21,208 20,801 20,590 20,543

　年３月 63 平成元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

中学校卒業者数 22,648 22,833 22,531 21,985 21,085 20,657 20,256 19,583 19,074 18,435 18,425 18,468 17,874 16,899 16,585 15,748

進学率 95.4% 95.7% 95.3% 95.9% 96.4% 96.7% 96.7% 97.4% 97.4% 97.3% 97.7% 97.4% 97.5% 97.9% 98.2% 98.0%

高校入学者数 21,617 21,847 21,475 21,084 20,329 19,983 19,595 19,068 18,574 17,941 17,993 17,987 17,432 16,541 16,279 15,440

　年３月 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

中学校卒業者数 15,468 14,857 14,640 14,576 13,964 13,678 13,767 12,885 12,708 12,379 12,556 12,088 12,092 11,927 11,379 11,138

進学率 98.4% 98.7% 98.7% 98.7% 98.7% 98.7% 98.9% 99.3% 99.4% 99.4% 99.4% 99.5% 99.3% 99.4% 99.4% 99.5%

高校入学者数 15,223 14,661 14,449 14,383 13,776 13,500 13,620 12,788 12,634 12,306 12,366 12,025 12,010 11,859 11,316 11,079

　年３月 令和2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

中学校卒業者数 10,679 10,083 10,401 10,116 10,035 9,824 9,655 9,364 9,220 9,131 8,510 8,470 8,391 8,003 7,520

進学率 99.5% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0%

高校入学者数 10,625 9,982 10,297 10,015 9,935 9,726 9,558 9,270 9,128 9,040 8,425 8,385 8,307 7,923 7,445

注）中学校卒業者数及び高校入学者数
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各年ごとのデータ

<中学校卒業者数> 昭和47年から令和2年までは実績値、令和3年以降は令和2年5月1日現在の在籍生徒数等からの推定値である。
<高校入学者数> 昭和47年から令和2年までは実績値、令和3年以降は進学率を99.0％に固定し、高校入学者数を算出したものである。

昭和47 27,425人

中学校卒業者数（折れ線グラフ）

高校入学者数（棒グラフ）

平成元 22,833人

令和2 10,679人

令和7 9,824人

平成28 12,092人

0

令和16 7,520
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３ 学区と高等学校の配置に関する地区割 

 

■ 学区と高等学校の配置に関する地区割 

学区 ブロック ブロック内市町村 ブロック内の高等学校（令和２年度） 

盛 岡 盛 岡 

盛 岡 市 

盛岡第一 盛岡第二 盛岡第三 盛岡第四 

盛岡南 杜陵(定･通)  盛岡工業 (全･定)  盛岡商業 

盛岡市立    

岩手 岩手女子 盛岡白百合 江南義塾盛岡 

盛岡誠桜 盛岡大学附属 盛岡スコーレ 盛岡中央 (全･通) 

八幡平市 平舘    

滝 沢 市 盛岡北 盛岡農業   

雫 石 町 雫石    

葛 巻 町 葛巻    

岩 手 町 沼宮内    

紫 波 町 紫波総合    

矢 巾 町 不来方    

岩手中部 岩手中部 

花 巻 市 
花巻北 花巻南 花巻農業 花北青雲 

大迫 花巻東   

北 上 市 黒沢尻北 北上翔南 黒沢尻工業 専修大学北上 

西和賀町 西和賀    

胆 江 胆 江 
奥 州 市 

水沢 水沢農業 水沢工業 水沢商業 

前沢 岩谷堂 杜陵奥州校(定･通) 水沢第一 

金ケ崎町 金ケ崎    

両 磐 両 磐 
一 関 市 

一関第一 (全･定) 一関第二 一関工業 花泉 

大東 千厩 一関学院 (全･通) 一関修紅 

平 泉 町     

気仙･釜石 

気 仙 

大船渡市 大船渡(全･定) 大船渡東   

陸前高田市 高田    

住 田 町 住田    

釜石･遠野 

釜 石 市 釜石(全･定) 釜石商工   

遠 野 市 遠野 遠野緑峰   

大 槌 町 大槌    

宮 古 宮 古 

宮 古 市 宮古 (全 ･定･通) 宮古北 宮古商工 宮古水産 

山 田 町 山田    

岩 泉 町 岩泉    

田野畑村     

久 慈 久 慈 

久 慈 市 久慈 久慈長内校(定) 久慈東  

洋 野 町 種市 大野   

野 田 村 久慈工業    

普 代 村     

二 戸 二 戸 

二 戸 市 福岡(全･定) 福岡工業   

軽 米 町 軽米    

一 戸 町 一戸    

九 戸 村 伊保内    

 県立高校や学科の配置、学級数の調整を行う際の地区割をブロックとして示したものです。

広域生活圏（９圏域）を基本とし、気仙・釜石学区を気仙ブロックと釜石・遠野ブロックに分

割しています。 
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４ 各ブロックの県立高等学校の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【岩手中部ブロック】 

黒沢尻北 

北上翔南

黒沢尻工業 

 

西和賀町 

【二戸ブロック】 

大船渡市 

種  市 

大  野 

紫波総合 

【気仙ブロック】 

【胆江ブロック】 

盛岡市 

【久慈ブロック】 

滝沢市 

久  慈 

久慈長内校 

久 慈 東 

久慈工業 

遠野市 

【宮古ブロック】 

【両磐ブロック】 

盛岡第一・盛岡第二 

盛岡第三・盛岡第四 

盛 岡 南・杜  陵 

盛岡工業・盛岡商業 

釜石･遠野 
【 】 

釜  石 

釜石商工 

遠  野 

遠野緑峰 

大  槌 

大槌町 

久慈市 

一戸町 

花巻市 

野田村 

盛 岡 北・盛岡農業 

雫  石 

岩手中部 

洋野町 平  舘 
軽米町 

二戸 

葛  巻 

宮  古 

宮 古 北 

宮古商工 

宮古水産 

沼 宮 内 

山  田 

不 来 方 
岩  泉 

雫石町 

矢巾町 

住  田 

紫波町 

大 船 渡 

大船渡東 

西 和 賀 

高  田 

岩泉町 

宮古 

花 巻 北 

花 巻 南 

花巻農業

花北青雲

大  迫 

久慈 

金 ケ 崎 

盛岡 

水  沢・水沢農業 

水沢工業・水沢商業 

前  沢・岩 谷 堂 

 杜陵奥州校  一関第一・一関第二 

一関工業・花  泉 

大  東・千  厩 

両磐 

九戸村 

軽  米 

伊 保 内 

一  戸 

北上市 

福  岡・福岡工業 

【盛岡ブロック】 

金ケ崎町 

奥州市 

二戸市 

平泉町 

葛巻町 

釜石市 

岩手町 

八幡平市 

住田町 

一関市 

陸前高田市 

宮古市 

気仙 

山田町 

普代村 

田野畑村 

胆江 
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議案第㸲号    岩手県立特別支援学校整備計画の策定に関し議決を求ࡿࡵこ࡜につい࡚  岩手県立特別支援学校整備計画を別添の࡜おࡾ策定すࡿこ࡜につい࡚ࠊ議決を求ࠋࡿࡵ   令和㸱年㸳月 24日提出 

岩手県教育委員会教育長 佐 藤   博  理由  岩手県立特別支援学校整備計画を別添の࡜おࡾ策定しよう࡜すࡶࡿの࡛あࠋࡿこࢀがࠊ
この議案を提出すࡿ理由࡛あࠋࡿ                            

議 4－1 



                               
議 4－2 



 

  

          
岩手県立特別支援学校整備計画  
Ტ 令和 3年度から令和 10年度までの計画 Უ                     

令和３年５月 日  
岩手県教育委員会  

議 4－3 



 

  

                                     
議 4－4 



 

  

 
मगीप   
本県दमؚ特別支援教育षभ制度的変換ऋ図ैोञ平成 19 年度ऊै平成 22 年度まद

भڰ年間ؚ前計画दあॊَ県立特別支援学校ق盲・聾・養護学校ك再編整備計画ُكप基
तऌ 県ؚ立特別支援学校भ再編・整備を進ीまखञ؛そभ後ु様々ऩ課題प対応घॊञीؚ
新खいَ特別支援学校整備計画ُを策定ख整備を進ीॊこधधखथいまखञऋؚ国भ制度
改革भ৿向を見ॊ必要ऋあढञこधや平成 23年گ月भ東日本大震災津波ऩनऋあढञこ
धपेॉ計画策定を中断खؚそो以降ؚ喫緊भ諸課題पणいथ順次対応खथऌまखञ؛  
こभ間ؚ国पउいथमَؚ障害者भ権利प関घॊ条約ُभ批准َؚ障害を理由धघॊ差

別भ解消भ推進प関घॊ法律 भُ施行ऩन 共ؚ生社会भ実現प向けञ国भ制度改革ऩन様
々ऩ取組ऋ進ीैोथऌまखञ؛障ऋいभ有無पऊऊわैङَؚ 共प学ल 共ؚप育ण教育ُ
भ推進ध共生社会भ実現प向けथؚ学校等पउけॊ基礎的環境整備धधुपؚ教育内容・
方法や支援体制प関घॊ合理的配慮भ充実भञीभ取組ऩन 多ؚ様ऩ教育的ニーズप対応
खञ切ो目भऩい支援体制भ構築ऋまघまघ重要धさोथऌञधこौदघ؛  
県教育委員会दमؚこभेうऩ状況を踏まえَؚいわथ県民計画ُك2028～2019قや

َ岩手県教育振興計画ُध整合性を図ॉणणؚ平成 31 年گ月पَいわथ特別支援教育推
進プランُك2023～2019قを策定खまखञ؛現在ؚ本プランप基तऌؚघसथभ人ऋ互
いを尊重ख 心ؚ豊ऊप主体的प生活घॊこधऋदऌॊ共生社会भ実現を目指ख 関ؚ係機関
भ連携भुधؚ子नु一人ऱधॉभ教育的ニーズप応えऩऋैؚ県民धभ連携・協働पे
ॊَ共प学लؚ共प育ण教育ُभ更ऩॊ推進を図ढथいॊधこौदघ؛まञؚ今般भ特別
支援教育を取ॉ巻ऎ状況भ変化等ऊै 長ؚ期的ऩ視点प立ढञ特別支援学校भ整備ऋ必要
दあॊध捉え こؚोैگणभ計画प特別支援学校भ整備भ策定पणいथ明記ख 昨ؚ年度ऊ
ै進ीथऌまखञ؛  
特別支援学校भ教育環境भ整備मؚ障ऋいभ重度・重複化ؚ多様化等भ৿向を十分踏ま

えणण 障ؚऋいभあॊ児童生徒等भ一人一人भ教育的ニーズप対応खञ指導・支援を考慮
घॊこधや 地ؚ域पउいथ特別支援教育を推進घॊप当ञढथ 特ؚ別支援学校ऋ中核的ऩ
役割を果ञघこधऋदऌॊेうऩ視点をुढञ教育環境तऎॉを基本धघॊこधऋ重要
दあॊध考えまघ؛  
今回策定खञ本計画पउऌまखथम こؚोまदभ取組भ成果を引ऌ継ऍऩऋै 引ؚऌ続

ऌ学校施設等भ環境整備を含ीञ特別ऩ支援を必要धघॊ児童生徒等भ教育環境भ整備
を進ीؚ本県भ特別支援教育体制भ一層भ充実を図ढथいऌञいध考えथउॉまघ؛  
保護者भ方々をमगीؚ関係者ؚ県民भ皆様पउऊोまखथमؚ本計画भ趣旨を御理解

いञटऌؚ取組भ円滑ऩ推進प御協力いञटऌまघेうेौखऎउ願いいञखまघ؛    
岩手県教育委員会  

議 4－5 



 

  

 
－  目 次  －    

Ϩ 計画策定ࡢ趣旨     ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯  
ϩ 計画期間       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯  
Ϫ 県立特別支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計画㸦ᖹ成 19ᖺ度ࡽ࠿ 
ᖹ成 22ᖺ度ࡢ࡛ࡲ計画㸧࡜ᖹ成 23ᖺ度௨降ࡢ取組      ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸰  㸯 県立特別支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計画 
㸦ᖹ成 19ᖺ度ࡽ࠿ᖹ成 22ᖺ度ࡢ࡛ࡲ計画㸧࡟基࡙く取組    ࣭࣭࣭࣭࣭㸰  㸰 ᖹ成 23ᖺ度௨降ࡢ取組     ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸰  

ϫ 本県ࡢ現状࡜課題   ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸱  
㸯 概況       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸱  㸰 全体を通ࡌた現状࡜課題       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸲  (1) 児童生徒等数ࡢ推移       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸳   (2) 児童生徒等ࡢ障ࡀいࡢ状況       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸷  (3) 通学形態࡜寄宿舎ࡢ状況       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭10 (4) 各学校ࡢ教室不足数࡜老朽化       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭12 (5) そࡢ他ࡢ主࡞課題等      ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭13  

Ϭ 県立特別支援学校整備ࡢ方針   ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭14  㸯 基本的考え方        ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭14  㸰 基本方針    ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭15 (1) 各地域ࡢ実情࡟応ࡌた学びࡢ場ࡢ整備       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭15   (2) 関係機関࡜連携ࡋた個別ࡢニ࣮ࢬへࡢ対応   ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭15 (3) 特別支援学校ࢭࡢンタ࣮的機能ࡢ充実      ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭15   
ϭ 特別支援学校整備計画内容   ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭16 
㸯 全体像࡜主࡞整備内容    ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭16 (1) 各地域ࡢ実情࡟応ࡌた学びࡢ場ࡢ整備       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭16   (2) 関係機関࡜連携ࡋた個別ࡢニ࣮ࢬへࡢ対応   ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭17 (3) 特別支援学校ࢭࡢンタ࣮的機能ࡢ充実      ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭17 
㸰 ௧和 11ᖺ度௨降ࡢ整備ࡘ࡟い࡚       ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭18   1) 幼児ࠊ児童ࠊ生徒を総称ࡿࡍ場合ࠕࠊࡣ児童生徒等ࠖ࡜表記2 ࠋࡍࡲࡋ) 県立特別支援学校ࠕࡣ岩手県立ࠖ及びࠕ支援学校ࠖを省略࡚ࡋ表記3 ࠋࡍࡲࡋ) 文章及び表中ࡢ児童生徒数等ࡢ数値ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ特࡟断࡞ࡢࡾい場合ࠊ各ᖺࡢ 5月 1日現 

在ࡢ数値を表ࠋࡍࡲࡋ 
議 4－6 



 

  

       
本┴࡛ࠊࡣᖹ成 19ᖺ度ࡽ࠿ᖹ成 22ᖺ度ࡢ࡛ࡲ㸲ᖺ間ࠊ前計⏬࡛あࠕࡿ┴立特ู支援学校㸦盲࣭聾࣭
養護学校㸧再編整備計⏬ࠖ࠾࡟い࡚ࠕࠊ広大࡞┴土ࠊ自宅通学生ࡢ増加ࠊ障ࡀいࡢ㔜度࣭㔜複࣭多様໬

肢࡜いࡀ知的障ࠕࠖࠋ࡜ࡇࡿࡍ配置࡟適ṇ規模࡛適ṇࢆ特ู支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧ࠊえࡲ踏ࢆ

体不自由࡝࡞複数ࡢ障ࡀい࡟対応࡛ࡿࡁ学校ࡢ設置ࢆ検討ࡢ࡚࡭ࡍࠕࠖࠋ࡜ࡇࡿࡍ特ู支援学校㸦盲࣭

聾࣭養護学校㸧࡟高等部ࢆ設置ࠖࠋ࡜ࡇࡿࡍ等ࢆ主ࡿࡍ࡜内容ࠊࡾࡼ࡟整備ࢆ㐍ࡢࡑ  ࠋࡓࡋࡲࡵ後ࡶ特ู支援学校࡟在籍ࡿࡍ児童生徒数ࡢ増加や障ࡀいࡢ程度ࠊ児童生徒ࡢࢬ࣮ࢽࡢ多様໬࡟対
応ࠊࡵࡓࡿࡍ新࡞ࡓ計⏬ࢆ策定ࠊࡋ引ࡁ⥆ࡁ整備ࡾྲྀ࡟組ࠊࡀࡓࡋࡲࡋ࡜࡜ࡇࡴ国࢖ࡢンク࣮ࣝࣈࢩ教

育ࢸࢫࢩムࢆ㐍ࢆ࡜ࡇࡿࡵ主᪨ࡓࡋ࡜制度改革࡟関ࡿࡍ検討ࡀ始ࠊࡾࡲ特ู支援学校ࡢ長期的࡞姿ࢆ見

通ࡀ࡜ࡇࡍ困㞴࡞状況࡜ࡇࡓࡗ࡞࡜やࠊᖹ成 23 ᖺ㸱᭶࡟東日本大震災津波ࡀあࠊࡾࡼ࡟࡜ࡇࡓࡗḟࡢ
終了ࡢ計⏬期間ࡢ立特ู支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計⏬㸧ࠖ┴ࠕࡿ前計⏬࡛あࠊࡋ࠿ࡋ  ࠋࡓࡋࡲࡁ࡚ࡋい࡚㡰ḟ対応ࡘ࡟諸課題ࡢ喫緊ࠊࡋ࡜࡜ࡇࡿࡍ中断ࢆ策定ࡢࠖ⏬特ู支援学校整備計ࠕ
ࡽ࠿ 10ᖺࡀ経過ࠊࡋ特ู支援教育ࡾྲྀࢆ巻く状況ࡢ変໬ࠊࡾࡼ࡟特ู支援学校ࡢ整備推㐍ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ
ᖹ成ࠊࡋ断ุ࡜ࡿあࡀ必要ࡿࡵ㐍࡟計⏬的ࡽࡀ࡞ࡋ整理ࢆ課題࡜成果ࡢ組ྲྀࡢ࡛ࡲࢀࡇ 31 ᖺ㸱᭶࡟策
定ࠕࡓࡋいわ࡚┴民計⏬㸦2019～2028㸧ࠖࠕࠊ岩手┴教育振興計⏬ࠖࠕࠊいわ࡚特ู支援教育推㐍ࣛࣉ
ン㸦2019～2023㸧ࠖ࠾࡟い࡚ࠊ特ู支援学校ࡢ整備計⏬ࡢ策定ࡘ࡟い࡚明グࡋ㐍࡚ࡵいくࡋࡲࡋ࡜࡜ࡇ
 ࠋࡓ
本計⏬ࠊࡣ現在ࡢ特ู支援学校ࡢ現状࡜┴内各地域ࡢ実情ࢆ見直ࡋ整理ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ特ู支援学

校ࡢあࡁ࡭ࡿ姿ࢆ念頭ࠊ࡟特ู支援学校ࡿࡅ࠾࡟校舎ࡢ狭隘໬や老朽໬ࠊ児童生徒ࡢ障ࡀいࡢ多様໬

等࡟伴う課題ࢆ解決ࠊࡋ児童生徒等ࡀ安全࡟安心࡚ࡋ学ࡼࡿ࡭うࠊ全┴的࡞特ู支援学校ࡢ教育環境

 ࠋࡍ࡛ࡢࡶࡿࡍ策定࡟目標ࢆ࡜ࡇいく࡚ࡋ整備ࢆ
今後ࡣ本計⏬࡟基࡙ࠊࡁ特ู支援学校࡛学ぶ児童生徒等ࡀ地域ࡢ中࡛夢や希望ࡽࡀ࡞ࡕࡶࢆ充実ࡋ

推㐍ࢆ充実ࡢい支援࡞ࡢ目ࢀษࠊࡏ併࡜整備ࡢ教育環境ࡢ特ู支援学校ࠊうࡼࡿࡁ࡛ࡀ教育活動ࡓ

      ࠋࡍࡲࡁい࡛ࢇ組ࡾྲྀ࡟充実ࡢ特ู支援教育体制ࡢ┴本ࠊࡋ
௧和㸱ᖺ度ࡽ࠿௧和 10ᖺ度ࡢ࡛ࡲ㸶ᖺ間ࠋ             

Ϩ 計画策定ࡢ趣旨 
ϩ 計画期間 

議 4－7 



 

  

   
㸯 県立特別支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計画㸦ᖹ成 19ᖺ度ࡽ࠿ᖹ成 22ᖺ度 
基࡙く取組   ○ᖹ成࡟計画㸧ࡢ࡛ࡲ 19ᖺ㸲᭶ࠕ࡟┴立特ู支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計⏬㸦ᖹ成 19ᖺ度ࡽ࠿ᖹ成 22
ᖺ度ࡢ࡛ࡲ計⏬㸧ࠖࢆ策定ࠊࡋ௨ୗࡢ方㔪ࡾࡼ࡟特ู支援学校ࡢ整備推㐍ࡾྲྀ࡟組ࠋࡓࡋࡲࡳ          ○主ྲྀ࡞組ࠊࡣ௨ୗࠋࡍ࡛ࡾ࠾࡜ࡢ        

㸰 ᖹ成 23ᖺ度௨降ࡢ取組  
○ᖹ成 21ᖺ 12᭶策定ࠕࡢいわ࡚特ู支援教育推㐍ࣛࣉンࠖ࡟基࡙ࠊࡁᖹ成 22ᖺ度内࡟ḟ期ࠕ特ู支
援学校整備計⏬ ᖹ成ࠊࡀࡓࡋࡲࡋ࡜࡜ࡇࡿࡍ策定ࠖࢆ 23ᖺ㸱᭶ࡢ東日本大震災津波発災ࠊࡾࡼ࡟策
定ࢆ中断ࡢࡑࠊࡋ後ࡣ特ู支援学校ࡢ整備࡟ಀࡿ計⏬ࡢ策定ࡣ行わࠊࡎᖹ成 19ᖺ㸲᭶策定ࠕࡢ┴立特
ู支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計⏬ࠖࡢ方向性ࢆ踏ࡲえࠊ必要性ࡢ高いࡽ࠿ࡢࡶ㡰ḟ㐍ࡵ

  ࠋࡓࡋࡲࡁ࡚
○主ྲྀ࡞組ࠊࡣ௨ୗࠋࡍ࡛ࡾ࠾࡜ࡢ      

 ศ教室設置等㸧ࠊい対応再編ࡀい࣭複数障ࡀ就学ཷ入㸦༢一障ࡢ࡬学校ࡢ地域࡞身近ࡅࡔࡿࡁ࡛ ڼ
 整備等㸧ࡢ学級数ࠊ整備ࡢ整備㸦教育課程ࡢ教育ࡢ義ົ教育段階 ڼ
 整備㸦高等部設置等㸧ࡢ教育ࡢ高等部段階 ڼ
 対応㸦特ู学級設置等㸧ࡢ࡬多様໬ࠊ㔜度࣭㔜複໬ࡢいࡀ障ࡢ児童生徒等 ڼ
 寄宿舎維持等㸧ࠊᣑ大ࢫ対応㸦通学バࡢ࡬ࢬ࣮ࢽ通学形態࣭通学 ڼ
 推㐍㸧ࡢ推㐍㸦交流࣭共ྠ学習ࡢ学ぶ教育࡟共 ڼ
 専門性向ୖ等㸧ࠊ確保ࡢ機能充実㸦担当教員ࡢ࡚ࡋ࡜ンタ࣮ࢭ特ู支援教育 ڼ
 基࡙く設計等㸧࡟ン࢖ࢨࢹࣝࢧバ࣮ࢽユࠊ௚㸦学校給食ᑟ入検討ࡢࡑ ڼ
開設㸸中学部ࡢ支援学校஧戸ศ教室中学部࣭高等部ࡅࡓࡳ盛岡 ڽ H25 高等部 H28 
 増築㸸H26ࡢ花巻清風支援学校特ู教室棟 ڽ
 開設㸸H29ࡢศ教室ᑠ学部࣭中学部ࡳ࡞ࡳ花巻清風支援学校໭ୖ ڽ
 新築移転㸸H29ࡢ支援学校ࢇ࡞࡜伴う盛岡࡟ンタ࣮移転ࢭ療育 ڽ
 増築㸸H30ࡢ前沢明峰支援学校特ู教室棟 ڽ
 開校㸸H31ࡢ支援学校ࡋࡀࡦ新設校設置㸸盛岡ࡓࡋ活用ࢆ校舎㸧ࡁ支援学校跡地㸦空ࢇ࡞࡜盛岡 ڽ
 設計等㸸H30ࡢ校舎等ࡓࡅ向࡟㔩石祥雲支援学校移転新築 ڽ
  整備㸸R1ࡢコン࢔エ ڽ

Ϫ 県立特別支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計画㸦ᖹ成 19 ᖺ度
ᖹ成ࡽ࠿ 22ᖺ度ࡢ࡛ࡲ計画㸧࡜ᖹ成 23ᖺ度௨降ࡢ取組 
      統合㸧㸸H20ࡢ一関養護学校࡜一関清明支援学校開校㸦一関聾学校 ڽ
   統合㸧㸸H21ࡢ青山養護学校࡜盛岡青松支援学校開校㸦松園養護学校 ڽ
                 支援学校高等部設置㸸H21ࡅࡓࡳ盛岡 ڽ
 盛岡峰༡高等支援学校新学科設置㸸H21 ڽ
 花巻清風支援学校遠㔝ศ教室設置㸸H19 ڽ
  一関清明支援学校千厩ศ教室設置㸸H19 ڽ
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㸯 概況   ○┴内ࡣ࡟ 17校ࡢ特ู支援学校㸦┴立 15本ศ校ࠊ国立㸯校ࠊ私立㸯校㸧ࡀ設置࡚ࢀࡉいࠋࡍࡲ 
○௧和㸰ᖺ度ࡢ児童生徒等ࡢ総数1,584ྡࠊࡣ㸦うࡕ┴立特ู支援学校 1,474ྡ㸧࡚ࡗ࡞࡜いࠋࡍࡲ                                     㸦[表-㸯]㸧  [表-㸯]各学校ࡢ設置部ࠊ在籍者数等ࡢ状況㸦௧和㸰ᖺ㸧                  㸦༢位㸸人㸧 
№ 学 校 ྡ 障ࡀいࡢ種類 在籍数 寄

宿
舎 訪
問
教
育 幼稚部 ᑠ学部 中学部 高等部 専攻科 合計 1 盛岡視覚 視覚障ࡀい 0 7 7 6 9 29 ○  2 盛岡聴覚 聴覚障ࡀい 6 11 17 13 0 47 ○  3 盛岡ࢇ࡞࡜ 肢体不自由 

病弱 － 73 34 31 － 138 ○ ○ 4 盛岡青松 病弱 － 5 19 31 － 55  ○ 5 盛岡峰༡高等 知的障ࡀい － － － 102 － 102 ○  6  盛岡ࡅࡓࡳ 知的障ࡀい － 69 36 65 － 170  ○ 
஧戸ศ教室 知的障ࡀい         

肢体不自由 － 20 15 9 － 44   7 奥中山校 知的障ࡀい         
肢体不自由 － 14 7 － － 21  ○ 8 盛岡ࡋࡀࡦ 知的障ࡀい － 46 16 30 － 92  ○ 9  花巻清風 知的障ࡀい         
肢体不自由 － 42 42 78 － 162 ○ ○ 

遠㔝ศ教室 知的障ࡀい         
肢体不自由 － 10 7 － － 17   

໭ୖࡳ࡞ࡳศ教室 知的障ࡀい         
肢体不自由 － 8 3 － － 11   10 前沢明峰 知的障ࡀい         
肢体不自由 － 31 34 68 － 133 ○ ○ 11 一関清明       聴覚障ࡀい 病弱      
肢体不自由 知的障ࡀい  4 40 32 72 － 148  ○ 

千厩ศ教室 知的障ࡀい 
病弱  － 14 8 － － 22  ○ 12 気仙ග陵 知的障ࡀい         
肢体不自由 － 19 7 39 － 65 ○ ○ 13 㔩石祥雲 病弱            
肢体不自由 知的障ࡀい － 21 13 35 － 69  ○ 14 宮ྂ恵風 知的障ࡀい         
肢体不自由 － 15 22 36 － 73  ○ 15 久慈拓陽 知的障ࡀい         
肢体不自由 － 29 12 35 － 76 ○ ○ 

┴立ᑠ計 10 474 331 650 9 1,474   16 (国立) 
岩手大学教育学部附属 
特ู支援学校㸦盛岡市㸧 知的障ࡀい － 16 16 23 － 55   17 (私立) 
学校法人カࢼン学園 
୕愛学舎㸦一戸⏫㸧 知的障ࡀい － － － 29 26 55                  総 計 10 490 347 702 35 1,584                              ※ ࠊࡣࠖ－ࠕ当該ࡢ部࣭科ࡀ設置さ࡚ࢀい࡞いこ࡜を表ࠋࡍ                           ※ 訪問教育ࡣ病院訪問を含ࠋࡴ 

ϫ 本県ࡢ現状࡜課題 
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○出身地ࡀ┴内ࡢ児童生徒等ࡣ 1,569人࡛あࠊࡾ┴外ࡢ児童生徒等ࡣ 15人࡚ࡗ࡞࡜いࠋࡍࡲ 
○職業学科ࢆ設置࡚ࡋいࡿ盛岡峰༡高等ࡣ࡟┴内全地༊ࡽ࠿生徒ࡀ入学࡚ࡋいࠋࡍࡲ                               㸦[表-㸰]㸧  [表-㸰]各学校࡟就学࡚ࡋいࡿ児童生徒等ࡢ出身地ࡢ状況㸦௧和㸰ᖺ㸧           㸦༢位㸸人㸧 
学校ྡ  

地༊ྡ 盛
岡
聴
覚 盛

岡
視
覚 盛

岡
࡜
࡞
盛 ࢇ

岡
青
松 盛

岡
峰
༡
高
等 盛

岡
ࡳ
ࡓ
盛 ࡅ

岡
ࡦ
ࡀ
岩 ࡋ

大
教
育
学
部 附属特ู支援 花
巻
清
風 花

巻
清
風 ໭ୖศ教

室 花
巻
清
風 ໭ୖ࡞ࡳ

ࡳ
ศ
教
室 花

巻
清
風 遠㔝ศ教

室 前
沢
明
峰 一

関
清
明 一

関
清
明 あࢁ࡞ࡍ

ศ
教
室 一

関
清
明 千厩ศ教

室 気
仙
ග
陵 㔩

石
祥
雲 宮

ྂ
恵
風 久

慈
拓
陽 盛

岡
ࡳ
ࡓ
୕ 奥中山校 ࡅ
愛
学
舎 盛

岡
ࡳ
ࡓ
 ஧戸ศ教室 合 ࡅ

計 地域内ࡢ
学校࡟就
学࡚ࡋい
児童生ࡿ
徒等ࡢ割
合 

盛岡 21 24 109 38 40 165 87 55 8    4  1     1 9 36 2 600 89.8% 
岩手中部 2 14 14 11 15 3 1  149 1 10 17 7  2  2 3      251 70.5% 
胆江  3 4 2 16    1  1  109 2 3         141 77.3% 
両磐 1  3 2 7        12 128 2 22 2       179 84.9% 
気仙  1 1  1    1      2  57 3      66 86.4% 
㔩石     2 1         1  4 61 1     70 87.1% 
宮ྂ  1 2 1 9 1 1  2      1   2 72 3  1  96 75.0% 
久慈 2   1 2               68    73 93.2% 
஧戸 1 2 3  10  2             3 12 18 42 93 77.4% 
┴外 2 2 2    1      1  6     1    15  
計 29 47 138 55 102 170 92 55 161 1 11 17 133 130 18 22 65 69 73 76 21 55 44 1,584   
㸰 全体を通ࡌた現状࡜課題 
㸦㸯㸧児童生徒等数ࡢ推移 
ア 特別支援学校全体    本┴ࡿࡅ࠾࡟┴立特ู支援学校在籍児童生徒等数ࠊࡣᖹ成 28ᖺ度ࡽ࠿若ᖸ減少傾向࡟あ 
ࡢࡇࠊい࡚ࡘ࡟推移ࡢ㸦[表-㸱]㸧        学校ูࠋࡍࡲࡾ 10ᖺ間࡛ 15人௨ୖࡢ増減ࡀあࡓࡗ学校ࡣ௨ୗ࡛ࡾ࠾࡜ࡢ 
 㸦[表-㸲]㸧ࠋࡍ
࣭15人௨ୖࡢ減少㸸盛岡視覚㸦15人㸧ࠊ盛岡青松㸦57人㸧ࠊ盛岡峰༡高等㸦34人㸸普通 

科ࡢ廃Ṇࡢࡶࡿࡼ࡟㸧ࠊ前沢明峰㸦54人㸧ࠊ気仙ග陵㸦45人㸧 
࣭15人௨ୖࡢ増加㸸盛岡ࢇ࡞࡜㸦28人㸧ࠊ盛岡ࡅࡓࡳ㸦15人㸸高等部設置ࡢࡶࡿࡼ࡟㸧ࠊ 

盛岡ࡅࡓࡳ஧戸ศ教室㸦38人㸸中学部࣭高等部ࡢ㡰ḟ開室ࡶࡿࡼ࡟ 
  ࠋࡍࡲࢀࡽ見ࡀ傾向ࡿࡍ増加ࡀい࡚児童生徒࠾࡟対象校ࠊࡣ㸧              ࣭新築移転や新設校設置後ࡢࡶࡿࡼ࡟ᣑ大ࡢい種ࡀ障ࡿࡍ一関清明㸦53人㸸対応ࠊ㸧ࡢ

※ᑠ中学校等࡟設置࡚ࢀࡉいࡿศ教室              ࡛ࡲࢀࡇ岩手中部地༊ࠊ両磐地༊ࠊ஧戸地༊࠾࡟い࡚ࠊᑠ中学校等内࡟特ู支援学校ࡢ 
ศ教室ࢆ設置ࠊࡋ身近࡞地域ࡿࡅ࠾࡟学ࡢࡧ場ࡢ࡚ࡋ࡜環境ࢆ整備ࠊࡽࡀ࡞ࡋ児童生徒ࡢ 
教育活動ࡢ充実࡟努ࠋࡓࡋࡲࡁ࡚ࡵ 
近ᖺࠊ開室当初ࡢࡽ࠿児童生徒ࡢ増加や教室ࢆ提供࡚ࡋいࡿᑠ中学校等ࡢ状況ࡢ変໬㸦児       童生徒数ࡢ増加等㸧等ࠊࡾࡼ࡟狭隘໬ࡢ࡬対応等ࢆ含ࠊࡵ様々࡞教育環境ࡢ整備ࡀ必要࡜ 
     ࠋࡍࡲࢀࡽ見ࡀ状況ࡿ࡞
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[表-㸱] 特別支援学校ࡢ在籍者数ࡢ推移                      㸦༢位㸸人㸧 
ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 
┴立 1,451 1,584 1,554 1,553 1,521 1,474 

国立࣭私立 128 123 125 120 117 110 
全体㸦┴立࣭国立࣭私立㸧 1,579 1,707 1,669 1,673 1,638 1,584  [表-㸲] 県立特別支援学校別在籍者数ࡢ推移                  㸦༢位㸸人㸧 

地༊ 学校ྡ H22 H28 H29 H30 R1 R2 
盛岡 盛岡視覚 44 35 34 30 27 29 

盛岡聴覚 57 55 53 47 49 47 
盛岡138 124 124 114 121 110 ࢇ࡞࡜ 
盛岡青松 112 91 90 93 64 55 
盛岡峰༡高等 136 107 110 106 108 102 
盛岡ࡅࡓࡳ㸦本校㸧 155 215 211 232 189 170 
盛岡92 61 － － － － ࡋࡀࡦ 

岩手中部 花巻清風㸦本校㸧 171 219 208 192 183 162 
໭ୖࡳ࡞ࡳศ教室 － － 5 10 12 11 
遠㔝ศ教室 7 12 12 12 15 17 

胆江 前沢明峰 187 166 161 153 153 133 
両磐 一関清明㸦本校㸧 97 176 169 176 165 148 

千厩ศ教室 17 21 18 16 17 22 
気仙 気仙ග陵 110 89 78 73 69 65 
㔩石 㔩石祥雲 74 58 56 60 65 69 
宮ྂ 宮ྂ恵風 81 70 73 75 75 73 
久慈 久慈拓陽 68 88 82 84 80 76 
஧戸 盛岡ࡅࡓࡳ奥中山校 19 20 22 21 22 21 

盛岡ࡅࡓࡳ஧戸ศ教室 6 41 48 49 43 44 
合計 1,451 1,584 1,544 1,553 1,521 1,474    

イ 学部別㸦幼稚部ࠊ専攻科ࡣ除く㸧  
࠙小学部ࠚ 

ᑠ学部ࡢ在籍者数ࡣ増加傾向࡟あ10ࠊࡾᖺ前㸦H22㸧࡜比࡚࡭約 60人増加ࠊࡾ࠾࡚ࡋ一学ᖺ
 ࡜ࡇࡿあ࡟い状況࡞ࡽ変わࡰ࡯ࡣ就学率ࡢ児童数ࠊࡢࡢࡶࡿ考え࡜く⥆ࡀ少子໬傾向ࠊ㸦[表-㸳]㸧      今後ࠋࡍࡲࡾあ࡟増加傾向ࡶᖹ均人数ࡢ
やࠊ各校ࡿࡅ࠾࡟児童ࡢ障ࡀいࡢ多様໬ࡀ見ࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿࢀࡽ教育活動ࡢ充実࡜いう観点࠾࡟ 
い࡚必要࡞教育環境ࡢ整備ࢆ㐍ࡿࡵ必要ࡀあ࡜ࡿ考えࠋࡍࡲ㸦[表-㸴]㸧      [表-㸳] 特別支援学校ࡢ小学部在籍者数                              㸦༢位㸸人㸧 

ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 
ᑠ学部段階 428 453 462 483 481 490 
一学ᖺࡢᖹ均人数 71 76 77 81 80 82  
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[表-㸴] 各地༊ࡢ小学部児童数(※㸯)推移ࡢ見込ࡳ㸦他県出身者を含࡞ࡲい㸧     㸦༢位㸸人㸧 
ᖺ度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
盛岡 153 182 190 202 209 216 201 196 193 190 186 182 179 176 
岩手中部 65 62 60 60 63 70 48 47 45 44 43 42 41 39 
胆江 45 37 36 40 41 34 36 35 35 33 33 32 31 30 
両磐 56 51 54 57 53 54 48 46 44 43 41 39 38 36 
気仙 36 14 14 15 15 20 13 13 13 13 12 12 12 12 
㔩石 18 18 15 19 18 21 16 16 16 15 15 15 15 15 
宮ྂ 24 25 24 22 20 15 22 22 21 21 21 20 20 20 
久慈 18 23 23 27 26 28 23 22 21 20 19 19 18 18 
஧戸 9 35 38 32 30 29 31 30 29 28 26 26 25 24 
全┴ 424 447 454 474 475 487 437 426 417 407 396 386 377 369 

特ู支援学校 
就学率 ※㸰  0.7 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 
※㸯 児童数…௧和元ᖺ度ࡢ岩手┴人ཱྀ移動報告ᖺ報ࢆ基࡟算定ࡓࡋ地༊ࡢ࡜ࡈ各学部ࡿࡅ࠾࡟全児童数ࠊ࡟ 

地༊ࡢ࡜ࡈ特ู支援学校就学率ࢆ乗ࡢࡶࡓࡌ㸦中学部࣭高等部ࡢ場合ྠࡶ様㸧 
※㸰 特別支援学校就学率…過去㸲ᖺ間ࡢ就学率ࡢ変໬ࢆ基ࠊ࡟将来ࡢ各ᖺ度ࡿࡅ࠾࡟特ู支援学校ࡢ࡬就学

率ࢆ推計ࡢࡶࡓࡋ㸦中学部࣭高等部ࡢ場合ྠࡶ様㸧  
࠙中学部ࠚ 
中学部ࡢ在籍者数ࠊࡣᖹ成 28ᖺ度ࡽ࠿減少傾向࡟あ10ࠊࡾᖺ前㸦H22㸧࡜比࡚࡭ 15人減少 
 ࠋࡍࡲい࡚ࡗ࡞࡜多い人数ࡶࡾࡼᑠ学部ࠊࡣい࡚ࡘ࡟ᖹ均人数ࡢ一学ᖺࠊࡋ࠿ࡋࠋࡍࡲい࡚ࡋ

㸦[表-㸵]㸧 
今後ࡘ࡟い࡚ࠊࡣᑠ学部ྠ࡜様࡟少子໬傾向ࡀ⥆く࡜考えࠊࡢࡢࡶࡿ児童数ࡢ就学率ࡰ࡯ࡣ 
変わ࡞ࡽい状況࡟あ࡜ࡇࡿやࠊ各校ࡿࡅ࠾࡟児童ࡢ障ࡀいࡢ多様໬ࡀ見ࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿࢀࡽ教育 
活動ࡢ充実࡜いう観点࠾࡟い࡚必要࡞教育環境ࡢ整備ࢆ㐍ࡿࡵ必要ࡀあ࡜ࡿ考えࠋࡍࡲ 

㸦[表-㸶]㸧  [表-㸵] 特別支援学校ࡢ中学部在籍者数                               㸦༢位㸸人㸧 
ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 

中学部段階 362 394 343 345 330 347 
一学ᖺࡢᖹ均人数 120 131 114 115 110 116  [表-㸶] 各地༊ࡢ中学部生徒数推移ࡢ見込ࡳ㸦他県出身者を含࡞ࡲい㸧         㸦༢位㸸人㸧 
ᖺ度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
盛岡 124 126 107 111 108 117 107 107 105 104 102 99 97 94 
岩手中部 58 78 69 69 65 70 55 55 60 59 57 48 47 46 
胆江 45 38 36 38 41 31 36 36 35 35 34 33 31 31 
両磐 38 52 41 34 36 43 37 35 35 33 32 31 30 29 
気仙 20 26 23 20 8 7 16 15 15 15 15 14 14 14 
㔩石 21 19 18 14 16 12 15 15 14 14 14 14 14 14 
宮ྂ 24 23 24 24 21 24 21 21 20 19 19 19 19 18 
久慈 16 14 12 17 14 14 14 14 13 13 13 12 12 12 
஧戸 10 11 9 13 18 23 12 11 10 10 11 11 10 9 
全┴ 356 387 339 340 327 341 313 309 310 303 296 283 274 266 

特ู支援学校 
就学率 ※㸰  1.1 1.0 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 
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  ࠙高等部ࠚ 
高等部ࡢ在籍者数ࡇࡇࠊࡣ数ᖺ横ࡤい状態࡟あࠊࡀࡓࡋࡲࡾ௧和㸰ᖺ度࡟前ᖺ度ࡽ࠿ 80人௨ୖ 
ࡶ࡚࡭比࡜10ᖺ前㸦H22㸧ࠊࡾあࡀ減少ࡢ 30人程度ࡢ減少ࠋࡓࡋࡲࡾ࡞࡜一学ᖺࡢᖹ均人数ࡘ࡟
い࡚ࠊࡣ減少傾向࡟あࠊࡢࡢࡶࡿ中学部ࡢ㸰倍௨ୖࡢ人数࡚ࡗ࡞࡜いࠋࡍࡲ㸦[表-㸷]㸧     高等部ࡢ࡬入学者数ࠊࡣᖹ成 30ᖺ度ࢆ境࡟特ู支援学校中学部ࠊࡾࡼࡽ࠿中学校特ู支援学級    等ࡢࡽ࠿入学者ࡀ多く࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ㸦[表-10]㸧      ᑠ࣭中学部ྠ࡜様ࠊ࡟少子໬傾向ࡀ⥆く࡜考えࠊࡢࡢࡶࡿ就学率ࡰ࡯ࡣ変わ࡞ࡽい状況࡟あࡿ 
 教育ࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿࢀࡽ見ࡀ多様໬ࡢいࡀ障࡝࡞ࡿ増えࡀいࡀ㔜複障ࡢ生徒ࡿࡅ࠾࡟各校ࠊや࡜ࡇ
活動ࡢ充実࡜いう観点ࡽ࠿教育環境ࡢ整備ࢆ㐍ࡿࡵ必要ࡀあ࡜ࡿ考えࠋࡍࡲ㸦[表-11]㸧  高等部卒業後ࡢ㐍路状況ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ㸱割前後ࡢ生徒ࡀ一般就労ࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞࡜盛岡峰༡高等 
 㸦[表-12] [表-13]㸧ࠋࡍࡲい࡚ࡋࢆ一般就労ࡀ生徒ࡢ㸳～㸵割前後ࠊࡣい࡚࠾࡟
近ᖺࡣ特ู支援学校ࡢ生徒ࡀ一般就労࡚ࡋいࡓ職種࡟外国人ࡢ㞠用や AI 等ࡢᑟ入検討ࠊ࡝࡞
就労状況ࡢ変໬࡚ࡁ࡚ࢀࡽࡳࡀいࠊࡵࡓࡿ今後ࠊ社会ࡢ変໬࡟対応ࡢࡽ࠿ࢀࡇࠊࡋ時௦ࡢ働ࡁ方

盛岡ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡿ図ࢆ整備࣭ࡋ見直ࡢ職業教育ࡿࡅ࠾࡟う高等部ࡼࡿ࡞࡟組ྲྀࡓ見据えࢆ

峰༡高等ࡘ࡟い࡚ࠊࡣᖹ成 21ᖺ度࡟職業学科ࡀ現在ࡢ㸲学科㸦生活科学科ࠊ農産技術科ࠊ加工生
産科ࠊ流通࣭࣮ࢧビࢫ科㸧࡟࡛ࡍࠊࡾ࡞࡟ 10ᖺ௨ୖ経過࡚ࡋいࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ学科ࡢ在ࡾ方ࡶ踏ࡲ
えࡓ職業教育ࡢ見直࣭ࡋ整備ࢆ図ࡿ必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ        特ู支援学校中学部࡜中学校特ู支援学級ࡢ多くࡢ生徒ࡀ特ู支援学校高等部等ࢆ経࡚社会࡟
出࡚いくࢆ࡜ࡇ考えࠊ引ࡁ⥆ࡁ卒業後ࡢ自立や社会参加ಁ㐍࡟ࡵࡓࡢ必要࡞教育環境や活動ࡢ充

実ࢆ図ࡿ必要ࡀあࠊࡓࡲ       ࠋࡍࡲࡾᖹ成 30ᖺ度ࡽ࠿高等学校ࡿࡅ࠾࡟通級ࡿࡼ࡟指ᑟࡶ開始ࡶ࡜ࡇࡓࡋあ࡛ࡲࢀࡇࠊࡾ௨ୖ
考࡜必要ࡀ組ྲྀࡓࡅ向࡟充実ࡢ方や特ู支援学校高等部ࡾ在ࡢ特ู支援教育ࡿࡅ࠾࡟高等学校࡟

えࠋࡍࡲ     [表-㸷] 特別支援学校高等部ࡢ在籍者数㸦高等部専攻科除く㸧          㸦༢位㸸人㸸㸧 
ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 
高等部段階 731 810 818 806 789 702 

一学ᖺࡢᖹ均人数 244 270 273 269 263 234   [表-10] 特別支援学校中学部࣭中学校特別支援学級等ࡢࡽ࠿特別支援学校高等部へࡢ入学状況          
㸦༢位㸸人㸧 

入学ᖺ度 H28 H29 H30 R1 
特ู支援学校中学部ࡢࡽ࠿入学者 139 122 110 94 
中学校特ู支援学級等ࡢࡽ࠿入学者 135 101 122 103          
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[表-11] 各地༊ࡢ高等部生徒数推移ࡢ見込ࡳ㸦他県出身者を含࡞ࡲい㸧               㸦༢位㸸人㸧 
ᖺ度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
盛岡 223 240 258 268 260 240 238 231 231 226 227 222 220 215 
岩手中部 112 149 156 141 133 110 132 129 111 110 109 121 118 113 
胆江 78 95 91 70 85 74 78 76 73 73 72 71 70 67 
両磐 94 104 101 108 92 80 95 93 89 89 86 86 81 78 
気仙 51 47 37 38 47 39 36 35 32 31 29 30 29 29 
㔩石 35 24 30 33 36 37 26 25 24 24 24 23 23 23 
宮ྂ 64 51 53 55 58 57 42 39 38 38 38 37 35 35 
久慈 40 42 34 32 36 31 29 27 28 27 28 27 27 25 
஧戸 22 43 49 52 35 30 38 37 37 36 32 31 30 33 
全┴ 719 795 809 797 782 698 713 691 663 655 646 647 632 619 

特ู支援学校 
就学率 ※㸰  2.1 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2   [表-12] 県立特別支援学校高等部卒業生ࡢ進路状況ࡘ࡟い࡚                     㸦༢位㸸人࣭％㸧 

ᖺ度 H28 H29 H30 R1 
卒業生数㸦人㸧 260 232 244 267 
一般就労㸦人㸧 62 81 69 84 
割合㸦％㸧 23.8 34.9 28.3 31.5 
㐍学㸦人㸧 2 4 6 4 
割合㸦％㸧 0.8 1.7 2.5 1.5 

福祉的就労㸦人㸧 159 117 136 153 
割合㸦％㸧 61.2 50.4 55.7 57.3 
入院࣭在宅࣭ 
施設入所㸦人㸧 37 30 33 26 
割合㸦％㸧 14.2 12.9 13.5 9.7   [表-13] 盛岡峰南高等卒業生ࡢ進路状況ࡘ࡟い࡚                       㸦༢位㸸人࣭％㸧 
ᖺ度 H28 H29 H30 R1 

盛岡峰༡高等 
一般就労実績㸦人㸧 23 27 18 27 
盛岡峰༡高等࡟ 
          割合㸦％㸧 63.9 73.0 54.5 69.2ࡿࡅ࠾
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㸦㸰㸧 児童生徒等ࡢ障ࡀいࡢ状況 
┴立特ู支援学校ࡢ障ࡀい種ู児童生徒等数ࡢ推移ࡘ࡟い࡚10ࠊࡣᖺ前㸦H22㸧࡜比࡚࡭視覚     障ࡀい領域ࠊ聴覚障ࡀい領域ࠊ病弱領域ࡀ減少ࠊࡾ࠾࡚ࡋ知的障ࡀい領域ࠊ肢体不自由領域ࡀ増 

加࡚ࡋいࠋࡍࡲ㸦[表-14]㸧 
ᑠ࣭中学部ࡢ㔜複障ࡀい学級在籍者数࡜在籍割合ࡇࡇࠊࡣ数ᖺࡣ横ࡤい状態࡟あࠋࡍࡲࡾᑠ࣭

中学部ࡢ㔜複障ࡀい学級数࡜設置割合ྠࡶ様ࡢ状況࡚ࡗ࡞࡜いࠋࡍࡲ㸦[表-15] [表-16]㸧 
高等部ࡢ㔜複障ࡀい学級在籍者数࡜在籍割合ࡇࡇࠊࡣ数ᖺࡣ増加࣭ୖ昇࡚ࡋいࠋࡍࡲ高等部ࡢ 

㔜複障ࡀい学級数࡜設置割合ࡇࡇࡣ数ᖺ横ࡤい状態࡟あࠋࡍࡲࡾ㸦[表-15] [表-16]㸧 
訪問教育ࡢ児童生徒数ࠊࡣᑠ࣭中学部࡟ࡶ࡜特段ࡢ傾向࡞ࢀࡽࡳࡣい状況࡛ࠊࡀࡍ高等部ࡘ࡟ 

い࡚ࠊࡣᖹ成 28ᖺ度࡛ࡲ増加ࡢࡑࠊࡋ後ࡣ減少傾向࡟あࠊࡾ௧和㸰ᖺ度࠾࡟い࡚ࠊࡣ生徒数࣭ 
在籍割合࡟ࡶ࡜ 10ᖺ前㸦H22㸧ࡢ半数࡚ࡗ࡞࡜いࠋࡍࡲ㸦[表-17]㸧 
་療的ケࢆ࢔必要ࡿࡍ࡜児童生徒数ࠊ་ケ࢔割合ࡣ横ࡤい状態࡟あࠊࡀࡍࡲࡾ་療的ケࡢ࢔内 

容ࡘ࡟い࡚ࠊࡣᖺ々多様໬࣭ 高度໬࡚ࡋいࡿ状況࡟あࠋࡍࡲࡾ௧和㸰ᖺ度ࡢ་療的ケ࢔実施校ࠊࡣ 
㸷校࡚ࡗ࡞࡜いࠋࡍࡲ㸦[表-18]㸧   今後ࡢ特ู支援学校㔜複障ࡀい学級࠾࡟い࡚ࠊࡣ㔜度࣭㔜複໬࡟加えࠊ多様໬や་療的ケࡢ࢔ 
高度໬ࡀ考えࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿࢀࡽ様々࡞状況࡟柔軟࡟対応࡛ࡿࡁ体制ࡢ構築ࡀ必要࡜考えࠋࡍࡲ  [表-14] 県立特別支援学校障ࡀい種別㸦主ࡿࡍ࡜もࡢ㸧児童生徒等数ࡢ推移         㸦༢位㸸人㸧 
ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 

視覚障ࡀい領域 44 35 34 30 27 29 
聴覚障ࡀい領域 63 67 65 59 61 59 
知的障ࡀい領域 972 1,197 1,171 1,176 1,174 1,123 
肢体不自由領域 110 121 114 124 124 138 
病弱領域 262 164 160 164 135 125 
合計 1,451 1,584 1,544 1,553 1,521 1,474  [表-15] 県立特別支援学校重複障ࡀい学級ࡢ児童生徒数ࡢ推移               㸦༢位㸸人࣭％㸧 

ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 
ᑠ࣭中学部㔜複障ࡀい学級在籍者 341 282 267 265 266 267 

在籍割合(※) 45.2 34.7 34.7 33.4 34.2 33.2 
高等部㔜複障ࡀい学級在籍数 117 138 137 158 152 143 

在籍割合(※) 17.6 18.4 18.2 21.2 20.9 22.0 
※在籍割合…ᑠ࣭中学部在籍者総数ࠊ高等部本科在籍者総数࡟占ࡢࢀࡒࢀࡑࠊࡿࡵ特ู学級ࡢ在籍者ࡢ割合  [表-16] 県立特別支援学校ࡢ重複障ࡀい学級設置数ࡢ推移                    㸦༢位㸸％㸧 

ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 
ᑠ࣭中学部㔜複障ࡀい学級ࡢ数 130 111 106 104 108 111 

設置割合(※) 46.9 41.4 42.2 39.8 41.5 41.6 
高等部㔜複障ࡀい学級ࡢ数 38 47 48 53 53 48 

設置割合(※) 35.5 33.6 33.6 35.8 36.3 35.0 
※設置割合………ᑠ࣭中学部学級総数ࠊ高等部本科学級総数࡟占ࡢࢀࡒࢀࡑࠊࡿࡵ特ู学級ࡢ学級数ࡢ割合    
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[表-17] 県立特別支援学校訪問教育ࡢ児童生徒数ࡢ推移               㸦༢位㸸人࣭％㸧 
ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 

ᑠ࣭中学部訪問教育児童生徒数 19 17 14 22 20 19 
在籍割合(※) 2.5 2.1 1.8 2.8 2.6 2.4 

高等部訪問教育生徒数 8 14 12 13 6 4 
在籍割合(※) 1.2 1.9 1.6 1.8 0.8 0.6 

※在籍割合…ᑠ࣭中学部在籍者総数ࠊ高等部本科在籍者総数࡟占ࡢࢀࡒࢀࡑࠊࡿࡵ訪問教育児童生徒数ࡢ割合  [表-18] 県立特別支援学校ࡢ་療的ケアを必要ࡿࡍ࡜児童生徒等数㸦通学生㸧ࡢ推移 㸦༢位㸸人࣭％㸧 
ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 

་療的ケࢆ࢔必要ࡿࡍ࡜児童生徒数 39 42 44 41 40 42 
་ケ࢔割合(※) 2.7 2.7 2.8 2.6 2.6 2.8 

※་ケア割合…在籍者総数࡟占ࡿࡵ་療的ケࢆ࢔必要ࡿࡍ࡜児童生徒数ࡢ割合   
㸦㸱㸧通学形態࡜寄宿舎ࡢ状況  
࠙通学形態ࠚ 

特ู支援学校ࡢ通学ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ保護者送迎ࠊ通学バࡢࢫ利用ࠊ公共交通機関等ࢆ利用ࡢ࡚ࡋ

自力通学ࠊ࠿࡯ࡢ近ᖺࠊࡣ放課後等࣮ࢧ࢖ࢹビࢫ஦業所等ࡢ利用ࡿࡼ࡟送迎ࡶ多くࠋࡍࡲࢀࡽࡳ 
市街地ࡽ࠿㞳ࡓࢀ場所࡟設置࡚ࢀࡉいࡿ学校ࡀ多くࠊ通学保障ࡢ観点ࡽ࠿┴立特ู支援学校15本ศ校ࡢうࡕ㸵校࡛通学バࢆࢫ運行ࠊࡾ࠾࡚ࡋ㸶校࡟寄宿舎ࢆ設置࡚ࡋいࠋࡍࡲ                                  Ტ[表-19] [表-20]Უ  

ձ 通学バࡢࢫ状況 
特ู支援学校࠾࡟い࡚ࠊ自力通学ࡀ困㞴࡞児童生徒ࡢࡵࡓࡢ通学バࢫ運行ࠊࡣ通学手段ࡢ確

保࡚ࡋ࡜非常࡟㔜要࡛ࠋࡍ一方࡛ࠊ行動や排ࡘࡏ面等࡛ࡢ制約ࡀあࡿ児童生徒ࠊࡣ࡚ࡗ࡜࡟長

時間ࡢ乗車ࡢࡾ࡞࠿ࡣ負担ࠋࡍࡲࡾ࡞࡜        近ᖺࠊࡣ௨前࡟ࡽࡉࡶࡾࡼ自宅ࡽ࠿通学ࡿࡍ児童生徒ࡀ増加ࠊࡋ通学バࡢࢫ運行࡟対ࢽࡿࡍ 
 運行状況㸦௧和㸰ᖺ㸧ࢫ通学バࡢ㸦[表-19]㸧  [表-19] 県立特別支援学校ࠋࡍࡲい࡚ࡋ増大ࡀࢬ࣮

学校ྡ 使用バࢫ 利用人数 便数等  盛岡聴覚 ࢫク࣮ࣝバ15 ࢫ人 往路 1便ࠊ復路 2便 
盛岡ࡅࡓࡳ 委クバࢫ 1ྎ 35人 往路 1便ࠊ復路 1便  

※水曜ࡳࡢ復路 2便 
盛岡ࡋࡀࡦ 委クバࢫ 2ྎ 

㸦໭࣭༡コ࣮ࢫ㸧 60人 往路 2便ࠊ 
ࡳࡢ復路 ࢫク࣮ࣝバࢫ 1便 

一関清明 委クバࢫ 1ྎ 
㸦千厩コ࣮ࢫ㸧 42人 24人ࠊ往路 1便ࠊ復路 1便 
 ࢫク࣮ࣝバࢫ
㸦一ࣀ関駅コ࣮ࢫ㸧 18人ࠊ往路 1便ࠊ復路 1便 

㔩石祥雲 ࢫク࣮ࣝバ13 ࢫ人 往路ࡳࡢ 1便 
宮ྂ恵風 ࢫク࣮ࣝバ41 ࢫ人 往路 1便ࠊ復路 1便 
久慈拓陽 ࢫク࣮ࣝバ28 ࢫ人 往路 1便ࠊ復路 1便 

合計 234人  
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ղ 寄宿舎ࡢ状況 
現在ࠊ寄宿舎ࢆ利用࡚ࡋいࡿ児童生徒ࡣ ࡢ全体ࠊ227ྡ࡛ ࡕうࡢࡇࠋࡍࡲい࡚ࡗ࡞࡜15.4％
高等部生徒㸦専攻科含㸧ࡀ 187ྡ࡛あࠊࡾ寄宿舎生全体ࡢ 寄宿舎利用児ࠋࡍࡲい࡚ࡵ占ࢆ82％
童生徒数ࡣᖺ々減少10ࠊࡾ࠾࡚ࡋᖺ前㸦H22㸧࡜比࡚࡭ 137人減少࡚ࡋいࠋࡍࡲ㸦[表-20]㸧          特ู支援学校ࡢ立地条件等ࢆ考慮ࠊࡋ今後ࡶ寄宿舎ࢆ維持ࡣ࡜ࡇࡿࡍ必要࡛ࠊࡀࡍ運営࣭活
用ࡘ࡟い࡚ࡢ検討ࡀ必要࡜考えࠋࡍࡲ          今後ࠊࡣ通学バࢫや寄宿舎ࡘ࡟い࡚ࠊ現状や࡟ࢬ࣮ࢽ対࡚ࡋ柔軟࡟対応࡛ࡼࡿࡁう࡟᭷効࠿
 推移               㸦༢位㸸人㸧ࡢ県立特別支援学校寄宿舎利用児童生徒数 [表-20]  ࠋࡍ必要࡛ࡀ検討࡚ࡅ向࡟活用࡞効率的ࡘ

ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 
幼稚部 0 0 0 0 0 0 
ᑠ学部 23 7 9 6 3 6 
中学部 52 66 47 45 31 34 
高等部 274 207 220 210 217 184 
専攻科 15 5 5 4 3 3 
合 計 364 285 281 265 254 227       ※寄宿舎設置校 

㸦盛岡視覚ࠊ盛岡聴覚ࠊ盛岡ࠊࢇ࡞࡜盛岡峰༡高等ࠊ花巻清風ࠊ前沢明峰ࠊ気仙ග陵ࠊ久慈拓陽㸧                       
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㸦㸲㸧各学校ࡢ教室不足数࡜老朽化  
特ู支援学校ࡢ教室不足数ࡘ࡟い࡚ࠊࡣᖹ成 26ᖺ度ࡽ࠿減少ࠊࡋ௧和㸰ᖺ度ࡣ࡟ 10ᖺ前㸦H22㸧
 㸦[表-21]㸧ࠋࡍࡲい࡚ࡗ࡞࡜数ࡢ半ศ௨ୗ࡚࡭比࡜
 ࢆ対応࡚ࡗࡼ࡟等ࡾ間௙ษࡢ転用や教室ࡢࡽ࠿特ู教室等ࠊࡽ࠿状況࡞うࡼࡢࡇࠋࡍࡲい࡚ࢀࡉ࡜   必要ࡀ確保ࡢ対応場所ࡢࡑࠊࡾあ࡟状況ࡿい࡚ࡋ増加ࡀ場面ࡿࡍ対応࡟い࡚個ู࠾࡟く   学校生活全般࡞࡛ࡅࡔ授業ࠊ伴い࡟多様໬ࡢいࡀ障ࡢ児童生徒等ࡿࡍ在籍ࠊࡣい࡚࠾࡟各校ࠊࡽࡀ࡞ࡋ࠿ࡋ

図࡚ࡗいࡿ学校ࡀ多くあࠊࡾ望ࡋࡲい教育環境ࡢ点ࡣࡽ࠿課題ࡀ多い࡜認識࡚ࡋいࠋࡍࡲ 
ࡽ࠿建築࡟ࡶ࡜寄宿舎ࠊ校舎ࡣ࡟内┴ࠊࡓࡲ 30ᖺ～40ᖺ௨ୖࡢᖺ数ࢆ経過ࡿࡍ学校ࡀあࠋࡍࡲࡾ 
 学習࣭生活様式等ࡢ現在ࡧ状態や特性及ࡢいࡀ障ࡢ児童生徒等ࠊࡣ施設࣭設備ࡓࡋ老朽໬ࡢࡽࢀࡇ
 ࠋࡍࡲ考え࡜課題࡞ࡁ大ࠊい࡚࠾࡟
ࠊ࡝࡞転用ࡢ࡬普通教室ࡢや特ู教室ࡾ間௙ษࡢ教室ࠊࡣい࡚ࡘ࡟対応ࡢ࡬老朽໬ࠊࡽ࠿࡜ࡇࡢࡇ

学校生࡛࡜ࡶࡢ環境ࡓࡋ充実ࡾࡼࠊࡵ含ࡶ解消ࡢ課題ࡿࡼ࡟対応ࡢ࡬教室不足や狭隘໬ࡢ࡛ࡲࢀࡇ

活ࡼࡿࡁ࡛ࡀう総合的࡞観点࠾࡟い࡚ࠊ整備࡚ࡋいく必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ  [表-21] 県立特別支援学校教室不足数ࡢ推移               㸦༢位㸸室㸧 
ᖺ 度 H22 H28 H29 H30 R1 R2 

盛岡視覚 0 0 0 0 0 0 
盛岡聴覚 0 0 0 0 0 0 
盛岡0 0 0 0 0 7 ࢇ࡞࡜ 
盛岡青松 0 0 0 0 0 0 
盛岡峰༡高等 0 0 0 0 0 0 
盛岡7 7 21 17 17 12 ࡅࡓࡳ 
஧戸ศ教室 0 6 5 2 4 2 
奥中山校 0 2 0 0 0 0 
盛岡0 0 － － － － ࡋࡀࡦ 
花巻清風 9 9 7 7 0 0 
遠㔝ศ教室 0 0 0 0 1 0 
໭ୖࡳ࡞ࡳศ教室 － － 0 0 0 0 
前沢明峰 13 5 5 0 0 2 
一関清明 10 4 3 6 7 2 
千厩ศ教室 1 6 5 3 10 4 
気仙ග陵 5 1 1 1 0 0 
㔩石祥雲 2 10 10 10 11 10 
宮ྂ恵風 7 3 3 4 4 7 
久慈拓陽 2 1 0 0 0 0 

計 68 64 56 54 44 34    
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(㸳) そࡢ他ࡢ主࡞課題等   
＜自然災害ࡿࡼ࡟課題＞ 
࣭宮ྂ地༊࠾࡟い࡚ࠊࡣ近ᖺࠊ௧和元ᖺ 10᭶ྎࡢ風第 19号や௧和㸰ᖺ㸲᭶ࡢ大雨࡝࡞自然災害  ࡀ㢖発ࡿࡍ中ࠊ通常授業ࡀ一㐌間程度ࡢ臨時休業ࡢ࡝࡞ࡿ࡞࡜影響ࡀ生ࠊࡾ࠾࡚ࡌ今後ࡶ自 
然災害ࡀ㢖発ࡀࢀࡑ࠾ࡿࡍあࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ学習保障ࡘ࡟い࡚対策ࢆ講ࡿࡌ必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ   ＜特ู支援学校未設置地༊ࡿࡅ࠾࡟課題＞ 
࣭஧戸地༊ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ前計⏬࠾࡟い࡚課題ࡢ一࡚ࡋ࡜ࡘあ࡚ࢀࡽࡆいࠊࡢࡢࡶࡓᑠ中高等部一 
体型ࡢ┴立特ู支援学校ࡀ未設置࡚ࡗ࡞࡜いࠋࡍࡲ 
࣭保護者ࢆ中心ࡿࡍ࡜地域団体ࡢࡽ࠿特ู支援学校ࡢ設置要望࡟対࡛ࡲࢀࡇࠊ࡚ࡋศ教室ࢆ開室 
 状況ࡢᑠ中学校ࡿい࡚ࡋ提供ࢆ増加や教室ࡢ児童生徒ࡢࡽ࠿開室当初ࠊࡀࡍࡲい࡚ࡋ対応࡚ࡋ
 ࡓ果ࢆ役割ࡢ࡚ࡋ࡜ンタ࣮校ࢭࡢ特ู支援教育ࡿࡅ࠾࡟地域ࠊ増加等㸧ࡢ変໬㸦児童生徒数ࡢ
 改ࢆ教育活動ࡢ中࡛ࡢ狭隘໬ࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿࢀࡽ見ࡀ課題ࡢ施設等㸧等ࠊ限界㸦人的ࡢ࡬࡜ࡇࡍ
善ࡾࡼࠊࡋ質ࡢ高い教育ࡼࡿࢀࡽࡅཷࢆう特ู支援教育ࡢ環境整備ࢆ図ࡿ必要ࡀあࢭ＞    ࠋࡍࡲࡾンタ࣮的機能ࡿࡅ࠾࡟課題＞    ࣭特ู支援学校ࠊࡣ地域ࡿࡅ࠾࡟特ู支援教育ࢭࡢンタ࣮校ࠊ࡚ࡋ࡜ᑠ中高等学校等ࡢ要請࡟応 
 対࡟保護者等ࠊ指ᑟ࣭支援ࡢ࡬児童生徒等ࡿあࡢいࡀ相談や障ࡿࡍ関࡟特ู支援教育等ࠊ࡚ࡌ
特ู支援ࠊࡾࡼ࡟࡜ࡇࡿࡍ活用ࢆンタ࣮的機能ࢭࡢ特ู支援学校ࠊࡣい࡚࠾࡟ᑠ中高等学校等࣭    ࠋࡓࡋࡲࡁ࡚ࡋ実施ࢆ活動ࡾࡓわ࡟多岐ࠊ࡝࡞研修支援ࡢ࡬教員等ࠊ相談対応ࡿࡍ
教育࡟対ࡿࡍ理解ࡀ㐍ࠊࡳ校内࡛ࡢ支援体制ࡢ整備ࡶ㐍ࠊࡀࡓࡋࡲࡁ࡛ࢇ引ࡁ⥆ࡁ更ࡿ࡞特ู

支援教育ࡢ充実࡟向ࠊ࡚ࡅ特ู支援教育ࢭࡢンタ࣮校ࡢ࡚ࡋ࡜機能充実ࢆ図ࠊࡽࡀ࡞ࡾ地域ࡢ

ᑠ中高等学校等࡟在籍ࡿࡍ児童生徒等ࡢ࡬支援や幼稚部教育࣭乳幼児ࡢ᪩期教育相談等ࡢ専門

的支援ࡢ実施ࡀ㔜要࡛ࠋࡍ 
࣭┴内࡛唯一ࡿ࡞࡜各障ࡀい教育専門ࡢ学校ࡀ多い盛岡地༊࠾࡟い࡚ࠊࡣ地域ࢬ࣮ࢽࡢや全┴的

ࡿ図ࢆ充実ࡢンタ࣮的機能ࢭࠊࡽࡀ࡞行いࢆ整理ࡢ担う役割ࡢ専門性や学校ࠊえࡲ踏ࢆ状況࡞

必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ      ࠙参考ࠚᑠ中学校ࡿࡅ࠾࡟特ู支援学級数 
弱視ࡢ特ู支援学級数 10学級 㸦ᑠ   7学級ࠊ 中   3学級㸧 
㞴聴ࡢ特ู支援学級数 30学級 㸦ᑠ  20学級ࠊ 中  10学級㸧 
病弱ࡢ特ู支援学級数 34学級 㸦ᑠ  23学級ࠊ 中  11学級㸧 
肢体不自由ࡢ特ู支援学級数 34学級 㸦ᑠ  22学級ࠊ 中  12学級㸧 
知的障ࡀいࡢ特ู支援学級数 387学級 㸦ᑠ 259学級ࠊ 中 128学級㸧 
自閉症࣭情緒障ࡀいࡢ特ู支援学級数 361学級 㸦ᑠ 243学級ࠊ 中 118学級㸧 
合 計 856学級 㸦ᑠ 574学級ࠊ 中 282学級㸧         
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㸯 基本的考え方 

岩手┴教育委員会࡛ࡢ࡚࡭ࡍࠊࡣ人ࡀ互いࢆ尊㔜ࠊࡋ心豊࡟࠿主体的࡟生活ࡁ࡛ࡢ࡜ࡇࡿࡍ 
 指ࡿࡅ࠾࡟各校種ࠊ充実ࡢ支援ࡓࡋ一貫ࡢ࡛ࡲ卒業ࡽ࠿就学ࠊࡋ目指ࢆ実現ࠖࡢ共生社会ࠕࡿ
ᑟ࣭支援ࡢ充実ࠊ教育環境ࡢ充実࣭┴民理解ಁࡢ㐍等࡟関わࡿ様々࡞施策ࢆ㐍ࠊࡽࡀ࡞ࡵ本┴ 
特ู支援教育ࡢ基本理念࡛あࠕࡿ共࡟学ࠊࡧ共࡟育ࡘ教育ࠖࡢ推㐍ࢆ図࡚ࡗいࠋࡍࡲ      特ู支援教育ࢆ推㐍࡟ࡿࡍ当ࠊ࡚ࡗࡓ特ู支援学校ࡢ教育環境ࡢ整備ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ障ࡀいࡢ 
㔜度࣭㔜複໬や多様໬等ࡢ状況ࢆ十ศ踏ࡲえࠊࡘࡘ障ࡀいࡢあࡿ児童生徒等ࡢ一人ࡢࡾ࡜ࡦ教 
育的࡟ࢬ࣮ࢽ応ࡓࡌ指ᑟ࣭支援ࡢ充実ࢆ図ࡓࡗ環境࡙くࢆࡾ基本ࠋࡍࡲࡋ࡜      本計⏬ࠊࡣ前計⏬࡛あࠕࡿ┴立特ู支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計⏬㸧ࠖࡅ࠾࡟ 
 捉え࡟総合的ࢆ実情ࡢ地域ࠊ現状ࡢ成果や各学校ࡢ組ྲྀࡢ࡛ࡲࢀࡇࡓえࡲ踏ࢆ方向性ࡢ組ྲྀࡿ
 岩手┴教育振興計ࠕࠊいわ࡚┴民計⏬㸦2019～2028㸧ࠖࠕࠊࡋ࡟࠿ࡽ明ࢆ課題ࡢ現状ࠊࡽࡀ࡞
 特ู支援教ࠊえࡲ踏ࢆ⏬計ࡢࡘ㸱ࡢン㸦2019～2023㸧ࠖࣛࣉいわ࡚特ู支援教育推㐍ࠕࠊࠖ⏬
育ྲྀࡢ組ࢆ更࡟充実ࡢࡵࡓࡿࡏࡉ特ู支援学校ࡿࡅ࠾࡟環境整備࡟関ࡿࡍ計⏬ࠋࡍࡲࡋ࡜                               

Ϭ 県立特別支援学校整備ࡢ方針 
 いわ࡚県民計画㸦2019～2028㸧࣭ࠖࠕ   
 岩手県教育振興計画ࠖࠕ
◆特ู支援教育ࡢ多様ࡢ࡬ࢬ࣮ࢽ࡞対応 
࣭全┴的࡞特ู支援学校ࡢ教育環境整備 ࠕいわ࡚特別支援教育推進プラン㸦2019～2023㸧ࠖ  

◆多様࡟ࢬ࣮ࢽ࡞対応ࡓࡋ教育諸条件ࡢ充実 
࣭特ู支援学校ࡢ整備推㐍 

共生社会ࡢ実現 
  教育࡞的࣭系統的⥆⥅ࡢࡽ࠿幼児期ڼ         教育ࡿࡁ自己実現࡛ࡀࡶ࡝子ࡢ࡚࡭ࡍࠊࡎࡽわ࠿࠿࡟᭷無ࡢいࡀ障ڼ         教育ࡿࡌ応࡟ࢬ࣮ࢽ教育的ࡢ一人一人ࠊい࡚࠾࡟地域࡞身近ڼ        推進ࡢ教育ࠖࡘ育࡟共ࠊ学び࡟共ࠕ基本理念ࡢ本県特別支援教育◆ ࡾ地域࡙くࡿࡁ࡛ࡢ࡜ࡇࡿࡍ生活࡟主体的࡟࠿心豊ࠊࡋ尊㔜ࢆ互いࡀ人ࡢ࡚࡭ࡍ

○前計⏬ࠕ┴立特ู支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計⏬ 㸦ࠖH19～H22㸧及ࡢࡑࡧ後ྲྀࡢ組ࡢ方向性ࢆ踏ࡲ
えࡓ現状ࡢ課題ࡢ࡬対応  

岩手県立特別支援学校整備計画 
特ู支援教育ྲྀࡢ組ࢆ更࡟充実ࡢࡵࡓࡿࡏࡉ特ู支援学校ࡿࡅ࠾࡟ 
環境整備࡟関ࡿࡍ計⏬ 
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 㸰 基本方針      本計⏬ࡢ基本的考え方࡟基࡙ࠊࡁ௨ୗࡢ㸱ࢆࡘ柱ࠊ࡚ࡋ࡜多様࡟ࢬ࣮ࢽ࡞対応ࡓࡋ教育諸 
条件ࡢ整備ࡘ࡟い࡚ࠊ௧和㸱ᖺ度ࡽ࠿௧和 10ᖺ度ࡢ࡛ࡲ㸶ᖺ間࡛㐍࡚ࡵいࠋࡍࡲࡁ  (㸯) 各地域ࡢ実情࡟応ࡌた学びࡢ場ࡢ整備 
本┴ࡢ┴立特ู支援学校ࠊࡣ㸴ࡢࡘ地域࡟本校 14校ࠊศ校㸯校ࠊ計 15校設置࡚ࢀࡉいࠋࡍࡲ
特ู支援教育࡟対ࡿࡍ理解ࡢ浸透や期待ࡢ高࡛ࡲࢀࡇࠊࡽ࠿࡝࡞ࡾࡲ特ู支援学校ࡢ在籍児童

生徒数ࠊࡣ知的障ࡀいࢆ中心࡟増加傾向ࠊࡁ⥆ࡀศ教室設置ࡶ含ࠊࡵ必要࡞教育環境ࡢ整備࡟

対応ࡇࡇࠋࡓࡋࡲࡁ࡚ࡋ数ᖺࠊࡣ若ᖸࡢ減少傾向ࡣ࡟あࠊࡢࡢࡶࡿ施設ࡢ狭隘໬や࡛ࡲࢀࡇ対

応ࡓࡁ࡚ࡋ特ู教室転用等ࡢ状態ࡢ解消ࠊ建設ࡽ࠿数十ᖺࡀ経過࡚ࡋいࡿ施設ࡢ࡬対応ࠊ࡝࡞

教育環境࠾࡟い࡚様々࡞課題ࡀあࠋࡍࡲࡾ 
 児ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ把握ࢆ実情ࡢ巻く状況や各地域ࡾྲྀࢆ特ู支援教育ࡢ近ᖺࠊࡽ࠿࡜ࡇࡢࡇ
童生徒一人ࡢࡾ࡜ࡦ教育的ࢬ࣮ࢽや多様࡞学習内容࣭形態ࡢ࡬対応等ࢆ踏ࡲえࠊࡽࡀ࡞児童生 
徒等ࡾࡼࡀ充実ࡓࡋ環境࡛࡜ࡶࡢ学習活動ࡾྲྀ࡟組ࡿࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡴ教育環境ࡢ整備ࢆ㐍ࡇࡿࡵ 
 対応ࡢへࢬニ࣮ࡢた個別ࡋ連携࡜関係機関 (㸰)   ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ推㐍ࡢ一層ࡾࡼࡢ教育ࠖࡘ育࡟共ࠊࡧ学࡟共ࠕࠊ࡛࡜
ᖹ成 25ᖺ㸷᭶࡟学校教育法施行௧ࡢ一部改ṇ㸦障ࡀいࡢあࡿ児童生徒等ࡢ就学ඛ決定ࡢ௙組 
 充実ࡢ支援ࡓࡋ一貫ࡢࡽ࠿᪩期࡜⥆就学手ࡢࡶ࡝子ࡿあࡢいࡀ障ࠊࢀ行わࡀ改ṇ㸧ࡿࡍ関࡟ࡳ
 保護者࡜本人ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ把握࡟的確ࢆࢬ࣮ࢽ教育的ࡢ児童生徒ࠊࡾ࡞࡟うࡼࡿࢀࡽࡵ求ࡀ
 ࠋࡓࡋࡲࡾ࡞࡜必要不ྍḞࡀ࡜ࡇいく࡚ࡋ構築ࢆ支援体制ࡓࡋ連携࡜関ಀ機関ࡵ含ࢆ
 ࡚ࢀࡉ࡜必要ࡀ対応ࡢ࡬ࢬ࣮ࢽ教育的࡞多様ࠊࡣい࡚࠾࡟児童生徒等ࡢ特ู支援学校ࠊࡓࡲ
 高度໬࣭複雑ࡢ内容࢔་療的ケࠊࡣい࡚ࡘ࡟児童生徒等ࡿࡍ࡜必要ࢆ࢔་療的ケࡶ࡟特ࠊࡾ࠾
໬ࡀ見ࡵࡁࡾࡼࠊࢀࡽ細࡞࠿対応ࡀ必要࡚ࢀࡉ࡜いࠋࡍࡲ 
 ࠿生ࢆ専門性ࡢࢀࡒࢀࡑࡀ関ಀ機関ࡢ労働等ࠊ保健ࠊ福祉ࠊ་療ࠊえࡲ踏ࢆ状況࡞うࡼࡢࡇ
 自己ࡀࡶ࡝子ࡢ全࡚ࠊࡾ図ࢆ構築ࡢい支援体制࡞目ࢀษࠊࡽࡀ࡞ࡋ連携࡟相互ࡽ࠿形࡛᪩期ࡍ
実現࡛ࡿࡁ教育ࢆ推㐍ࠋࡍࡲࡋ   (㸱) 特別支援学校ࢭࡢンタ࣮的機能ࡢ充実 
特ู支援学校ࠊࡣ地域ࡿࡅ࠾࡟特ู支援教育ࢭࡢンタ࣮校ࠊ࡚ࡋ࡜ᑠ中高等学校等࡟在籍ࡍ 
生ࢆ専門性ࠊ࡚ࡌ応࡟要請ࡢᑠ中高等学校等ࠊい࡚ࡘ࡟児童生徒等ࡿࡍ࡜必要ࢆ支援࡞特ูࡿ

ࡿあࡢいࡀ障ࠊ相談࣭情報提供ࡿࡍ関࡟特ู支援教育等ࠊࡣ内容࡞具体的ࡢンタ࣮的機能ࢭ      ࠋࡍࡲい࡚ࢀࡽࡵ求ࡀ対応ࡢ相談࣭支援ࠊࡽࡀ࡞ࡋ࠿
児童生徒等ࡢ࡬指ᑟ࣭支援ࠊ保護者等࡟対ࡿࡍ相談対応࣭情報提供ࠊᑠ中高等学校等ࡢ教員等

࡟多岐ࠊ࡝࡞行う役割ࢆ連絡࣭調整ࡢ࡜関ಀ機関ࡢ労働等ࠊ保健ࠊ་療ࠊ福祉ࠊ研修支援ࡢ࡬

わ࡚ࡗࡓいࠋࡍࡲ 
今後ࡶ支援ࡢ在ࡾ方や役割ࡢ整理等ࢆ行いࠊ更ࡿ࡞機能充実ࢆ図ࠊࡽࡀ࡞ࡾ地域ࡿࡅ࠾࡟

特ู支援教育ࢭࡢンタ࣮校࡚ࡋ࡜特ู支援教育ࡢ推㐍࡟努ࡢ࡝ࠊࡵ地域࠾࡟い࡚ࡶ専門性ࡢ高

い教育ࡿࢀࡽࡅཷࡀ教育環境ࡢ充実ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ    
議 4－21 



 

  

   㸯 全体像࡜主࡞整備内容 (㸯) 各地域ࡢ実情࡟応ࡌた学びࡢ場ࡢ整備    ア 地元࡟貢献࡛ࡿࡁ人材ࡢ育成㸦高等部࣭職業教育ࡢ充実㸧全県     社会ࡢ変໬࡟伴いࠊ就労ඛࡢ状況ࡀ変໬࡚ࡋいࡿ中࠾࡟い࡚ࡢࡽ࠿ࢀࡇࠊ時௦ࡢ働ࡁ方ࢆ 
見据えࡓ職業教育ࡢ充実ࡀ必要ࠊࡵࡓࡿࢀࡉ࡜地域ࢆ支えࠊ地域࡟貢献࡛ࡿࡁ人ᮦࡢ育成࡜ 
いう観点࡟立ࠊ࡚ࡗ岩手ࡢ特色や各地域ࡢ産業等ࢆ生ࡓࡋ࠿高等部ࡿࡅ࠾࡟職業教育ࢆ推㐍 
ᖹ成ࠊࡣい࡚ࡘ࡟盛岡峰༡高等࡟特           ࠋࡍࡲࡋ 21ᖺ度࡟現在ࡢ㸲学科㸦生活科学科ࠊ農産技術科ࠊ加
工生産科ࠊ流通࣭࣮ࢧビࢫ科㸧10ࠊࡾ࡞࡜ᖺ௨ୖࡀ経過࡚ࡋいࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ就労ඛࢬ࣮ࢽࡢ
職業教ࠊえࡲ踏ࢆ課題ࡢ㐍路指ᑟ࣭支援等ࡢ࡝࡞い࡞い࡚ࡁ対応࡛࡟十ศࡶࡋࡎ必࡟変໬ࡢ

育ࡘ࡟い࡚中心的࡞役割ࢆ担う学校ࡾࡼࠊ࡚ࡋ࡜一層ࡢ職業教育ࡢ充実ࢆ目指ࠊࡵࡓࡍ学科

改編ࢆ視㔝࡟入ࡓࢀ教育内容等ࡢ見直ࢆࡋ行いࠋࡍࡲ  
イ 校舎老朽化や狭隘化等へࡢ対応ࡿࡼ࡟教育環境ࡢ充実 全県 
建築ࡽ࠿ 30ᖺ～40ᖺ௨ୖࡢᖺ数ࢆ経過ࡿࡍ学校ࡘ࡟い࡚ࠊ教室ࡢ間௙ษࡾや特ู教室ࡢ 
普通教室ࡢ࡬転用ࡢ࡛ࡲࢀࡇࠊ࡝࡞対応状況ࡢ解消ࢆ含ࠊ࡚ࡵ関ಀ部局࡜連携ࡽࡀ࡞ࡋ大規 
模改修工஦等ࡢ施設整備ࢆ㐍ࠊࡵ校舎老朽໬や狭隘໬ࡢ改善ࢆ計⏬的࡟行いࠋࡍࡲ 
 教育環境ࡢ転用等ࡓࡋ対応࡟教室不足ࠊ校舎老朽໬や狭隘໬ࠊい࡚ࡘ࡟㔩石祥雲ࠊࡣࡎࡲ
 ࡋ新築移転࡚ࡅ向࡟整備ࡢ教育環境ࡓࡋ充実ࡾࡼࡢᑠ中高等部一貫ࠊࡵࡓࡿࡍ解消ࢆ課題ࡢ
  ࠋࡍࡲ
ウ 通学࡟係ࡿ負担軽減へࡢ対応 全県 
௨前ࡶࡾࡼ自宅ࡽ࠿通学ࡿࡍ児童生徒等ࡀ増加ࠊࡋ通学バࡢࢫ運行࡟対ࡀࢬ࣮ࢽࡿࡍ増大 
 ࡟各学校ࠊ利用ࡢ஦業所等ࢫビ࣮ࢧ࢖ࢹ放課後等ࠊ推㐍ࡢ福祉施策ࡢ市⏫ᮧࠊࡵࡓࡿい࡚ࡋ
  ࡝࡞活用ࡢ特ู支援教育就学奨励費ࠊ運行ࡢࢫ利用や通学バࡢ寄宿舎ࡿࡅ࠾
 実情ࡢ地域や児童生徒等ࠊࡽࡀ࡞ࡾ図ࢆ連携ࡢ࡜関ಀ機関ࡢ市⏫ᮧや地域ࠊえࡲ踏ࢆ状況ࡢ
  ࠋࡍࡲࡁい࡚ࡋい࡚対応ࡘ࡟通学手段࡞様々ࠊ࡚ࡌ応࡟
エ 学校立地࠾࡟けࡿ自然災害へࡢ対応 宮古       ௧和元ᖺ 10᭶ྎࡢ風第 19号や௧和㸰ᖺ㸲᭶ࡢ大雨࡝࡞自然災害ࡀ㢖発ࡿࡍ中ࠊ今後ࡶ自
然災害ࡀ発生ࡀࢀࡑ࠾ࡿࡍあࠊࡵࡓࡿ様々࡞自然災害ࢆ想定ࡓࡋ対策ࢆ講ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡌ隣

接ࡿࡍ施設ࡢ状況ࡢ変໬ࡶ見据えࠊࡽࡀ࡞抜本的࡞環境整備ࡘ࡟い࡚関ಀ機関等ࡢ࡜連携࡟

  ࠋࡍࡲࡋ検討࡟優ඛ的ࡾࡼ
 ࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞࡜未設置ࡀ立特ู支援学校┴ࡢᑠ࣭中࣭高等部一体型ࠊࡣい࡚ࡘ࡟設置 二戸       ஧戸地༊ࡢ特別支援学校ࡢ小中高等部一貫ࡿけ࠾࡟特別支援学校未設置地༊ ࢜
 児童ࡢศ教室や当該中学校࡭比࡟開室当初ࠊࡀࡓࡋࡲࡁ࡚ࡋ対応࡚ࡋ開室ࢆศ教室࡛ࡲࢀࡇ
生徒ࡀ増加ࡋ狭隘໬ࡀ著ࡋいࡢࡽࢀࡇࠊࡵࡓ解消ࡀ求࡚ࢀࡽࡵいࠋࡍࡲ点在࡚ࡋいࡿศ教室 
 ࡽࡅཷࢆ高い教育ࡢ質ࡾࡼࠊࡾ図ࢆ改善ࡢ教育活動ࡢ中࡛ࡢ狭隘໬ࠊࡋ㞟約࡚ࡋ࡜一貫校ࢆ
 ンタ࣮的機能ࢭࡿ࡞更ࡢ࡚ࡋ࡜ᣐ点ࡢ特ู支援教育ࡿࡅ࠾࡟地域ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ࡟うࡼࡿࢀ
   ࠋࡍࡲࡋ目指ࢆ開校ࡢ᪩期ࡾ限࡞能ྍ࡟本計⏬期間中ࠊ࡚ࡅ向࡟充実ࡢ

ϭ 特別支援学校整備計画内容 

議 4－22 



 

  

 充実 岩手中部 両磐 二戸ࡢ教育環境ࡿけ࠾࡟分教室 ࢝
開室当初ࡢࡽ࠿ศ教室ࡢ児童生徒ࡢ増加やᑠ中学校ࡢ状況ࡢ変໬㸦児童生徒数ࡢ増加等㸧 
等ࠊࡾࡼ࡟狭隘໬ࡢ࡬対応࡝࡞様々࡞教育環境ࡢ整備ࡀ必要࡛あ࡛ࡲࢀࡇࠊࡵࡓࡿ各ศ教室 
 ࡜理解ࡢ市⏫ᮧࠊえࡲ踏ࢆ状況ࡢ教室ࡁ空ࡢᑠ中学校ࡿい࡚ࢀࡉ設置ࠊ在籍児童生徒数やࡢ
協力ࢆ得ࡽࡀ࡞行ࡓࡁ࡚ࡗ教育環境ࡢ整備ࡘ࡟い࡚ࠊ引ࡁ⥆ࡁ地域࡟᰿差ࡓࡋศ教室ࡢ運用 
 ࠋࡍࡲࡳ組ࡾྲྀࡽࡀ࡞ࡾ図ࢆ連携࡜う各市⏫ᮧࡼࡿ࡞࡜
高等部ศ教室設置ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ卒業後ࡢ自立や就労ࡢ実現࡟向ࠊࡅ作業学習等ࡢ職業教育

広ࠊࡾ必要࡛あࡀ学習㞟団ࡢ一定ࡢࡵࡓࡴ育ࢆ࡝࡞ࡾࡀ広ࡢ人間関ಀࠊ教育環境やࡿ関わ࡟

域圏ࢆ༢位࡚ࡋ࡜特ู支援学校ࡢ高等部ࢆ設置࡚ࡋいࢆ࡜ࡇࡿ踏ࡲえࠊ生徒数ࡢ動向や全体

的࡞学校配置ࡢ在ࡾ方ࠊ高等部࣭職業教育ࡢ推㐍充実等຺ࢆ案ࠊࡋ総合的࡞視点ࡾࡼ࡟検討

      対応ࡢへࢬニ࣮ࡢた個別ࡋ連携࡜関係機関 (㸰)  ࠋࡍࡲࡵ㐍ࢆ
ア ་療機関ࡢ࡜連携 全県 
་療的ケࢆ࢔必要ࡿࡍ࡜児童生徒ࡀ特ู支援学校࠾࡟い࡚学習ࡿࢀࡽࡅཷࢆ体制ࢆ引ࡁ⥆ 
 ࡿࡍ把握ࢆࢬ࣮ࢽ課題や࡞具体的ࠊい࡚࠾࡟関ಀ会議等ࠊࡵࡓࡿ必要࡛あࡀ࡜ࡇࡿࡍ整備ࡁ
 諸課題ࡿಀ࡟࢔་療的ケࠊࡽࡀ࡞ࡋ࡟密ࢆ情報共᭷ࠊࡋ確認ࢆ役割等ࡢ関ಀ各所ࠊ࡟ࡶ࡜࡜
 連携 全県ࡢ࡜イ 保健福祉関係機関       ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ整備ࡢ支援体制ࡿࡼ࡟充実ࡢ護師配置┳ࠊࡵ努࡟改善ࡢ
 ࡿࡍ᭷ࢆ情報ࡢ各種健診ࠊ࡚ࡅ向࡟構築ࡢ相談࣭支援体制ࡢࡽ࠿᪩期ࠊ࡟ࡵࡓࡍಁࢆい成長      ࣭発達ࡋࡲ改善࣭克服や望ࡢ状態ࡢいࡀ障ࠊࡾࡼ࡟࡜ࡇ行うࢆ対応ࡢࡽ࠿᪩期ࡾ限ࡿࡁ࡛
保健福祉関ಀ機関࡜各教育஦ົ所࡟配置࡚ࢀࡉいࡿエࣜ࢔コ࣮࣮ࢿ࢕ࢹタ࣮や特ู支援学校 
 ࠊࡣタ࣮࣮ࢿ࢕ࢹコ࣮࢔エࣜࠋ通称ࡢタ࣮࣮ࢿ࢕ࢹコ࣮࢔タ࣮㸸特ู支援教育エ࣮ࣜࢿ࢕ࢹコ࣮࢔エࣜ※       ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ連携強໬ࡿࡼ࡟タ࣮࣮ࢿ࢕ࢹ特ู支援教育コ࣮ࡢ

地域ࡢ特ู支援教育ࡢ推㐍࡟向ࠊ࡚ࡅ教育஦ົ所や市⏫ᮧ教育委員会業ົࡢ࡬支援ࠊ関ಀ機関や関ಀ者 
      充実ࡢンタ࣮的機能ࢭࡢ特別支援学校 (㸱)  ࠋ行うࢆ支援ࡿࡍ関࡟連絡࣭調整ࡢ࡜

ア 特別支援学校ࡢ役割や障ࡀい種別࠾࡟けࢭࡿンタ࣮的機能ࡢ整理࡜見直ࡋ 全県 
ᑠ中高等学校等ࡢࡽ࠿相談࣭支援依㢗ࡢ増加や多岐࡟わࡿࡓ内容࡟対応ࠊࡵࡓࡿࡍ地域ࡢ 
実情や障ࡀい種ู等ࡢ観点ࢆ踏ࡲえࠊ本┴ࡿࡅ࠾࡟特ู支援学校ࢭࡢンタ࣮的機能ࡢ在ࡾ方 
 強ࢆ機能࡟うࡼࡿࡀ࡞ࡘ࡟支援࡞適ษ࡛効果的ࡾࡼࡢ地域࡛ࠊ行いࢆࡋ見直࡜い࡚整理ࡘ࡟
໬ࠋࡍࡲࡋ       イ 特別支援学校࡜関係機関や小中高等学校等ࡢ࡜一層ࡢ連携強化 全県             地域ࡢ相談࣭支援ࢬ࣮ࢽࡢや各学校ࡢ支援状況等ࢆ踏ࡲえࠊࡽࡀ࡞地域ࡢ教育࣭福祉࣭相
談機関及ࡧᑠ中高等学校や特ู支援学校ࡢ特ู支援教育コ࣮࣮ࢿ࢕ࢹタ࣮࡟加えࠊ地域࠾࡟

い࡚中心的࡞役割ࢆ担う特ู支援教育中᰾コ࣮࣮ࢿ࢕ࢹタ࣮ࡢ࡜様々ྲྀ࡞組ࡿࡅ࠾࡟連携ࢆ

強໬ࠊ࡝࡞ࡿࡍ関ಀ者ࡀ一丸࡚ࡗ࡞࡜地域や各学校ࡢ実情࡟応ࡓࡌ支援ࡢ充実ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ        ※特ู支援教育中᰾コ࣮࣮ࢿ࢕ࢹタ࣮㸸各市⏫ᮧ教育委員会ࡢࡽ࠿推薦ࠊࡾࡼ࡟各教育஦ົ所長ࡽ࠿委嘱 
 ࡅ࠾࡟地域ࡽࡀ࡞ࡾ図ࢆ連携࡜タ࣮࣮ࢿ࢕ࢹ特ู支援教育コ࣮ࡢ特ู支援学校ࠋ教員ࡢᑠ中学校ࡿࢀࡉ
   ࠋ担うࢆ推㐍的役割ࡢ特ู支援教育ࡿ

議 4－23 



 

  

࠙主࡞取組内容࡜௧和 10ᖺ度ࢫࡢ࡛ࡲケࢪュ࣮ルࠚ 
  

㸰 ௧和 11ᖺ度௨降ࡢ整備ࡘ࡟い࡚  
本計⏬ࡢ対象ࡓࡗ࠿࡞ࡽ࡞࡜஦㡯ࢆ含ࠊࡵ特ู支援教育ࡾྲྀࢆ巻く今後ࡢ情勢やࡢࢬ࣮ࢽ変໬等ࢆ

踏ࡲえࠊࡽࡀ࡞௧和㸷ᖺ度ࡽ࠿ḟ期計⏬策定ࢆ㐍ࠋࡍࡲࡋ࡜࡜ࡇࡿࡵ  
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

○施設整備࣭学科改編࡟関ࡿࡍ工程表        ࠙஧戸地༊ࠚ 
新設校設置࡟向ࡓࡅ検討࣭
基本構想 
※設置場所ࡣ福岡工業高校
校地内ࢆ検討中 
盛岡峰༡高等支援

学校ࡢ教育内容࣭

学科ࡢ見直ࡢࡋ検

討 
大規模改修࡟向ࡓࡅ検討 
࠙㔩石祥雲ࠚ 
新築工஦࣭移転 

基本࣭実施設計࣭新築工஦࣭新設校開校 
※ྍ能࡞限ࡾ᪩期ࡢ開校ࢆ目指ࡍ 
ྲྀ組ྍ能࡞学科ࡽ࠿ඛ行実施࣭ 
必要࡟応ࡓࡌ学科ࡢ改編 

状況࡟応ࡓࡌ基本࣭実施設計ࠊ改修工஦ 
議 4－24 



 

令和３年５月教育委員会臨時会 

（令和３年５月 24 日開催） 

 

議案第３号関係 参考資料 
 

（議案第３号 新たな県立高等学校再編計画後期計画の策定に関し議決を求めることにつ

いて） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育室 

○ 新たな県立高等学校再編計画後期計画の概要 

○ 「新たな県立高等学校再編計画後期計画」（案）に係るパブリック・コメント

の実施結果について 

○ 意見検討結果一覧表(パブリック・コメントにおいて提出された意見の概要)

と検討結果(県教育委員会の考え方)) 



 

後期計画期間後の再編の方向性 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前期計画 
（平成 ～令和２年度） 

後期計画 
（令和３～令和７年度） 

年間の高校再編計画 

 

 

・ 学校規模を確保した上で教育の質を維持できるよう、 

さらなる統合の検討を進めていくことが必要となります。 

・ 専門学科及び総合学科については、多様な専門分野を維

持した上で教育内容の充実を図るためには、ブロックを越

えて専門分野を集約する大規模な統合の検討を進めてい

くことも必要となります。 

後期再編プログラム総括表 
※ 令和３年度入試の状況等により統合時期等
を判断することとしており、その状況によ
り、表の数値が変更となる場合があります。 

再編計画における県立高校（全日制）の編制 

年度 
中 学 校 
卒業者数 

学校数 募集定員 学級数 学科種別学級数 

平成28年度 12,092 63 10,200 255 

普 通 科 148 

専門学科  77 

総合学科  30 

令和３年度 10,083 62  8,960 224 

普 通 科 129 

専門学科  69 

総合学科  26 

令和７年度  9,824 59  8,680 217 

普 通 科 124 

専門学科  67 

総合学科  26 

 

（1）周辺の高校への通学が極端に困難な学校の取扱い 

・ 近隣に他の高校がなく、通学が極端に困難な地域に所在する学校を特例校として維持。  

・ １学級校については、直近の入学者が２年連続して 人以下となった場合には、原則として翌年度から

募集停止、統合について協議 

（2）岩手県立高等学校の管理運営に関する規則の適用 

  ・ 入学者で１学級定員（ 人）を上回る欠員が生じた場合には、学級減を検討 

（1）各地域における学びの選択肢の確保 （原則として現在の学科、学級数を維持）          

・ 地方創生の推進に大きな役割を果たしている学校においては、所在する自治体と連携した教育活動の

充実が進められていることから、一定の入学者のいる１学級校を維持 

・ 県政課題への対応、産業人材の育成を担う役割がある１学年７学級等の学校は、学校規模を確保 

（2）盛岡ブロックにおける特色ある教育を実践する大規模校の設置   

・ 県内各地域から生徒が集まる盛岡市内の高校への生徒の集中を緩和 

・ 体育、芸術、外国語等の特色ある教育を実践する学校規模の大きさを生かした発展的な統合により、さ

らに先導的な実践に取り組むことができる教育環境を整備 

（3）地域の産業教育の拠点となる専門高校等の整備                        

ア 盛岡ブロックにおける工業高校の整備（盛岡工業高校の移転を検討） 

急速に変化する社会環境に対応できるよう新たな学びを取り入れること等も検討しながら、施設等の

老朽化を踏まえ、産業人材に関する幅広いニーズや最先端の工業の学びに対応できる教育環境を整備 

イ 県南地域における大規模な工業高校の設置（水沢工業高校と一関工業高校の統合） 

時代に対応した新しい学びの創設も検討しながら、産業人材のニーズに幅広く対応できる工業教育の

充実に向けて教育環境を整備 

ウ 宮古ブロックにおける専門高校の整備（宮古商工高校と宮古水産高校の一体的な整備） 

老朽化が進む両校の校舎等を同一校地内に集約し、各専門分野に関する特色ある学科の機能を連携さ

せて幅広く学びつつ、地域産業との連携による専門教育の充実等も図ることができる教育環境を整備 

エ 二戸ブロックにおける専門教育を担う学校の設置（福岡工業高校と一戸高校の統合） 

ブロック内の各専門分野に関する特色ある学科等の機能を維持しつつ、地域の将来を見据えた専門教

育の拠点となる学校として教育環境を整備 

新たな県立高等学校再編計画  後期計画  の概要 

 ５ 高校再編に関する基準等 
① 各ブロック内の学校規模をできる限り維持し、
学びの選択肢を確保 

② 進学や専門分野の深い学びを希望する生徒の
ため、一定の学校規模も維持 

① 各地域の学校をできる限り維持 

② 多様な分野の学びも確保し、産業振興の動向等
を踏まえ、学ぶことができる教育環境の整備 

 
 生徒の進路実現に向けた、学力及び専門

技術の定着・向上等 

（1）生徒の希望する進路の実現 

 
 地域人材の育成等について高校の持つ

役割の重要性や地域からの期待等 

（2）地域や地域産業を担う人づくり 

12,092 人  
    10,083 人 

           9,824 人  

                7,520 人 

  H28   R３    R7   R16 

前期計画 後期計画 

本県の中学校卒業者数の推移 （１）少子化による生徒数の減少    
今後、県内全域の学校規模がさらに縮小することから、各学校にお

ける教育の質を確保する必要がある。 

（2）盛岡ブロックへの志願者の集中  
比較的規模の大きい公立・私立の学校が設置されている盛岡市内に

志願者が集まり、特に盛岡市内の県立高校の志願倍率が高い。 

（3）地域社会を担う人材の育成    
地域社会に貢献する意識を醸成する教育を推進し、将来、地域で活

躍し、地域を支える人材を育成することが重要となる。 

本県を担う人材の育成 

 第２期岩手県 
 ふるさと振興 

 総合戦略 

岩手県 

教育振興計画 

いわて県民計画 
（2019～2028） 

 ４ 後期計画の具体的な取組 

（1）高等学校教育の状況 
岩手の未来を拓く子どもたち一人ひとりの人格の完成と夢の実現

を支え、新たな社会を創造する担い手として育てていくために、いわ
て県民計画や岩手県教育振興計画に基づき、県内すべての県立高校が
活力を有した魅力ある学校づくりを推進 

（2）地域や産業界と高等学校教育のかかわり 
第２期岩手県ふるさと振興総合戦略に基づき、岩手の将来を担う子

どもたちを育て、地域や地域産業を担う人づくりを推進 

 ３ 後期計画の基本的な考え方 

年度 

設置タイプ等       
前 期 計 画 
統合延期校 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

専門高校 
（令和７年度以降） 

      

専門学科・総合 

学科併置高校 
      

普通高校       

学級減    盛 岡 南 
不 来 方 

  

学校数(全日制)   62  62  62  61  59 

学級数(全日制)  224 224 222 221 217 

 

福岡工業 
一    戸 

久慈東 
久慈工業 

※ 

水沢工業 
一関工業 

盛 岡 南 
不 来 方 

 

 １ 県立高等学校の現状と課題 

県教育委員会では、適切な教育環境の整備を図るため、平
成28年３月に10年間の高校再編計画を策定し、前期計画の着
実な推進とともに、後期計画の策定に取り組んできました。 

 ２ 本県の施策に基づく後期計画 

新たな県立高等学校再編計画（平成28年３月策定） 
※ 後期計画策定に向けた主な取組 
・生徒の多様な受入れのあり方に関する検討会議（H29～H30） 
・中学生の進路希望等に関するアンケート（H30） 
・地域検討会議・地域との意見交換会（H30～R2） 
・後期計画（案）の公表（令和 2 年 2 月 6 日） 
・パブリック・コメントの実施（R2） 
・後期計画（最終案）の公表（令和３年 2 月１日） 
・後期計画（最終案）説明会（R2～R３） 

〔高校再編の方針〕 

県立高校の現状と課題を踏まえ、教育の機会の保障
と教育の質の保証を柱としつつ、地域における学校の
役割を重視した『魅力ある学校づくり』に向けて進め
るものです。 
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パブリック・コメント実施結果 

      （案名： 新たな県立高等学校再編計画後期計画 ） 

 
令和３年５月 日  

 

１ 意見募集期間 

    令和２年２月７日（金）～ 令和２年３月 13日（金） 
 

２ 実施方法（実施したものに丸印を付しています。） 

 (１) 周知方法 

実施 内 容 

○ 行政情報センター、行政情報サブセンター等への資料配架 

○ 県ホームページへの資料等掲載 

 説明会の開催（県内  ヶ所、計  名参加） 

○ 報道機関への発表 

 県の発行する広報紙等への掲載 

○ 印刷物の配布 

○ その他（広聴広報課ツイッター                     ） 

 

 (２) 意見受付方法 

実施 内 容 

○ 郵便（持参を含む。） 

○ ファクシミリ 

○ 電子メール 

 公聴会又は説明会（会場における聴取） 

 

３ 意見件数及び対応状況 

 (１) 意見件数 

受付方法 意見提出人数（人） 意見件数（件） 

郵便（持参を含む。） 35  62 

ファクシミリ 35  66 

電子メール 26  64 

公聴会又は説明会   

計 96 192 

 

 (２) 決定への反映状況 

区 分 内容 意見件数（件） 

Ａ（全部反映） 意見の内容の全部を反映し、計画等の案を修正したもの  0 

Ｂ（一部反映） 意見の内容の一部を反映し、計画等の案を修正したもの  2 

Ｃ（趣旨同一） 意見と計画等の案の趣旨が同一であると考えられるもの  144 

Ｄ（参考） 計画等の案を修正しないが、施策等の実施段階で参考とするもの   7 

Ｅ（対応困難） Ａ・Ｂ・Ｄの対応のいずれも困難であると考えられるもの   34 

Ｆ（その他） その他のもの（計画等の案の内容に関する質問等）  5 

 計 192 

※ 意見内容及び検討結果については、別添「意見検討結果一覧表」をご覧ください。 

 

 

 

【担当】岩手県教育委員会事務局学校教育室（高校改革担当） 

    電 話 ０１９－６２９－６２０６ 

    ＦＡＸ ０１９－６２９－６１４４ 

    Email  DB0003@pref.iwate.jp（代表） 
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意見検討結果一覧表 

（案名： 新たな県立高等学校再編計画後期計画 ） 

 

番号 
意 見

箇 所 
意 見 

類似意見 

件数（件） 
検討結果（県の考え方） 

決定への 

反映状況 

１ 計 画

全 般 

 様々な地域の特色を生かそうとするご努

力がうかがえ、嬉しく思います。 

１  後期計画においては、県立高校の現状と課題を踏まえ、地域におけ

る学校の役割を重視した魅力ある学校づくりに向けて、２つの基本的

な考え方に基づいて高校再編に取り組みます。 

Ｃ（趣旨同一） 

２ 計 画

全 般 

 統合や新設準備については、前期計画の

検証を必ず行い、進める場合は進めること。 

１  前期計画については、計画に基づいた着実な再編の推進を重視しな

がらも、地方創生に向けた地域の取組状況や中学校卒業者数の状況等

を把握し、地域の実情等を踏まえて取り組みました。前期計画の取組

による各ブロックの状況等を踏まえ、後期計画を策定しました。 

Ｃ（趣旨同一） 

３ Ⅰ－３  少子化にあっても、特別な支援を要する

児童・生徒の人数が増加している。特別支援

学級に在籍している児童・生徒の多様化、多

層化等に対応できる高校を各地域に存続さ

せることが重要と考える。 

１  前期計画においては、様々な課題を抱えた生徒への適切な指導や支

援体制の充実が必要であることとし取組を進めてきましたが、後期計

画においても継続していきます。 

Ｃ（趣旨同一） 

４ Ⅰ－４  学校では、通常の学業としての授業だけ

ではなく Face to Face のリアルな人間関係

のもとに行われる活動、学びがあると思い

ます。学校というチームとしての組織、校内

での切磋琢磨などがあることが望ましく、

ある程度の規模（１学年２～３学級）を確保

することは生徒、保護者とも望んでいると

思います。 

２  後期計画期間中においては、統合を予定している学校以外の学校の

計画的な学級減は行わないこととしており、学びの選択肢を確保する

とともに、多様な進路希望を実現できる教育環境の整備を図ることと

しています。１学級校を含む小規模な学校においても、教育内容の充

実を図ります。 

Ｃ（趣旨同一） 

５ Ⅰ－４  少子化が進み、様々な支援を要する生徒

もいる状況で、１学級の定員を減らし、30 人

学級、20 人学級にしてでも学校を維持する

べき。 

２  後期計画期間中においては、各地域の１学級校についても可能な限

り維持することとしています。なお、１学級の規模については、法律

に基づき 40 人を標準とすることとしていますが、国に対して教職員

配置基準の見直しについて要望を継続しているところです。 

Ｃ（趣旨同一） 
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番号 
意 見

箇 所 
意 見 

類似意見 

件数（件） 
検討結果（県の考え方） 

決定への 

反映状況 

６ Ⅰ－４  国の現行制度に捉われない県独自の少人

数学級を導入する新たな判断基準を構築す

るべき。個別最適化された、きめ細かな教育

の実践を望む。 

１５  県立高校の約半数を占める小規模校においては、１学級の平均生徒

数が 30 人程度と、実質的に少人数による学級運営を行っている状況

であり、生徒の進路希望や習熟度等に応じた教育が実施されていま

す。なお、１学級の規模については、法律に基づき 40 人を標準とす

ることとしていますが、国に対して教職員配置基準の見直しについて

要望を継続しているところです。 

Ｃ（趣旨同一） 

７ Ⅰ－５  学校統合により、通学が困難になる場合

には、何らかの支援（通学費や寮費の補助

等）が必要。 

３  高校再編計画による統合により、公共交通機関による通学の費用が

大幅に増加する場合や、通学が困難になる場合には、他の地域との公

平性も考慮したうえで、通学支援策を導入していくこととしていま

す。 

Ｃ（趣旨同一） 

８ Ⅰ－５  通学等への支援について検討される際

は、学校所在地の意見だけでなく、在籍する

生徒の地元の意見も聞いてほしい。それら

の意見を踏まえた上で、支援については是

非とも格差が生じないものになることを強

く希望いたします。 

１  具体的な通学支援策については、地域の意見を伺いながら、各地域

の状況等を踏まえ、検討・実施することとしています。 

Ｃ（趣旨同一） 

９ Ⅰ－５  県全体としての進学・通学に関する総合

的な支援について新たな制度を作ることも

検討するべき。 

２  高校への進学・就学に係る支援については、高等学校就学支援金制

度や高校生等奨学給付金制度等を整備しており、本再編計画では、統

合によって通学が困難になる場合等において、公平性を考慮しながら

通学支援策を導入することとしています。 

Ｃ（趣旨同一） 

１０ Ⅱ－１  保留になっている遠野地区と久慈地区の

統合を先に行うべき。 

２  前期計画において統合を延期していた遠野地区の統合については、

入学者数の状況等に鑑み、計画から除外することとしました。久慈地

区の統合の取扱いについては、令和３年度入試の状況等により判断す

ることとしています。 

Ｃ（趣旨同一） 

１１ Ⅱ－１  遠野高校と遠野緑峰高校の統合に関して

は、これまでどおりの二校の存続をお願い

いたします。将来の地域を担う人材の育成

を果たす役割を考えていただき小規模でも

両校の存続をお願いいたします。 

８  前期計画において統合を延期していた遠野地区の統合については、

入学者数の状況等に鑑み、計画から除外することとしました。 

Ｃ（趣旨同一） 
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番号 
意 見

箇 所 
意 見 

類似意見 

件数（件） 
検討結果（県の考え方） 

決定への 

反映状況 

１２ Ⅱ－１  遠野地区において、どうしても生徒数の

減少が進む場合は、両校の良いところを維

持し、「再編の方向」に記されているような

ことを実現できる、「新しい学校」を作ると

いう時期が来るとも思われます。その場合

は、遠野ならではの人材育成を目指す、全く

新しい高校を作っていただくことも案と思

われます。 

１  前期計画において統合を延期していた遠野地区の統合については、

入学者数の状況等に鑑み、計画から除外することとしました。 

Ｃ（趣旨同一） 

１３ Ⅱ－１  教育委員会は、前期計画において宮古地

区（宮古商業高校と宮古工業高校）の統合を

決めた経緯を現場に説明するべき。 

２  前期計画における宮古商業高校と宮古工業高校の統合については、

統合検討委員会等を通じて説明を行いました。また、後期計画では、

地域からの提言等を踏まえ、宮古商工高校と宮古水産高校の統合計画

を修正し、同一校地内に両校の新校舎や施設設備等を一体的に整備の

うえ、両校の連携を通じた専門教育の充実や学校活動の活性化を図る

こととしました。後期計画の推進に当たっては、地域等への情報発信

に努めます。 

Ｄ（参考） 

１４ Ⅱ－２  前期計画で行ってきた取組（実施結果）

は、国が示してきた全国均一の教育制度に

沿ったものであり、岩手県の実情に合った

内容とは思えません。結局のところ、人数構

成での統合・改編がほとんどだったように

思います。 

１  前期計画の推進においては、本県の地理的状況や地域産業の状況、

各ブロックの中学校卒業者数の状況等を踏まえ、教育の質の保証と機

会の保障という基本的な方針のもと、生徒にとってより良い教育環境

の整備を図ってまいりました。 

Ｄ（参考） 

１５ Ⅱ－３  地域や自治体の意見を丁寧に聞いていた

だいたことを高く評価いたします。 

１  後期計画においては、県立高校の現状と課題を踏まえ、地域におけ

る学校の役割を重視した魅力ある学校づくりに向けて、２つの基本的

な考え方に基づいて高校再編に取り組みます。 

Ｃ（趣旨同一） 

１６ Ⅱ－３  地域・住民の意見を尊重すること。 ３  後期計画の策定に当たり、平成 30年 12 月から令和２年９月にかけ

て県内９ブロックにおいて地域検討会議や意見交換会等を行い、いた

だいた高校教育に関する様々な意見を参考に検討を行いました。 

Ｃ（趣旨同一） 
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１７ Ⅱ－３  中学生の進路希望等についてアンケート

結果を公表してください。 

１  アンケートの集計結果については、「後期計画の策定に向けた地域

検討会議（第１回）」の会議資料としており、県ホームページの当該

会議に関するページに公開しています。（各ブロックの参考資料 No.

５に掲載しています。） 

Ｆ（その他） 

１８ Ⅱ－３  学校別の定員に対する志願者（調整後）の

増減数や志望倍率と、中学生アンケートと

の違いがあるのか。違いがあれば、進路希望

アンケートと志望結果、どこが違うのか公

表してください。 

１  中学生アンケートでは、進学を希望する学科の種類や学校規模、通

学範囲等について調査しており、個別の高校に関する調査は行ってい

ません。なお、現在の設置学科割合については、中学生の希望にほぼ

近い状況です。 

Ｆ（その他） 

１９ Ⅱ－３  県外入学生受入れ制度の充実を岩手県と

市町村が連携して積極的に取り組んでいた

だきたい。 

２  県外からの入学志願者受入れについては、地域の将来を担う人材の

育成等につながることから、県内生徒の学ぶ機会の確保に配慮するこ

と等、一定の条件のもとで、令和２年度入試から制度化しており、実

施している学校が増加しています。 

Ｃ（趣旨同一） 

２０ Ⅲ－２  少子化による生徒減少という時代の流れ

に伴い、学校統合は仕方ないことだと思う。 

６  生徒の多様な進路希望の実現、及び地域や地域産業を担う人材育成

に向け、中学校卒業者数の減少等に対応した教育環境の整備は喫緊の

課題と認識しており、後期計画の着実な推進に取り組んでまいりま

す。 

Ｃ（趣旨同一） 

２１ Ⅲ－２  子どもたちが少ない人数で限られた活動

しかできない高校生活を送るのであれば、

再編により、より多くのことを経験できる

環境を作るべきだと思います。多人数の中

で、今の状況に合った高校で生活、学ぶため

にも再編には賛成です。 

１  社会に出る前の人間形成の時期においては、学習や部活動等の様々

な選択が可能であったり、生徒間で切磋琢磨する機会が豊富にある

等、生徒にとって魅力と活力のある教育環境を整備していくことが必

要であると考えます。 

Ｃ（趣旨同一） 
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２２ Ⅲ－２  盛岡の大規模な学校こそ定員を減らして

ほしい。都市部の大きい学校の定員が減ら

ない限り、地方からの流出は増えるばかり

だと思います。地域に学校があるというこ

とはすごく大事だと聞きます。県内の各地

方の衰退を防ぐためにも、盛岡への流出が

抑えられるような方向で進めていただきた

いです。 

４  盛岡ブロックにおいては他のブロックからの、また、盛岡ブロック

内においては周辺部からの進学者の流入超過が課題となっているこ

とも考慮し、盛岡ブロックにおける大規模校の統合を図ることとしま

した。一方で、各地域の小規模校の魅力向上にも努めます。 

Ｃ（趣旨同一） 

２３ Ⅲ－２  県や市町村が定める地方創生総合戦略を

踏まえ、市町村が将来の地域を担う人材育

成の場として、地域が求める学校づくりや、

積極的に高校との協働体制を構築できる環

境づくりを推進するべきである。 

５  後期計画では、地域や地域産業を担う人材の育成等の実現に向け、

各自治体が進める「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等に基づく地

方創生の状況や「第２期岩手県ふるさと振興総合戦略」を踏まえ、学

校と地域との連携・協働等による魅力ある学校づくりに取り組みま

す。また、小規模校において、新たに「高校の魅力化促進事業」を導

入しており、地域理解の学習活動等に取り組んでいます。 

Ｃ（趣旨同一） 

２４ Ⅲ－３  小規模校の存続を可能としたことは、教

育の機会均等や子どもたちの身近な地域で

の学びを保障するという観点から非常に重

要であると考える。今後も、数ありきではな

く、地域住民の声を聴き、連携し合いなが

ら、小規模校存続の取組を望みたい。 

１９  後期計画期間中においては、１学級校等の小規模な学校を可能な限

り維持することで学びの選択肢を確保するとともに、多様な進路希望

を実現できる教育環境の整備を図ることとしています。 

Ｃ（趣旨同一） 

２５ Ⅲ－３  現在設置されている学科を出来るだけ維

持し、通学圏内における多様な学びの選択

肢を確保することで、生徒個々の幅広い進

路選択に繋げていただきたいと思います。 

６  後期計画期間中においては、統合を予定している学校以外の学校の

計画的な学級減は行わないこととしており、学びの選択肢を確保する

とともに、多様な進路希望を実現できる教育環境の整備を図ることと

しています。 

Ｃ（趣旨同一） 

２６ Ⅲ－３  単に生徒数を増やすだけの寄せ集め的な

統合ではなく、岩手県内の子どもたちが、地

域差が無く、地域の状況に応じて平等に同

等に３年間学ぶことができるような再編統

合にしていただくことを強く望みます。 

４  後期計画の策定に当たっては、県内においてどの地域に居住しても

高校教育を受けられる機会の保障や、将来の高校生も充実した高校生

活を送ることができる環境の整備を目指し、検討を重ねました。 

Ｃ（趣旨同一） 
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２７ Ⅲ－３  工業や農業、福祉等のスペシャリストを

輩出するべく、専門教育を充実させること

が地域の活性化に繋がると考える。全県的

なバランスを考慮しながら設置していただ

くことを要望します。 

４  地域産業を支える人材の育成について高校の持つ役割の重要性や

地域からの期待が高まる中、各地域にある現行の多様な分野の学びを

確保することにより、生徒が自己の興味・関心に基づく分野を学び、

産業人材としての確かな基盤を育成できるよう、教育環境を整備しま

す。 

Ｃ（趣旨同一） 

２８ Ⅲ－４  岩手県の教育レベルを維持、向上するた

めには、学力が低下していないのであれば、

学力上位の高校に対しての人員削減はする

べきではないと思います。 

１  医師や弁護士、研究者・技術者等の専門的知識を持つ人材の育成に

向けた学力向上や、産業教育の中心として産業人材の育成に向けた多

様な専門教育を担う１学年７学級等の一定の規模のある学校につい

ては、その規模を確保し、教育内容の充実を図ることとしています。 

Ｃ（趣旨同一） 

２９ Ⅲ－４  不来方高校、南高校ともにスポーツの強

豪校として、オリンピック、パラリンピック

への出場者や世界チャンピオンを輩出する

など、岩手のスポーツ界に貢献してきまし

た。この二校を統合して、今までと同じよう

に両校のスポーツの特色を残しつつの統合

は不可能です。 

７  盛岡南高校と不来方高校の統合新設校においては、スポーツ、芸術、

外国語等に関する多様な学びを確保しながら、より幅の広い視野を持

ち、本県における各分野の振興に資する人材の育成を目指すこととし

ています。また、統合により拡大する学校規模を生かし、生徒が学習

活動や部活動等において様々な価値観に触れつつ切磋琢磨できる環

境を整えるとともに、教員の充足により、一層の指導力の向上を図る

ことも可能であると考えています。スポーツや芸術活動等における全

国レベルでの実績を挙げながら、生徒の多様な進路希望にも応え、本

県の特色ある教育を牽引する学校として整備を図ってまいります。 

Ｅ（対応困難） 

３０ Ⅲ－４  盛岡市にはいろんな高校があるのだか

ら、様々な高校の学級数を減らすだけで良

いのではないか。既存の学科・コースや総合

学科の見直しをしながら学級数を調整すれ

ば、統合は不要である。 

５  盛岡ブロックにおける中学校卒業者数の減少に応じて実施してき

た学級減により、学校規模の縮小が進んでおり、さらに学級減を行う

場合、教員配置数の減少や専門高校の学科削減等により生徒の多様な

進路希望に対応することが困難になるほか、部活動の減少により学校

活動の活力の低下が懸念される等、様々な課題が生じる恐れがあるも

のです。 

Ｅ（対応困難） 

３１ Ⅲ－４  盛岡南、不来方両校が互いに歩んできた

歴史を大切にしつつも、校名や校歌等を刷

新しながら、統合というより学校を新設す

るという考え方で議論を進めていくのが良

い。 

４  盛岡ブロックにおける再編計画では、令和７年度に盛岡南高校と不

来方高校を閉校し、体育、芸術等に特色ある教育を実践する学校規模

の大きさを生かした発展的な統合により、両校の歴史や実績を引き継

ぎ、さらに先導的な実践に取り組む新たな学校を設置することとして

います。校名や校歌等については、今後、両校の関係者等を構成員と

する統合検討委員会を設置し、検討してまいります。 

Ｃ（趣旨同一） 
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３２ Ⅲ－４  今後の中学生の人数に関するデータや、

盛岡市内の高校に希望者が集中しているこ

とを考えれば、合併はやむを得ないことか

と思います。盛岡南と不来方の統合を機に、

スポーツ分野や芸術分野の活動環境を一層

充実させ、新たな魅力を有した新たな学校

を設置してはいかがでしょうか。 

３  盛岡南高校と不来方高校の統合新設校においては、スポーツ、芸術、

外国語等に関する多様な学びを確保しながら、より幅の広い視野を持

ち、本県における各分野の振興に資する人材の育成を目指すこととし

ています。また、統合により拡大する学校規模を生かし、生徒が学習

活動や部活動等において様々な価値観に触れつつ切磋琢磨できる環

境を整えるとともに、教員の充足により、一層の指導力の向上を図る

ことも可能であると考えています。スポーツや芸術活動等における全

国レベルでの実績を挙げながら、生徒の多様な進路希望にも応え、本

県の特色ある教育を牽引する学校として整備を図ってまいります。 

Ｃ（趣旨同一） 

３３ Ⅲ－４  水沢工業高校は水沢・金ケ崎地区のもの

づくり産業界を、一関工業高校は一関・千厩

地区の産業を支えており、それぞれの特徴

を活かした工業高校での存続を要望しま

す。 

６  今後も中学校卒業者数の減少が見込まれる中、このまま水沢工業高

校と一関工業高校を維持した場合、将来において学級減を伴う学科改

編の可能性もあり、両校の特徴的な学びが整理されることも想定され

ることから、後期計画後も見据え、県南地域に工業高校を新設する計

画としたものです。新設校においては、現在の機械、電気・電子、イ

ンテリア、設備システム、土木の５学科に加え、時代に対応したＩＴ

等に関連した新しい学科を取り入れ、６学科の多様な工業の学びを配

置することにより、産業人材の様々なニーズに対応した、地域や地域

産業を担う人材の育成を図ってまいります。 

Ｅ（対応困難） 

３４ Ⅲ－４  胆江地区の高校再編については、現状を

理想としますが、同種の学校の統合ではな

く、生活圏を考えた統合にすれば良いので

はないかと思います（通学とかお金の問

題）。水沢工業高校と水沢商業高校の統合の

方が現実的と思います。 

２  胆江ブロック内で、中学校卒業者数の減少に応じて専門高校の再編

を行う場合、現行の学科の減少を伴う統合となることが想定され、生

徒の多様な学びの選択肢の確保に課題を伴う可能性があります。本計

画では、水沢工業高校と一関工業高校の統合により、工業に関する

様々な学びの確保を図るとともに、ＩＴ等に関連した新たな学科の設

置も検討することとしたものです。 

Ｅ（対応困難） 

３５ Ⅲ－４  県南地域の統合について、自分が育った

校舎が無くなるのは悲しいが、少子化なの

でやむを得ない。生徒たちが今よりも設備

が整った施設で学ぶことができ、交通の便

が良ければいいと思う。 

８  県南地域に設置する統合新設校においては、校舎の新設や施設設備

の更新とともに、時代に対応したＩＴ等に関連した新たな学科も含め

た６学科の配置を想定しています。統合校の設置場所は現時点では未

定ですが、ブロックを越えた広域の統合となることから、通学の利便

性と合わせ、充実した教育活動ができる環境を整備するという観点に

より検討してまいります。 

Ｃ（趣旨同一） 
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３６ Ⅲ－４  宮古商業高校と宮古工業高校の統合する

にあたり沢山の労力がかかっているのに、

また数年後に宮古水産高校との統合を行う

のは、働き方改革にも逆行している。 

２  宮古地区の再編については、地域からの提案を踏まえ、宮古水産高

校と宮古商工高校の校舎等を同一校地内に集約して供用化を図る等、

一体的に整備する内容に修正しました。 

Ｂ（一部反映） 

３７ Ⅲ－４  宮古商業高校と宮古工業高校の統合をせ

ずに学級減で対応し、その後、宮古水産高校

を含めた３校の統合で良かったのではない

か。 

１  宮古地区の再編については、地域からの提案を踏まえ、宮古水産高

校と宮古商工高校の校舎等を同一校地内に集約して供用化を図る等、

一体的に整備する内容に修正しました。 

Ｅ（対応困難） 

３８ Ⅲ－４  宮古商業高校、宮古工業高校、宮古水産高

校の３校が統合しても通用する学校名を望

む。 

１  宮古地区の再編については、地域からの提案を踏まえ、宮古水産高

校と宮古商工高校の校舎等を同一校地内に集約して供用化を図る等、

一体的に整備する内容に修正しました。 

Ｆ（その他） 

３９ Ⅲ－４  二戸地区の再編による統合に関しては反

対ではありません。生徒のことを第一に考

えれば良いことです。 

４  二戸地域における少子化の状況を踏まえた教育環境の整備、並びに

地域産業を担う人材や高齢化社会に対応した介護福祉人材等の育成

に向けた教育環境の整備を図るため、二戸ブロック内の各専門分野に

関する特色ある学科等の機能を有する福岡工業高校と一戸高校を統

合し、地域の将来を見据えた専門教育の拠点となる魅力ある学校とし

て再編します。 

Ｃ（趣旨同一） 

４０ Ⅲ－４  二戸地区の統合について、学校間のスク

ールバスなどアクセスの確保をしつつ、キ

ャンパス制などを活用してできるだけ地域

に高校生の姿がみえるような方策を期待し

ます。 

１  福岡工業高校と一戸高校の統合に当たっては「校舎制」の形態を想

定しており、両校の既存の校舎及び施設等の有効活用を図ります。 

Ｃ（趣旨同一） 
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４１ Ⅲ－４  福岡工業高校の卒業生は、工業系の技術

者として各方面で活躍されております。ま

た、地域産業の牽引役として事業はもとよ

り地域振興など幅広く社会貢献されている

経営者もおられます。当管内には唯一の工

業高校であり、地元企業では毎年卒業生の

就職採用を見込んでいる事業者も数多くあ

り、地域経済を担っていただいているとこ

ろであります。現在地における福岡工業高

校の存続を願うものです。 

９  福岡工業高校と一戸高校の統合に当たっては、現在、福岡工業高校

で行われている工業の学びを、統合校に設置する工業学科のコースで

維持することとしており、これまでと同様に電気と機械に関する専門

知識を備えた人材育成に取り組むこととしています。また、両校の校

舎を活用した「校舎制」の形態を想定しており、工業の学習において

は、現行の福岡工業高校の校舎を使用します。 

Ｅ（対応困難） 

４２ Ⅲ－４  福岡工業と一戸高校の統合を聞き、ショ

ックを受けています。盛岡みたけ支援学校

二戸分教室の生徒が増えている中、支援学

校の設立（建設）の前に福岡工業の校舎の建

て替え、それに続き統合とはどういうこと

なんでしょうか。一戸高校の校舎も建替え

て十数年しか経っていない校舎でまだ新し

い方だと思いますがどちらかの校舎は無駄

になります。二戸地区における特別支援教

育の環境改善を望みます。 

１  福岡工業高校と一戸高校の統合に当たっては「校舎制」の形態を想

定しており、両校の既存の校舎及び施設等の有効活用を図ります。ま

た、岩手県立特別支援学校整備計画（令和３年度～令和 10 年度）で

は、二戸地区に点在している特別支援学校分教室を一貫校として集約

し、小・中・高等部一体型の県立特別支援学校を整備し、計画期間中

の可能な限り早期に開校を目指すこととしています。 

Ｃ（趣旨同一） 

４３ Ⅲ－５  １学級校の存続を認めていただいたこと

に感謝申し上げます。 

１  本県においては、１学級校の存在が地方創生の推進に大きな役割を

果たしている地域もあり、このような地域においては、所在する自治

体と連携した教育活動の充実が進められている現状にあることから、

一定の入学者のいる１学級校を維持することとしました。 

Ｃ（趣旨同一） 

４４ Ⅲ－７  今後の生徒数の動態を見ると、県下高等

学校の在り方も現状を維持、継続すること

が難しいことはよく理解しております。単

なる数合わせにせず、地域を担う人材育成

に必要なコンセプトを持った高校づくりを

考えていただければと思います。 

１  後期計画においては、県立高校の現状と課題を踏まえ、地域におけ

る学校の役割を重視した魅力ある学校づくりに向け、「生徒の希望す

る進路の実現」と「地域や地域産業を担う人づくり」という２つの基

本的な考え方に基づいて高校再編に取り組みます。 

Ｃ（趣旨同一） 
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４５ Ⅳ－２  総合学科に対して、地域からは、中途半端

な専門教育や地元が求めている高校の姿と

違うのではとの意見がある。地域が求めて

いる高校としての再検討を急ぐ必要があ

る。 

２  後期計画期間中においては、各ブロックにおける学校規模をできる

限り維持し、地域の多様な専門的な学びを維持するという総合学科高

校が設置された経緯を踏まえつつ、教育内容の充実を図ってまいりた

いと考えています。後期計画期間後においては、将来のさらなる生徒

数の減少を踏まえ、ブロックを越えて専門分野を集約する大規模な統

合等も含めて検討を進めていく必要もあると考えています。 

Ｃ（趣旨同一） 

４６ Ⅳ－２  実業高校を減らすのではなく、普通高校

の学級数を減らす方が良いと思います。 

１  募集定員の削減により、学校規模が縮小して学校活動に制約を受け

たり、専門高校においては学びの多様性の維持が困難になったりする

場合があることから、後期計画期間中においては、各ブロックにおけ

る学校規模をできる限り維持することとしました。 

Ｃ（趣旨同一） 

４７ Ⅳ－２  普通科と専門学科が併置されている小規

模校や、定員充足率が低い総合的な専門高

校は、総合学科への再編を検討するべき。 

１  後期計画期間中においては、各ブロックにおける学校規模をできる

限り維持し、専門学科及び総合学科における多様な専門分野を維持し

たうえで、教育内容の充実を図ってまいりたいと考えています。後期

計画期間後においては、さらなる生徒数の減少を踏まえ、ブロックを

越えて専門分野を集約する大規模な統合等も含めて検討を進めてい

く必要もあると考えています。 

Ｃ（趣旨同一） 

４８ Ⅳ－２  生徒減少がさらに進むことは明白です

が、気仙地方には現状の４校がバランスよ

く位置づいていくことを願っています。 

１  後期計画期間中においては、各ブロックにおける学校規模をできる

限り維持し、専門学科及び総合学科における多様な専門分野を維持し

たうえで、教育内容の充実を図ってまいりたいと考えています。後期

計画期間後においては、さらなる生徒数の減少を踏まえ、ブロックを

越えて専門分野を集約する大規模な統合等も含めて検討を進めてい

く必要もあると考えています。 

Ｃ（趣旨同一） 

４９ Ⅳ－２  二戸地区で学校統合をするならば、福岡

高校と福岡工業高校を統合し、併せて商業

科を復活させ、福岡商工高校として発展さ

せていくことを検討していただきたい。 

４  二戸ブロックにおける再編計画は、地域や地域産業を支える人材を

育成する教育環境の確保に向け、福岡工業高校と一戸高校の統合によ

り、地域の将来を見据えた専門教育の拠点となる学校の整備を図るも

のです。 

Ｅ（対応困難） 

５０ その他  小規模校においても教職員を充実させ、

生徒の学習環境の充実、教員の負担軽減を

図ってほしい。 

１１  小規模校に対しては学校の状況を考慮した教員配置を行っている

ほか、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等によ

り、教職員のサポートを行っております。また、ＩＣＴ機器の整備や

遠隔教育の推進等により、生徒の学習環境の整備も進めています。 

Ｃ（趣旨同一） 
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５１ その他  私立高校の定員超過是正や、盛岡市立高

校の学級減はできないものか。 

２  岩手県私学協会と定期的に会議の場を設け、県立高校の再編の取組

について説明し理解を求めています。また、地域検討会議には盛岡市

も参加しており、今後においても盛岡ブロックの高校の在り方につい

て、意見交換を図ってまいります。 

Ｄ（参考） 

５２ その他  それぞれの地域の特色や産業を生かしな

がら、子どもたちがまちづくり、地域づくり

に参画できるような学科・コースの設置を

検討してもらいたい。 

２  １学年３学級以下の県立高校を対象として令和２年度から取り組

んでいる「高校の魅力化促進事業」では、学校と地域が連携し、地域

課題の解決や地域振興に向けた取組など、地域理解の学習活動の充実

等を通じて生徒の自己有用感を育み、地域や地域産業を担う人材の育

成に向けた取組を展開しています。今後は、対象となる学校の拡大も

検討していきます。 

Ｃ（趣旨同一） 

５３ その他  高等学校を、さらに地域社会の人づくり

の学びの場、第一線を退いた方々の学び直

しの場として、世代間共学の場「高等学校」

として機能を拡張してはいかがでしょう

か。 

２  後期計画において統合対象となっている学校においては、学校と地

域や地域産業との連携を強化し、新たに整備した施設設備を積極的に

地域へ開放し、人材育成等に向けた取組を行うことを検討していま

す。 

Ｃ（趣旨同一） 

５４ その他  高校再編の枠にとらわれず、県立の学校

をいかに良くしていくのかご検討願いま

す。二戸地区の障がいを持った子どもたち

が安心して通うことのできる学校を設置す

ることを心から願います。 

２  岩手県立特別支援学校整備計画（令和３年度～令和 10 年度）では、

二戸地区に点在している特別支援学校分教室を一貫校として集約し、

小・中・高等部一体型の県立特別支援学校を整備し、計画期間中の可

能な限り早期に開校を目指すこととしています。 

Ｃ（趣旨同一） 

５５ その他  不来方にしても南にしても、学校の周り

は交通量がある場所なので、街灯の設置を

希望します。 

１  当該校においては、引き続き登下校時の交通安全指導等に取り組ん

でまいります。 

Ｆ（その他） 

５６ その他  将来、学生がどんなことを学び、何の仕事

に就くか、目的を持って進路を選択できる

よう、将来像を持つ教育があってほしい。 

１  地域社会に貢献する意識を醸成する教育を推進し、将来、地域で活

躍し、地域を支える人材を育成していくことが重要であると考えてお

り、それに向けて、地域資源を活用した取組等により地域社会の魅力

を伝え、自立した社会人・職業人として必要となる能力や、主体的に

進路を選択できる能力を身に付けることができる教育環境を整備し

てまいります。 

Ｃ（趣旨同一） 



様式第１号（第９関係） 

p. 12 

番号 
意 見

箇 所 
意 見 

類似意見 

件数（件） 
検討結果（県の考え方） 

決定への 

反映状況 

５７ その他  小規模でも良いと考えるが、学力は、県内

全国と比較し、競争意識を常に持つ取組が

望ましい。 

１  生徒の希望する進路の実現に必要な学力を身に付けられたり、生徒

が相互に切磋琢磨することによって、主体的に進路を選択できる能力

を身に付けることができる教育環境の整備が必要であると考えてい

ます。 

Ｃ（趣旨同一） 

５８ その他  全日制の最終倍率を 1.0 以上にし、落ち

た生徒は定時制や県内外の私立が受け皿と

なるのが望ましい。  

１  後期計画においては、少子化の状況に応じた県立高校の募集定員の

適正化とともに、県内のどの地域に居住していても高校教育を受けら

れる機会の保障と、将来の高校生も充実した高校生活を送ることがで

きる教育環境の整備を目指しました。 

Ｄ（参考） 

５９ その他  そもそも公立（高校）を減らさない方が子

育てしている人は生活面でも助かるのでは

ないでしょうか。 

１  公立高校、私立高校ともに、岩手県における公教育を担っているこ

とから、県内のどの地域に居住していても高校教育を受けられる機会

の保障や、将来の高校生も充実した高校生活を送ることができる環境

の整備に向け、公立と私立が協力していくことが肝要であると考えま

す。なお、令和２年４月から高等学校等就学支援金制度が改正された

ことにより私立高校における授業料実質無償化が図られ、私立高校に

通う生徒・保護者の経済的負担が軽減されているところです。 

Ｄ（参考） 

６０ その他  少子化により学校が成立しえない地域が

今後多く出てくると見込まれることから、

通信制高校を発展的に拡充し、インターネ

ットスクールの形で、生徒が自宅でパソコ

ンを介して双方向に授業が受けられるシス

テムの開発・構築を強く要望します。 

１  国のＧＩＧＡスクール構想を踏まえ、県立高校において、１人１台

端末、無線ＬＡＮ環境及び大型提示装置等のＩＣＴ機器整備を進めて

いるところであり、学校と家庭をつなぐオンライン学習や、ネットワ

ーク構築による遠隔教育等の充実に向け、学習グループウェアを活用

したオンライン学習や、小規模校への遠隔教育の推進等の取組を進め

ているところです。今後も国の動向を注視しながら、ＩＣＴ等を活用

した学びの保障に取り組んでまいります。 

Ｃ（趣旨同一） 

６１ その他  入学者が減少し、再編が想定される学校

には、予め県または市町村から職員を配置

し、問題点を分析して対策を打つべきだと

思います。 

１  県内の中学校卒業者数は、平成の 30 年間で半減しており、少子化

の状況に対応した県立高校の募集定員の適正化が課題となっていま

す。県内各地域の小規模校において欠員が多い状況を踏まえ、令和２

年度から「高校の魅力化促進事業」を行い、志願者の増加を図る取組

を推進しています。 

Ｃ（趣旨同一） 
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６２ その他  基本的・根本的な考え方として、防災の視

点がこの計画には欠落しています。地球温

暖化に伴う集中豪雨の増加によって、盛岡

市内の盛岡第一、盛岡第二、盛岡南といった

高校では、完全水没が既に想定されていま

す。まず、水没が想定されている高校を盛岡

地域を中心に統合移転させ、しかる後に小

規模校をどうするかを計画するべきです。 

１  各県立学校においては、近年の大規模災害等の状況に鑑み、危機管

理マニュアルの作成及び見直しを行っており、生徒の安全確保に取り

組んでいます。また、東日本大震災津波の教訓を踏まえて作成した副

読本等を活用しながら、災害発生時における生徒の安全教育にも取り

組んでいます。 

Ｆ（その他） 
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１ 「意見箇所」欄 

 新たな県立高等学校再編計画後期計画は次の構成となっており、「意見

箇所」欄には提出された意見への関連が強い章、項目を記載し、意見の対

応箇所を明確にしています。本表と比較して御確認ください。 

 

はじめに 

Ⅰ 平成 28 年３月策定「新たな県立高等学校再編計画」の概要 

 １ 再編計画策定の経緯      ２ 再編計画の期間 

 ３ 再編計画の基本的な考え方   ４ 学校・学級の規模 

 ５ 通学等の支援 

Ⅱ 前期計画（平成 28年度～令和２年度）について 

 １ 前期計画の推進状況      ２ 前期計画の評価 

 ３ 後期計画の策定に向けた主な取組 

Ⅲ 後期計画（令和３年度～令和７年度）の方針 

 １ 高等学校教育を取り巻く状況  ２ 県立高等学校の現状と課題 

 ３ 後期計画の基本的な考え方   ４ 後期計画の具体的な取組 

 ５ 周辺の高校への通学が極端に困難な学校の取扱い 

 ６ 岩手県立高等学校の管理運営に関する規則の適用 

 ７ 後期計画期間後の再編の方向性 

Ⅳ 後期再編プログラム 

 １ 令和３年度から令和７年度における全体プログラム 

 ２ ブロック別プログラム 

   後期再編プログラム総括表 

２ 「決定への反映状況」欄 

 次に掲げる区分を記載しています。 

区 分 内 容 

Ａ（全部反映） 意見の内容の全部を反映し、計画等の案を修正し

たもの 

Ｂ（一部反映） 意見の内容の一部を反映し、計画等の案を修正し

たもの 

Ｃ（趣旨同一） 意見と計画等の案の趣旨が同一であると考えられ

るもの 

Ｄ（参考） 計画等の案を修正しないが、施策等の実施段階で

参考とするもの 

Ｅ（対応困難） Ａ・Ｂ・Ｄの対応のいずれも困難であると考えら

れるもの 

Ｆ（その他） その他のもの（計画等の案の内容に関する質問等） 
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岩手県立特別支援学校整備計画㸦 令和 3年度ࡽ࠿令和 10年度ま࡛の計画 㸧概要版                                                       

岩手県教育委員会 
㸰 計画期間 
○８年計画㸦2021～2028㸧：ࠕいわ࡚┴民計⏬㸦2019～2028㸧ࠖ ࡏ合わ࡟ 2028㸦R10㸧ࡿࡍ࡜࡛ࡲ 㸴 主࡞整備内容 㸯 策定の趣旨 
○特別支援学校࠾࡟けࡿ教育環境ࡢ変໬や児童生徒ࡢ障ࡀいࡢ多様໬等࡟伴う諸課題ࢆ解決ࠊࡋ安全࡛安

心࡚ࡋ学習ࡼࡿࡁ࡛ࡀう全┴的࡞特別支援学校ࡢ教育環境ࢆ整備ࡿࡍたࠕࠊࡵ岩手┴特別支援学校整備

計⏬ࠖࢆ策定ࠋࡿࡍ 
○こࡢ計⏬࡟基࡙ࠊࡁ特別支援学校ࡢ教育環境ࡢ整備ࢆ推進ࡢ┴ࠊࡋ特別支援教育体制ࡢ充実ࡾྲྀ࡟組ࠋࡴ 
○前計⏬࡛あࠕࡿ┴立特別支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計⏬ 㸦ࠖH19～H22㸧࠾࡟けྲྀࡿ組ࡢ方向
性ࢆ踏ࡲえた現状ࡢ課題ࢆ明ࠊࡋ࡟࠿ࡽୗ記ࡢ㸱ࡢࡘ計⏬ࢆ踏ࡲえࠊࡽࡀ࡞特別支援教育ྲྀࡢ組ࢆ更࡟

充実さࡿࡏたࡢࡵ特別支援学校࠾࡟けࡿ環境整備࡟関ࡿࡍ計⏬ࠋࡿࡍ࡜  
いわ࡚県民計画㸦2019～2028㸧ࠖࠕ  岩手県教育振興計画ࠖࠕ࣭
◆特別支援教育ࡢ多様࡞ニ࣮ࡢ࡬ࢬ対応 
࣭全┴的࡞特別支援学校ࡢ教育環境整備 ࠕいわ࡚特別支援教育推進プラン㸦2019～2023㸧ࠖ  

◆多様࡞ニ࣮࡟ࢬ対応ࡋた教育諸条件ࡢ充実 
࣭特別支援学校ࡢ整備推進 

共生社会の実現㸦ࡢ࡚࡭ࡍ人ࡀ互いࢆ尊㔜ࠊࡋ心豊࡟࠿主体的࡟生活ࡿࡍこࡿࡁ࡛ࡢ࡜地域࡙くࡾ㸧 ◆本県特別支援教育の基本理念ࠕ共࡟学びࠊ共࡟育ࡘ教育ࠖの推進        ▶身近࡞地域࠾࡟い࡚ࠊ一人一人ࡢ教育的ニ࣮࡟ࢬ応ࡿࡌ教育         ▶障ࡀいࡢ᭷無࠿࠿࡟わࡢ࡚࡭ࡍࠊࡎࡽ子ࡀࡶ࡝自己実現࡛ࡿࡁ教育         ▶幼児期ࡢࡽ࠿⥅⥆的࣭系統的࡞教育  ○前計⏬ࠕ┴立特別支援学校㸦盲࣭聾࣭養護学校㸧再編整備計⏬ 㸦ࠖH19～H22㸧及ࡧそࡢ後ྲྀࡢ組ࡢ方向性ࢆ踏ࡲえた現
状ࡢ課題ࡢ࡬対応 

࠙現状：県立特別支援学校   㸦௧和㸰年５᭶㸯日現在㸧ࠚ
○学校数：本校 14校ࠊศ校㸯校㸦国立㸯校ࠊ私立㸯校㸧  
○児童生徒数：1,474人㸦幼 10人ࠊ小 474人ࠊ中 331人ࠊ高 650人ࠊ専 9人㸧 
࠙主࡞課題ࠚ 
࣭高等部教育࣭職業教育環境ࡢ変໬ 
࣭校舎老朽໬ 
࣭児童生徒ࡢ障ࡀいࡢ多様໬ࡢ࡬対応ࡿࡼ࡟学校施設ࡢ 
⊃隘໬࡜教室不足 
࣭特別支援学校未設置地༊ ࣭障ࡀいࡢ多様໬࡟伴う通学࡟係ࡿ多様࡞ニ࣮ࢬ及ࡧ負担 

࣭学校立地ࡢ自然災害対応 
࣭児童生徒ࡢ障ࡀいࡢ多様໬࣭㔜度໬㸦複雑໬㸧 
࣭盛岡地域特別支援学校ࡢ教育環境ࡢ変໬ 

࠙前再編整備計画࠾࡟ける主࡞取組  㸦H19～H22㸧ࠚ
࣭一関清明支援学校開校：H20 
㸦一関聾学校࡜一関養護学校ࡢ統合㸧    
࣭盛岡青松支援学校開校：H21  
㸦松園養護学校࡜青山養護学校ࡢ統合㸧  
࣭盛岡ࡳたけ支援学校高等部設置：H21                
࣭盛岡峰༡高等支援学校新学科設置：H21 
࣭花巻清風支援学校遠㔝ศ教室設置：H19 
࣭一関清明支援学校千厩ศ教室設置：H19  ࠙その後の主࡞取組  㸦H23～㸧ࠚ

࣭盛岡ࡳたけ支援学校஧戸ศ教室中࣭高等部設置 
：中学部 H25 高等部 H28 

࣭花巻清風支援学校特別教室棟ࡢ増築：H26 
࣭花巻清風支援学校໭ୖࡳ࡞ࡳศ教室小࣭中学部設置：H29 
࣭療育ࢭンタ࣮移転࡟伴う盛岡ࢇ࡞࡜支援学校新築移転：H29 
࣭盛岡ࡋࡀࡦ支援学校開校：H31 
࣭釜石祥雲支援学校新築移転࡟向けた校舎等ࡢ設計：H30 
࣭エ࢔コンࡢ整備：R1 

㸱 基本的考え方 
旨

㸲 前再編整備計画及びその後の主࡞取組 
㸳 本県の現状࡜主࡞課題 

ձ 各地域の実情࡟応ࡌた学びの場の整備 
各地域ࡢ実情ࢆ踏ࡲえࠊࡽࡀ࡞児童生徒等ࡀ適ษ࡟教育活動ࡾྲྀ࡟組ࡴこࡿࡁ࡛ࡀ࡜教育環境ࡢ整備ࢆ進ࡿࡵこࠕࠊ࡛࡜共࡟学ࠊࡧ共࡟育
 ࠋࡿ図ࢆ推進ࡢ一層ࡾࡼࡢ教育ࠖࡘ
◆地元࡟貢献࡛ࡁる人材の育成㸦高等部࣭職業教育の充実㸧全県 

社会ࡢ変໬࡟伴いࠊこࡢࡽ࠿ࢀ時௦ࡢ働ࡁ方ࢆ見据えた職業教育ࡢ充実ࡀ必要࡜さࡿࢀたࠊࡵ地域ࢆ支えࠊ地域࡟貢献࡛ࡿࡁ人ᮦࡢ育成
 ࠋ行うࢆࡋい࡚見直ࡘ࡟方ࡾ在ࡢ職業教育ࡿけ࠾࡟た高等部ࡋ࠿生ࢆ産業等ࡢ特色や各地域ࡢ岩手ࠊ࡚ࡗ立࡟いう観点࡜

◆校舎老朽化や狭隘化等への対応ࡼ࡟る教育環境の充実 全県   教室ࡢ間仕ษࡾや特別教室ࡢ普通教室ࡢ࡬転用ࠊ࡝࡞こࡢ࡛ࡲࢀ対応状況ࡢ解消ࢆ含ࠊ࡚ࡵ関係部局࡜連携ࡽࡀ࡞ࡋ大規模改修工஦等ࡢ
施設整備ࢆ進ࠊࡵ校舎老朽໬や⊃隘໬ࡢ改善ࢆ計⏬的࡟行うࠋ 

◆通学࡟係る負担軽減への対応 全県 
関係部局や地域ࡢ関係機関ࠊ市⏫ᮧや地域ࡢ関係機関ࡢ࡜連携ࢆ図ࠊࡽࡀ࡞ࡾ地域や児童生徒ࡢ実情࡟応ࠊ࡚ࡌ様々࡞通学手段ࡘ࡟い࡚ 
対応࡚ࡋいくࠋ 
◆学校立地࠾࡟ける自然災害への対応 宮古   自然災害ࡢ࡬対策ࢆ講ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡌ隣接ࡿࡍ施設ࡢ状況ࡢ変໬ࡶ見据えࠊࡽࡀ࡞抜本的࡞環境整備ࡘ࡟い࡚関係機関等ࡢ࡜連携ࡾࡼ࡟
優先的࡟検討ࠋࡿࡍ 
◆特別支援学校未設置地༊࠾࡟ける小中高等部一貫の特別支援学校の設置 二戸   ༢⊂ࡢ┴立特別支援学校ࡀ未設置࡛あࡗた地༊࠾࡟い࡚ࠊ点在࡚ࡋいࡿศ教室ࢆ一貫校࡚ࡋ࡜集約ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ⊃隘໬ࡢ中࡛ࡢ教育活
動ࢆ改善ࡾࡼࠊࡋ質ࡢ高い教育ཷࢆけࡼࡿࢀࡽう本計⏬期間中࡟可能࡞限ࡾ早期ࡢ開校ࢆ目指ࠋࡍ 
◆分教室࠾࡟ける教育環境の充実 岩手中部 両磐 二戸   ศ教室࠾࡟けࡿ⊃隘໬ࡢ࡬対応ࡘ࡟い࡚ࠊこࡢ࡛ࡲࢀ教育実践ࡢ蓄積ࢆ踏ࡲえࠊ市や当該校ࡢ࡜連携ࡿࡼ࡟特別教室等ࡢ෇滑࡞活用࡞
 ࠋࡿࡍい࡚検討ࡘ࡟高等部ศ教室設置࡚ࡏ併ࠋࡴ組ࡾྲྀ࡟整備࡚ࡗࡶࢆࡋ見通ࠊ࡝
◆保健福祉関係機関࡜の連携 

早期ࡢࡽ࠿相談࣭支援体制࡟向け࡚ࠊ保健福祉関係機関࡜エリ࢔コ࣮デ࢕ネ࣮タ࣮や特別支援学校ࡢ特別支援教育コ࣮デ࢕ネ࣮タ࣮ࡼ࡟
  ࠋࡿ図ࢆ連携強໬ࡿ

◆特別支援学校の役割や障ࡀい種別࠾࡟けるࢭンタ࣮的機能の整理࡜見直ࡋ 
地域ࡢ実情や障ࡀい種別等ࡢ観点ࠊࡽ࠿本┴࠾࡟けࡿこࡢ࡛ࡲࢀ支援や拠点ࡿ࡞࡜各学校ࡢ在ࡾ方ࡘ࡟い࡚整理࡜見直ࢆࡋ行いࠊ地域࡛
 ࠋࡿࡍ強໬ࢆ機能࡟うࡼࡿࡀ࡞ࡘ࡟支援࡞適ษ࡛効果的ࡾࡼࡢ

◆特別支援学校࡜関係機関や小中高等学校等࡜の一層の連携強化   特別支援学校࡜関係機関や小中高等学校等ࡀ様々ྲྀ࡞組࠾࡟けࡿ連携ࢆ強໬ࠊࡋ関係者ࡀ一丸࡚ࡗ࡞࡜地域や各学校ࡢ実情࡟応ࡌた支援
 ࠋࡿ図ࢆ充実ࡢ

ղ 関係機関࡜連携ࡋた個別のニ࣮ࢬへの対応 
་療ࠊ福祉等ࡢ関係機関࡜連携ࠊࡽࡀ࡞ࡋ多様࡞教育的ニ࣮࡟ࢬ対応ࡿࡍ支援体制ࡢ構築ࢆ図ࡢ࡚࡭ࡍࠊࡾ子ࡀࡶ࡝自己実現࡛ࡿࡁ教育
  ࠋࡿࡍ推進ࢆ

ճ 特別支援学校のࢭンタ࣮的機能の充実 
特別支援学校ࡢ専門性ࢆ生ࠊࡽࡀ࡞ࡋ࠿引ࡁ⥆ࡁ地域ࡢ支援ࢭンタ࣮校࡚ࡋ࡜特別支援教育ࡢ推進࡟努ࡢ࡝ࠊࡵ地域࠾࡟い࡚ࡶ専門性ࡢ
高い教育ཷࡀけࡿࢀࡽ教育環境ࡢ充実ࢆ図ࠋࡿ  ◆་療機関࡜の連携   関係会議等࠾࡟い࡚ࠊ具体的࡞課題やニ࣮ࢆࢬ把握ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ関係各所ࡢ役割等ࢆ確認ࡋ情報共᭷ࢆ密ࠊࡽࡀ࡞ࡋ࡟་療的ケ࡟࢔係
  ࠋࡿ図ࢆ整備ࡢ支援体制ࡿࡼ࡟充実ࡢ護師配置┳ࠊࡵ努࡟改善ࡢ諸課題ࡿ

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
࠙஧戸地༊  向けた検討࣭基本構想࡟新設校設置ࠚ
※設置場所ࡣ福岡工業高校校地ෆࢆ検討中 

大規模改修࡟向けた検討 盛岡峰༡高等支援学校ࡢ教育ෆ容࣭

学科ࡢ見直ࡢࡋ検討 ࠙釜石祥雲ࠚ新築工஦࣭移転 
基本࣭実施設計࣭新築工஦࣭新設校開校 ※可能࡞限ࡾ早期ࡢ開校ࢆ目指ࡍ 

状況࡟応ࡌた基本࣭実施設計ࠊ改修工஦ ྲྀ組可能࡞学科ࡽ࠿先行実施࣭必要࡟応ࡌた学科ࡢ改編  



様式第㸰号㸦第９関係㸧   
パブリック・コメント実施結果 

㸦案名：岩手県立特別支援学校整備計画㸦案㸧についての意見募集㸧 
௧和㸱年㸳月 日   

㸯 意見募集期間     ௧和㸰年 10月 14日㸦水㸧～ ௧和㸰年 11月 16日㸦月㸧  
㸰 実施方法㸦実施したものに丸印を付しています。㸧  (㸯) 周知方法 

実
施 内 容  
○ 行政情報センタ࣮ࠊ行政情報サࣈセンタ࣮等へࡢ資料配架  
○ 県ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍へࡢ資料等掲載   説明会ࡢ開催㸦県内  ヶ所ࠊ計  ྡ参加㸧   報道機関へࡢ発表   県ࡢ発行ࡿࡍ広報紙等へࡢ掲載   印刷物ࡢ配布  
○ そࡢ他㸦広聴広報課ࢶイࢵタ࣮ 㸧    (㸰) 意見受付方法 
実施 内 容 
○ 郵便㸦持参を含むࠋ㸧 
 ࣑ࣜࢩァクࣇ ○
○ 電子࣓࣮ࣝ  公聴会又ࡣ説明会㸦会場࡟おけࡿ聴ྲྀ㸧  

㸱 意見件数及び対応状況  (㸯) 意見件数 ྲཱྀ
付方法 意見提出人数㸦人㸧 意見件数㸦件㸧 

郵便㸦持参を含むࠋ㸧 33 58 
 61 30 ࣑ࣜࢩァクࣇ
電子࣓࣮ࣝ 12 22 
公聴会又ࡣ説明会   

計 75 141   (㸰) 決定への反映状況 
区 分 内容 意見件数㸦件㸧 

㸿㸦全部反映㸧 意見ࡢ内容ࡢ全部を反映しࠊ計画等ࡢ案を修正しࡓもࡢ 㸱 
㹀㸦一部反映㸧 意見ࡢ内容ࡢ一部を反映しࠊ計画等ࡢ案を修正しࡓもࡢ 㸲 
㹁㸦趣旨ྠ一㸧 意見࡜計画等ࡢ案ࡢ趣旨がྠ一࡛あ࡜ࡿ考えらࡿࢀも98 ࡢ 
㹂㸦参考㸧 計画等ࡢ案を修正し࡞いがࠊ施策等ࡢ実施段階࡛参考ࡿࡍ࡜も27 ࡢ 
㹃㸦対応困難㸧 㸿࣭㹀࣭㹂ࡢ対応ࡢいࢀࡎも困難࡛あ࡜ࡿ考えらࡿࢀもࡢ 㸱 
㹄㸦そࡢ他㸧 そࡢ他ࡢもࡢ㸦計画等ࡢ案ࡢ内容࡟関ࡿࡍ質問等㸧 㸴  計 141 
※ 意見内容及び検討結果࡟つい࡚ࠊࡣ別添ࠕ意見検討結果一覧表ࠖをࡈ覧くࡉࡔいࠋ  

࠙担当   教育委員会事務局学校教育室㸦特別支援教育担当㸧      電 話 019-629-6142      㹄㸿Ｘ 019-629-6144     Email㸦௦表㸧DB0003@pref.iwate.jpࠚ



1  

様式第㸯号㸦第㸷関係㸧  
意見検討結果一覧表 

㸦案ྡ㸸岩手┴立特別支援学校整備計⏬㸦案㸧ࡘ࡟い࡚ࡢ意見募集㸧 
番

号 意 見 類似意見

件数㸦件㸧 検討結果㸦┴ࡢ考え方㸧 決定ࡢ࡬ 
反映状況 

㸯  進路先࡟不安ࢆ抱えࡿ生徒や多種多様࡞困ࡾ感ࢆ抱え࡚
いࡿ児童生徒ࡀ特別支援学校࡟入学࡚ࡋいࡿ現状や課題࡟

ࡿあࡀ実態࡞様々ࠊい࡚ࡘ࡟児童生徒ࡢ特別支援学校   ࠋࡿあ࡛ࡁ࡭いく࡚ࡋい࡚明記ࡘ
推進ࡢ⏬本計ࠋࡍ࡛ࢁࡇ࡜ࡿい࡚ࡋ認識ࡣい࡚ࡘ࡟࡜ࡇ

把࡟適ษࢆ状況ࡢࢀࡒࢀࡑ各校ࠊ全体┴ࠊࡣ࡚ࡗࡓあ࡟

握ࠊࡽࡀ࡞ࡋ児童生徒ࡢ不安や困ࡾ感ࡀ解消さࡼࡿࢀう

ດࡓࡵい࡜考えࠋࡍࡲ 㹄㸦ࡢࡑ他㸧 
㸰  訪問教育ࡢ児童生徒数ࡢ現状ࡘ࡟い࡚ࠊ高等部生徒数ࡢ

状況ࢆ踏ࡲえࠊ適ษ࡟表記࡛ࡁ࡭ࡍあࠋࡿ  高等部生徒ࡢ状況ࢆ踏ࡲえࠊ文言修正ࠋࡓࡋࡲࡋࢆ  㸿㸦全部反映㸧 
㸱 寄宿舎ࠊࡣ࡟立地条件等࡞࡛ࡅࡔくࠊ教育的入舎ࠊ家庭

環境等ࡢ様々ࡀࢬ࣮ࢽ࡞あࠊ࡛ࡢࡿ人数ࡢ減少ࡽ࡜࡟ࡅࡔ

わ࡞࡜ࡇࡿࢀくࠊ実態ࢆ十ศ࡟検証ࡓࡋうえ࡛今後ࡢ検討

児童生ࠊく࡞ࡣ࡛ࡅࡔ減少ࡢ人数ࠊࡣい࡚ࡘ࡟㸵件  寄宿舎࠿ほ ࠋいࡋほ࡚ࡋࢆ
徒ࢬ࣮ࢽࡢや施設設備等含ࡓࡵ各学校ࡢ状況等様々࡞観

点࠾࡟い࡚運営࡚ࡋいくࡀ࡜ࡇ必要࡛あࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ今

後ࡢ運営ࡢ㝿ࡢ参考࡜さ࡚ࡏいࠋࡍࡲࡁࡔࡓ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 
㸲 寄宿舎生ࡢ減少ࠊࡣ寄宿舎ࡀࢬ࣮ࢽࡢ減࡞ࡣ࡛ࡢࡓࡗくࠊ

寄宿舎ࡢ建物や職員数࡟ࢬ࣮ࢽࡀ合࡚ࡗい࡞い㸦対応࡛ࡁ

࡚い࡞い㸧࡛ࡽ࠿あ࡜ࡿ考えࡅཷࠊ࡛ࡢࡿ入ࡿࢀ体制ࢆ整

え࡟ࢬ࣮ࢽࠊ対応࡛ࡼࡿࡁう改善࡚ࡋほࡋいࠋ ほ࠿㸯件 寄宿舎ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ人数ࡢ減少࡞ࡣ࡛ࡅࡔくࠊ児童生

徒ࢬ࣮ࢽࡢや施設設備等含ࡓࡵ各学校ࡢ状況等様々࡞観

点࠾࡟い࡚運営࡚ࡋいくࡀ࡜ࡇ必要࡛あࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ今

後ࡢ運営ࡢ㝿ࡢ参考࡜さ࡚ࡏいࠋࡍࡲࡁࡔࡓ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 
㸳  市内ࡢ児童生徒ࡢ寄宿舎入舎ࢆ認࡚ࡵい࡞い学校ࡶあࡿ

児童生ࠊく࡞ࡣ࡛ࡅࡔ減少ࡢ人数ࠊࡣい࡚ࡘ࡟寄宿舎  ࠋࡿあ࡛ࡁ࡭ࡍ見直ࡶい࡚ࡘ࡟基準ࠊ࡛ࡢ

徒ࢬ࣮ࢽࡢや施設設備等含ࡓࡵ各学校ࡢ状況等様々࡞観

点࠾࡟い࡚運営࡚ࡋいくࡀ࡜ࡇ必要࡛あࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ今

後ࡢ運営ࡢ㝿ࡢ参考࡜さ࡚ࡏいࠋࡍࡲࡁࡔࡓ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 
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㸴 一関清明支援学校ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ高等部ࡀ本校࡛ࡳࡢあࡿ

諸࡞様々ࠊࡵ把握や施設設備等含ࡢࢬ࣮ࢽࡢ児童生徒  ࠋࡴ望ࢆ設置ࡢ寄宿舎ࡋ考慮ࢆ不便さࡢ通学ࠊࡵࡓ

条件ࢆ整えࡿ必要ࡀあࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ本計⏬期間中ࡢ寄宿

舎ࡢ設置ࡣ困難࡜考えࠋࡍࡲ 㹃㸦対応困難㸧 
㸵  寄宿舎ࡢ児童生徒数ࡢ推移ࡘ࡟い࡚ࠊ学校種毎ࡢ関連や

㞀ࡀいࡢ多様໬等ࡶ考慮࡞ࡣ࡛ࡁ࡭ࡍいࠋ࠿ ほ࠿㸯件  寄宿舎ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ人数ࡢ減少࡞ࡣ࡛ࡅࡔくࠊ児童生
徒ࢬ࣮ࢽࡢや施設設備等含ࡓࡵ各学校ࡢ状況等様々࡞観

点࠾࡟い࡚運営࡚ࡋいくࡀ࡜ࡇ必要࡛あࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ今

後ࡢ運営ࡢ㝿ࡢ参考࡜さ࡚ࡏいࠋࡍࡲࡁࡔࡓ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 
㸶 今後ࡶ寄宿舎ࢆ維持ࡣ࡜ࡇࡿࡍ必要ࠊࡘࡘࡋ࡜運営࣭活

用ࡘ࡟い࡚ࡢ検討ࡀ必要ࡢ࡜記載ࡘ࡟い࡚異論࡞ࡣいࠊࡀ

今後ࠊ寄宿舎ࡢ運営࣭活用ࡢビࢪョンࢆ┴民࡟示ࢆ࡜ࡇࡍ

期待ࠋࡿࡍ   各地域࣭学校ࡢ状況把握࡟ດࠊࡘࡘࡵ適ษ࡞運用࡞࡜
 Ⅾ㸦参考㸧  ࠋࡍࡲࡵດ࡟連携ࡢ࡜う各学校ࡼࡿ

㸷 ボ࣮࢖࣮ࣛࢲンࡢ生徒ࡅཷࡢ皿࡚ࡋ࡜高等支援学校ࡀ必

要ࠊ࡛ࡢ࡞就労࡟特໬ࡓࡋ職業学科ࡢあࡿ学校ࢆ増やࡓࡋ

方ࡀ良いࠋ ほ࠿㸯件 高等学校ࡿࡅ࠾࡟特別支援教育ࡢ推進࡜特別支援学校

推ࡢ教育࢔キャࣜࠊࡾ図ࢆ充実ࡢ両側面ࡢ教育ࡿࡅ࠾࡟

進࡟ດࠋࡍࡲࡵ Ⅾ㸦参考㸧 10 特別支援学校高等部࡬進学ࡿࡍ㝿ࠊࡣ㞀ࡀい種別࡛༊別

ࢀࡽࡵ一層強ࢆࡾࡀ࡞ࡘࡢ࡜地域社会ࡢࡑࠊく࡞࡜ࡇࡿࡍ

ࡍࡲ考え࡜必要ࡀ対応ࡢ࡬ࢬ࣮ࢽ教育的ࡢい種ࡀ㞀   ࠋࡿ必要࡛あࡀ構築ࡢ学校体制࡞適ษ࡞うࡼࡿ
進路指ᑟ等࡞࠿細ࡵࡁ参加やࡢ࡬技能認定会ࡢ地域ࠊࡀ

学校ࠊࡽࡀ࡞ࡋ࡟大ษࢆࡾࡀ࡞ࡘࡢ࡜地域社会ࠊࡾࡼ࡟

運営ࢆ推進ࠋࡍࡲࡋ Ⅾ㸦参考㸧 11 高等部࡟在籍ࡿࡍ生徒ࡢ㞀ࡀいやࡢࢬ࣮ࢽ多様໬࡟伴

いࠊ産業現場等実習先ࡢ確保ࢆ含ࠊࡵ進路指ᑟ࣭職業教育

ࡍࡲ考え࡜必要ࡀ対応ࡢ࡬ࢬ࣮ࢽ教育的ࡢい種ࡀ㞀   ࠋࡿあࡀ必要ࡿࡏ充実さࢆ
進路指ᑟ等࡞࠿細ࡵࡁ参加やࡢ࡬技能認定会ࡢ地域ࠊࡀ

学校ࠊࡽࡀ࡞ࡋ࡟大ษࢆࡾࡀ࡞ࡘࡢ࡜地域社会ࠊࡾࡼ࡟

運営ࢆ推進ࠋࡍࡲࡋ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 12 盛岡峰南高等支援学校ࡢ入学者選考࡛不合格者ࡀ生ࡿࡌ

状況ࡀあࠊ࡛ࡢࡿ募集定員ࡢ増加ࠊ又ࡣ他校࡛ࡼࡌྠࡶう

育成㸦高等部࣭職ࡢ人ᮦࡿࡁ貢献࡛࡟地元ࠕࡢ⏬本計  ࠋいࡋほ࡚ࡋ検討ࢆ࡜ࡇࡿࡵ始ࢆ学習࡞

業教育ࡢ充実㸧全┴ࠖࡢ推進࡟あࠊࡾࡓ盛岡峰南高等支

援学校࠾࡟い࡚ࠊ学科改編ࢆ視㔝࡟入ࡓࢀ教育内容等ࡢ

見直ࢆࡋ行う࡜࡜ࡇあわࠊ࡚ࡏ各学校高等部ࡿࡅ࠾࡟職

業教育ࡢ充実ࡶ推進࡚ࡋ࡜࡜ࡇࡿࡍいࠋࡍࡲ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 
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13 環境ࡀ整うࠊࡾࡼ࡟࡜ࡇ地域ࡢ学校࡛学ぶࡁ࡭児童生徒

各地ࠊ࡟うࡼい࡞ࡽ࡞࡟࡜ࡇࡿࡲ多く集࡟特別支援学校ࡀ

域ࡢᑠ中高等学校࡛ࡶ安心࡚ࡋ学ࡿ࡭状況࡙くࢆࡾさ࡟ࡽ

進࡚ࡵほࡋいࠋ   ศ教室ࡿࡅ࠾࡟教育環境ࡢ充実や特別支援学校ࢭࡢン
ࡘ育࡟共ࠊ学び࡟共ࠕࡶ今後ࠊࡾࡼ࡟充実ࡢ的機能࣮ࢱ

教育ࠖࡢ推進࡟ດࠋࡍࡲࡵ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 14 児童生徒ࡢ安全ࢆ確保ࡵࡓࡿࡍエ࢔コンࡀ設置さࡓࢀ

今ࠊい࡚ࡘ࡟対応等ࡢࡑ状況やࡢ施設設備等ࡢ各学校   ࠋࡿあ࡟い状況࡞ࡣ十ศ࡛ࡀ限度ࡢ電気系統ࠊࡀ
後ࡶ当該校及び関係部署࡜情報共有ࠊࡽࡀ࡞ࡋ適ษ࡟対

応࡚ࡋいࠋࡍࡲࡁ Ⅾ㸦参考㸧 15 釜石祥雲支援学校ࠊࡣ今後ࡢ新築移転࡟関わࠊࡾエ࢔コ

ンࡀ未設置࡚ࡗ࡞࡜いࠊࡀࡿ健康被害ࡀ想定さࡵࡓࡿࢀエ

今ࠊい࡚ࡘ࡟対応等ࡢࡑ状況やࡢ施設設備等ࡢ各学校  ࠋࡿあ࡛ࡁ࡭ࡍ設置ࢆコン࢔

後ࡶ当該校及び関係部署࡜情報共有ࠊࡽࡀ࡞ࡋ適ษ࡟対

応࡚ࡋいࠋࡍࡲࡁ Ⅾ㸦参考㸧 16 ࢖ࠕ 校舎老朽໬や狭隘໬ࡢ࡬対応ࡿࡼ࡟教育環境ࡢ充
実ࠖࡢ整備内容࡟賛ྠࠋࡿࡍ  本整備内容ࡘ࡟い࡚ࠊ一定ࡢ理解ࡀ得࡜ࡢࡶࡓࢀࡽ認

識ࠊࡾ࠾࡚ࡋ計⏬策定後ࡣ着実ࡢࡑ࡟推進ࢆ図࡚ࡗ参ࡾ

学ࡿい࡚ࡋ転用࡟普通教室ࢆ特別教室ࡣ࡟㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 17 特別支援学校 ࠋࡍࡲ

校ࡀあࠊ࡛ࡢࡿ今後ࠊ特別支援学校ࡢ設置基準ࡢ策定動向

ࡋ注視࡟動向ࡢ国ࠊࡣい࡚ࡘ࡟特別支援学校設置基準   ࠋࡿࡍ期待ࢆ࡜ࡇࡿࢀ整備さࡀい教育環境ࡋࡲ望ࠊࡋ注視࡟
確ࡢ࡜い࡚本計⏬内容࠾࡟段㝵ࡓࢀ示さࡀ内容ࠊࡽࡀ࡞

認ࢆ行いࠊ適ษ࡟対応ࡼࡿࡍう࡟ດࠋࡍࡲࡵ  㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 18 ࡢࣞ࢖ࢺ洋式໬ࢆ希望ࠋࡿࡍ ほ࠿㸯件 各学校ࡢ施設設備等ࡢ状況やࡢࡑ対応等ࡘ࡟い࡚ࠊ今

後ࡶ当該校及び関係部署࡜情報共有ࠊࡽࡀ࡞ࡋ適ษ࡟対

応࡚ࡋいࠋࡍࡲࡁ Ⅾ㸦参考㸧 19 宮古恵風支援学校ࠊࡣ通学困難࡞立地࠿࠿ࡶ࡟わࡎࡽ通

学バࢆࢫ希望ࡿࡍ全࡚ࡢ児童生徒ࡀ利用࡛࡚ࡁい࡞いࡢ

関係部ࠊえ࡚ࡲ踏ࢆ児童生徒数や対応状況等ࡿࡍ希望   ࠋいࡓࡋ願い࠾ࢆ対応ࠊ࡛
署࡜情報共有ࠊࡽࡀ࡞ࡋ適ษ࡟対応࡚ࡋいࠋࡍࡲࡁ Ⅾ㸦参考㸧 20 宮古恵風支援学校ࡘ࡟い࡚ࠊ᪩期移転࡟向࡚ࡅ具体的࡞

計⏬ࢆ明記࡚ࡋほࡋいࠋ ほ࠿ 44件 宮古恵風支援学校ࡢ状況ࢆ適ษ࡟把握ࡓࡋうえ࡛ࠊ

様々࡞対応࣭解決策ࡘ࡟い࡚検討࡚ࡋいく࡚ࡋ࡜࡜ࡇい

 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 ࠋࡍࡲ
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21 宮古恵風支援学校ࡘ࡟い࡚ࠊ子ࡀࡕࡓࡶ࡝安全ࠊ࡟安心

ࠊうえ࡛ࡓࡋ把握࡟適ษࢆ状況ࡢ㸴件 宮古恵風支援学校࠿ほ ࠋいࡋ整え࡚ほ࡟᪩急ࢆ環境ࡿࡁ学習࡛࡚ࡋ

様々࡞対応࣭解決策ࡘ࡟い࡚検討࡚ࡋいく࡚ࡋ࡜࡜ࡇい

通学ࡾࡼ࡟自然災害ࡢ近年ࠊい࡚ࡘ࡟㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 22 宮古恵風支援学校 ࠋࡍࡲ

路ࡢ࡬不安ࡀあࠊࡾ悪天候ࡓࡿ࡞࡟びࡀࢫࣞࢺࢫ࡟生ࡿࡌ

ࢆい中࡛教育活動࡞࡚ࡶࡀࡋ見通ࡢ解決策࡞抜本的ࠊ࡝࡞

行࡚ࡗいࡿ現状ࢆ理解࡚ࡋほࡋいࠋ ほ࠿ 13件  宮古恵風支援学校ࡢ状況ࢆ適ษ࡟把握ࡓࡋうえ࡛ࠊ
様々࡞対応࣭解決策ࡘ࡟い࡚検討࡚ࡋいく࡚ࡋ࡜࡜ࡇい

ࠊい࡚ࡘ࡟対応㸦宮古㸧ࠖࡢ࡬自然災害ࡿࡅ࠾࡟学校立地ࠕ  㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 23 ࠋࡍࡲ
い࡚࠾࡟学校ࡢ全࡚ࠊࡣい࡚ࡘ࡟対応ࡢ࡬自然災害等  ࠋ࠿ࡢࡿい࡚ࡋ限定࡟宮古ࠊࡐ࡞

対策ࢆ講ࠊࡾ࠾࡚ࡌ本計⏬࡛ࠊࡣ昨年度ࡢࡽ࠿自然災害

等ࡾࡼ࡟特࡟大࡞ࡁ課題ࡀ生࡚ࡌいࡿ宮古恵風支援学校

࡛ࢁࡇ࡜ࡓࡆ上ࡾྲྀ࡚ࡋ࡜整備内容࡟㔜点的ࠊࡋ想定ࢆ

対応ࡢ᪩期ࡅࡔࡿࡁ࡛ࠊい࡚ࡘ࡟新設校設置ࡢ他㸧 24 ஧戸地༊ࡢࡑ㹄㸦 ࠋࡍ

開校ࡢ᪩期ࡾ限࡞可能ࠊࡋ案຺ࢆ状況等ࡢ㸱件 ஧戸ศ教室࠿ほ ࠋいࡓࡋ願い࠾ࢆ

い࡚修正ࡘ࡟ュ࣮ࣝࢪケࢫ文言及びࠊࡋ࡜࡜ࡇࡍ目指ࢆ

஧戸ศ教室高等部ࠊい࡚ࡘ࡟新設校設置場所ࡢ㹀㸦一部反映㸧 25 ஧戸地༊  ࠋࡓࡋࡲࡋ

設ࡋ利用ࢆ用地㸧ࡢ┴敷地㸦ࠊ校舎ࡢ福岡工業高校ࡿあࡢ

置࡚ࡋほࡋいࠋ ほ࠿㸯件  新設校ࡢ設置場所ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ஧戸ศ教室࡛ࡲࢀࡇࡢ
福岡ࠊえࡲ踏ࢆ交流学習等ࡓࡋ⥆⥅ࡢ組実績や今後ྲྀࡢ

工業高校ࡢ状況ࡶ十ศ࡟考慮ࠊࡽࡀ࡞ࡋ福岡工業高校校

地内ࢆ検討中࡛ࠋࡍ 㸿㸦全部反映㸧 26 ஧戸地༊࡟特別支援学校ࢆ設置ࡿࡍ場合ࠊ現在ࠊ交流ࡀ

充実࡚ࡋいࡿ石ษ所ᑠ学校ࡌྠ࡜場所࡟設置࡚ࡋほࡋいࠋ  新設校ࡢ設置場所ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ஧戸ศ教室࡛ࡲࢀࡇࡢ

福岡ࠊえࡲ踏ࢆ交流学習等ࡓࡋ⥆⥅ࡢ組実績や今後ྲྀࡢ

工業高校ࡢ状況ࡶ十ศ࡟考慮ࠊࡽࡀ࡞ࡋ福岡工業高校校

地内ࢆ検討中࡛ࠋࡍ 㹂㸦参考㸧 27  ஧戸地༊ࡢ新設校設置ࡘ࡟い࡚ࠊ全࡚ࡢ㞀ࡀい࡟対応࡛
参ࠊい࡚࠾࡟検討ࡓࡅ向࡟基本構想ࡿ係࡟新設校設置   ࠋいࡋほ࡚ࡋ࡟学校ࡿࡁ

考࡜さ࡚ࡏいࠋࡍࡲࡁࡔࡓ 㹂㸦参考㸧 
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28  ஧戸地༊ࡢ新設校設置࡟あࠊ࡚ࡗࡓ施設設備や学習活動
等ࡢ充実࡜ࡾ࠿ࡗࡋࢆ行࡚ࡗほࡋいࠋ ほ࠿㸳件 児童生徒ࡢ実態や教育課程等࡟基࡙ࠊࡁ充実ࡓࡋ学習

活動ࡀ図ࡼࡿࢀࡽうࠊ࡟施設設備ࢆ含ࡓࡵ教育環境ࡢ整

備࡟ດࠋࡍࡲࡵ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 29  ஧戸地༊ࡢ新設校設置࡟あࠊ࡚ࡗࡓศ教室ࡢ設置ࡽ࠿現
在ࡢ࡛ࡲ成果ࢆ検証ࠊࡋ職員や保護者ࠊ関係ࡿࡍ方々ࡽ࠿

஧ࠊい࡚࠾࡟検討ࡓࡅ向࡟基本構想ࡿ係࡟㸯件  新設校設置࠿ほ ࠋࡿあ࡛ࡁ࡭ࡿࡍ⏬計ࡽࡀ࡞ࡁ聞ࡶ意見ࡢ
戸ศ教室ྲྀࡢ࡛ࡲࢀࡇࡢ組実績ࢆ十ศ࡟踏ࡲえࡶ࡜࡜ࡿ

ࡶ意見ࡢࡽ࠿方々ࡢ職員や地域ࠊ児童生徒や保護者ࠊ࡟

確認ࡽࡀ࡞ࡋ進ࠋࡍࡲࡵ 㹂㸦参考㸧 30  ஧戸地༊ࠊࡣ࡟特別支援学校高等部ࢆ設置ࠊࡋᑠ࣭中学
部ศ教室ࢆ高等部ࡢศ教室ࡿࡍ⥆⥅࡚ࡋ࡜方法ࡣ考えࢀࡽ

ࠊ改善ࡢ教育活動ࡢ中࡛ࡢ狭隘໬ࠊࡣい࡚࠾࡟⏬㸯件  本計࠿ほ ࠋ࠿うࢁࡔい࡞
地域ࢭࡿࡅ࠾࡟ン࣮ࢱ的機能ࡢ充実࡟向ࠊ࡚ࡅ点在࡚ࡋ

いࡿศ教室ࢆ一貫校࡚ࡋ࡜集約ࠊࡋᑠ࣭中࣭高等部一体

型ࡢ┴立特別支援学校ࢆ設置࡚ࡋ࡜࡜ࡇࡿࡍいࡇࠋࡍࡲ

参考ࡶい࡚ࡘ࡟教育効果ࡢศ教室࡛ࡓࡁ࡚ࡋ蓄積࡛ࡲࢀ

ࡢᑠ中高等部一貫ࡿࡅ࠾࡟オ 特別支援学校未設置地༊ࠕ 㹂㸦参考㸧 31 ࠋࡍࡲࡁい࡚ࡵ進ࢆ組ྲྀࡽࡀ࡞ࡋ࡟
特別支援学校ࡢ設置ࠖࡢ整備内容࡟賛ྠࠋࡿࡍ    本整備内容ࡘ࡟い࡚ࠊ一定ࡢ理解ࡀ得࡜ࡢࡶࡓࢀࡽ認

識ࠊࡾ࠾࡚ࡋ計⏬策定後ࡣ着実ࡢࡑ࡟推進ࢆ図࡚ࡗ参ࡾ

ࢆ大ษさࡢ࡜ࡇいく࡚ࡁブ教育や地域࡛生ࢩンク࣮ࣝ࢖ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 32 ࠋࡍࡲ

改࡚ࡵ考えࠊศ教室ࡢ存⥆࠾ࢆ願いࡓࡋいࠋ ほ࠿㸯件  本計⏬࠾࡟い࡚ࠊ整備内容ࠕ࡟ศ教室ࡿࡅ࠾࡟教育環
境ࡢ充実ࠖࢆ盛ࡾ込࡛ࢇいࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ引ࡁ⥆ࡁ地域࡟

根差ࡓࡋศ教室ࡢ運用ࡼࡿ࡞࡜う各市⏫ᮧ࡜連携ࢆ図ࡾ

い࡚ࡘ࡟児童ࡿࡍ࡜必要ࢆ࢔་療的ケࡶい࡚࠾࡟㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 33 ศ教室 ࠋࡍࡲࡳ組ࡾྲྀࡽࡀ࡞

┳護師配置࡜ࡶࡢ学びࡢ保証࡛ࡁ࡭ࡿࡍࢆあࠋࡿ ほ࠿㸯件 ་療的ケࢆ࢔必要ࡿࡍ࡜児童生徒ࡢ࡬対応ࡾࡼࠊࡣ安

心安全࡞教育環境ࢆ必要࡛ࡢࡶࡿࡍ࡜あࠊࡾ当該校ࡢ施

設設備環境や管理体制等含ࡓࡵ整備ࡢ構築ࡀ必須ࡾ࡞࡜

 㹂㸦参考㸧 ࠋࡍࡲࡁࡔࡓい࡚ࡏさ࡜参考ࡢ㝿ࡿࡍ今後検討ࠊ࡛ࡢࡍࡲ
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34 ศ教室ࡿࡅ࠾࡟་療的ケࡢ࢔課題ࢆ明記࡛ࡁ࡭ࡍあࠋࡿ   ศ教室ࡿࡅ࠾࡟་療的ケࡘ࡟࢔い࡚ࡾࡼࠊࡣ安心安全
施設設備ࡢ当該校ࠊࡾあ࡛ࡢࡶࡿࡍ࡜必要ࢆ教育環境࡞

環境や管理体制等含ࡓࡵ体制整備ࡘ࡟い࡚様々࡞課題ࡀ

あࡣ࡜ࡇࡿ認識࡚ࡋいࠋࡍࡲ関係諸会議等࠾࡟い࡚ࠊ周

知࣭理解ࢆ図࡚ࡗ参ࠋࡍࡲࡾ 㹂㸦参考㸧 35 一関清明千厩ศ教室ࠊ花巻清風遠㔝ศ教室࣭໭上ࡳ࡞ࡳ

ศ教室࡟在籍ࡿࡍ生徒ࡢ高等部進学ࡘ࡟い࡚ࠊ地域࡛ࡢ学

びࡢ場ࢆ保㞀࡟ࡵࡓࡿࡍ高等部ࡢ設置ࡀ必要࡛あࠋࡿ ほ࠿㸱件 生徒数ࡢ動向や┴全体ࡢ࡚ࡋ࡜学校配置ࡢあࡾ方ࠊ高

等部࣭職業教育ࡢ推進充実等຺ࢆ案ࠊࡋ総合的࡞視点࡟

今後ࠊࡋい࡚検証ࡘ࡟実践や成果ࡢศ教室ࡢ㹂㸦参考㸧 36 ┴内㸱地༊ ࠋࡍࡲࡁࡔࡓい࡚ࡏさ࡜参考ࡢ㝿ࡿࡍい࡚検討࠾

えࡲ踏࡟十ศࢆ組実績ྲྀࡢ࡛ࡲࢀࡇࡢศ教室ࡢ㸰件 各地༊࠿ほ ࠋࡿあ࡛ࡁ࡭ࡿ図ࢆ充実ࡢ

࡞࡜運用ࡢศ教室ࡓࡋ根差࡟地域ࡁ⥆ࡁ引ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿ

ࡲࡳ組ࡾྲྀࡽࡀ࡞ࡾ図ࢆ連携࡜う各市教育委員会ࡼࡿ

確ࢆ状況ࡢ併設校ࠊࡣい࡚ࡘ࡟充実ࡢ教育環境ࡢ㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 37 ศ教室 ࠋࡍ

認ࠊࡽࡀ࡞ࡋ両校や市࡜┴࡛必要஦項ࡢ連絡調整ࢆ図ࠊࡾ

必要࡞環境整備࠾ࢆ願いࡓࡋいࠋ ほ࠿㸯件  㝶時当該校࡜情報共有ࢆ図ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿศ教室や各市
教育委員会ࢆ訪問ࠊࡋ状況把握や必要஦項ࡢ確認࡜連携

調整ࢆ行いࠊࡽࡀ࡞適ษ࡟対応࡚ࡋいࠋࡍࡲࡁ 㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 38 ࢖ンク࣮ࣝࢩブࢆ考え࡛ࡢࡿあࠊࡤࢀ໭上市ࡶ࡟ศ教室

方等様々ࡾあࡢ学校配置࡞動向や全体的ࡢ児童生徒数   ࠋ࠿い࡞ࡣ࡛ࡁ࡭置くࢆ本校舎ࠊく࡞ࡣ࡛
࡬໭上市ࠊࡾ内容࡛あࡁ࡭ࡿࡍ検討࡟総合的ࡽ࠿観点࡞

ᑠ࣭中ࡢ地域࡟時ྠ࡜対応ࡢ࡬狭隘໬ࠊい࡚ࡘ࡟㹃㸦対応困難㸧 39 ศ教室 ࠋࡍࡲ考え࡜困難ࡣ本校舎設置ࡢ

学校࡬子ࢆࡶ࡝戻࡚ࡋいく㸦入学࣭転校㸧ࡢࡵࡓ環境整備

えࡲ十ศ踏ࢆࢬ࣮ࢽ実態や教育的ࡢ児童生徒一人一人   ࠋ࠿い࡞ࡣ㔜要࡛ࡶ最ࡀ
いࡘ࡟決定等ࡢ場ࡢ学び࡞方や適ษࡾ在ࡢ教育支援ࡓ

࡟適ษࠊࡽࡀ࡞ࡋ情報共有࡜当該校や市教育委員会ࠊ࡚

肢体不ࠊ聴覚ࠊ視覚࡟特ࠊ࡟ࡵࡓࡿ応え࡟ࢬ࣮ࢽࡢ㹂㸦参考㸧 40 地域 ࠋࡍࡲࡾ参࡛ࢇ組ࡾྲྀ

自由ࡘ࡟࡝࡞い࡚ࠊあࡿ程度ࡢ経験や専門性ࡘࡶࢆ教員ࠊࡀ

ࡢࡿあࡀ必要ࡿ整えࢆ体制ࡢ職員࡞うࡼࡿࡁ発揮࡛ࢆࢀࡑ

࡟い種別ࡀ㞀ࠊい࡚࠾࡟࣮ࢱンࢭ総合教育ࡽ࠿今年度  ࠋ࠿い࡞ࡣ࡛

機会࡞様々ࢆ成果ࡢࡑࠊ今後ࠊࡾ࠾࡚ࡵ進ࢆ研究ࡿࡅ࠾

ンࢭࡿ࡞更ࠊࡽࡀ࡞ࡋ࡜一ຓࡢ専門性向上ࠊࡆ上ࡾྲྀ࡟

 Ⅾ㸦参考㸧 ࠋࡍࡲࡾ参࡚ࡵうດࡼࡿࡀ࡞ࡘ࡟充実ࡢ的機能࣮ࢱ
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特別支ࡢᑠ中高等学校職員ࠊࡣい࡚ࡘ࡟的機能࣮ࢱンࢭ 41

援教育ࡢ࡬理解ࠊ特別支援学校職員ࡢᑠ中高等学校ࡢ現状

࡟相互ࡢ理解ࡢい࡚ࡘ࡟方ࡾ在ࡢ特別支援教育ࡓえࡲ踏ࢆ

特別支援教࡚ࡋ通ࢆ各種研修会等ࠊࡣい࡚ࡘ࡟教職員  ࠋ࠿い࡞ࡣ࡛ࡢࡿあࡀ必要ࡿࡵ進ࢆい࡚理解࠾

育ࡢ࡬理解࡜専門性ࡢ向上࡟ດ࡚ࡵいࠊࡓࡲࠋࡍࡲ居住

交流及ࡓࡋ活用ࢆ交流籍ࠖࠕ行う࡜ᑠ中学校ࡢ地域ࡿࡍ

び共ྠ学習や学校ྠ士ࡿࡼ࡟学校間交流等࠾࡟い࡚ࡶ各

校種ࡢ状況ࢆ理解ࡿࡍ貴㔜࡞場ࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞࡜今後ࡶ

様々࡞機会ࢆ捉えࠊ相互理解ࡀ深ࡼࡿࡲうດࡓࡵい࡜考

えࠋࡍࡲ Ⅾ㸦参考㸧 
ࡀ負担ࡢ過度࡟職員ࡢ特定ࠊࡣい࡚ࡘ࡟的機能࣮ࢱンࢭ 42

ࠊࡣ࡚ࡋࡲࡁࡘ࡟加配࣮ࢱネ࣮࢕ࢹ特別支援教育コ࣮  ࠋࡿ必要࡛あࡀ増員ࡢう職員ࡼい࡞ࡽ࠿࠿

現状࠾࡟い࡚ࡶ特別支援学校ࡢ約半数࡟行ࡲࡾ࠾࡚ࡗ

校内体ࡁ⥆ࡁ引ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿ図ࢆ専門性向上ࡢ職員ࠋࡍ

制࡛࡜ࡶࡢ業ົࡀ推進さࡼࡿࢀうດ࡚ࡵ参ࠋࡍࡲࡾ 㹄㸦ࡢࡑ他㸧 43 ࢭン࣮ࢱ的機能ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ現状ࡘ࡟い࡚ࠊ地域ࡢᑠ中

学校ࡢ管理職や特別支援コ࣮࢕ࢹネ࣮ࠊ࣮ࢱ特別支援学級

担当者ࢆ対象ࡓࡋ࡜聞ࡾྲྀࡁ調査ࢆ行࡚ࡗほࡋいࠋ  特別支援学校ࢭࡢン࣮ࢱ的機能ࡢ実施ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ各

学校ࡢ状況や相談࣭支援࡟係ࢬ࣮ࢽࡿ等様々࡞機会࡟把

握ࠊࡽࡀ࡞ࡋ適ษ࡞対応࡟ດ࡚ࡵ参ࠋࡍࡲࡾ Ⅾ㸦参考㸧 44  岩手་大ࡢ移転やࡶ࡝ࡇ病院ࡢ無床໬࡟伴いࠊ病弱ࢆ対
象ࡿࡍ࡜青松支援学校ࡢ在ࡾ方ࡘ࡟い࡚ࠊ検討ࡀ必要࡛ࡣ

ࡿࡅ࠾࡟い種別ࡀ役割や㞀ࡢ特別支援学校ࠕࡢ⏬本計   ࠋ࠿い࡞
ࠊࡾࡓあ࡟推進ࡢࠖ┴全 ࡋ見直࡜整理ࡢ的機能࣮ࢱンࢭ
㞀ࡀい種別ࡢ観点ࡶ踏ࡲえࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ検討ࡿࡍ㝿ࡢ参

考࡜さ࡚ࡏいࠋࡍࡲࡁࡔࡓ Ⅾ㸦参考㸧 45  強度行動㞀害࡟関わ࡚ࡗいࡿ施設や་療機関ࠊ保護者等
い࡚検討ࡘ࡟対応ࡿࡅ࠾࡟各学校ࠊࡋ聴ྲྀࢆ広く意見ࡽ࠿

ࡿࡅ࠾࡟い種別ࡀ役割や㞀ࡢ特別支援学校ࠕࡢ⏬本計  ࠋいࡋほ࡚ࡋ

ࠊࡾࡓあ࡟推進ࡢࠖ┴全 ࡋ見直࡜整理ࡢ的機能࣮ࢱンࢭ
地域ࡢ実情ࡶ踏ࡲえࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ検討ࡿࡍ㝿ࡢ参考࡜さ

緊急避難ࡢ地域住民ࡢ立特別支援学校┴ࡿࡅ࠾࡟他㸧 46  災害時ࡢࡑ㹄㸦 ࠋࡍࡲࡁࡔࡓい࡚ࡏ
場所ࡢ࡚ࡋ࡜活用࡜いう視点ࢆ考慮࡛ࡁ࡭ࡍあࠋࡿ   ┴立特別支援学校ࡢ避難所指定ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ学校ࡢ実

情ࢆ考慮ࠊࡽࡀ࡞ࡋ当該市ࡢ࡜協議ࡢ上進࡞࡜ࡢࡶࡿࡵ

 他㸧ࡢࡑ㹄㸦 ࠋࡍࡲい࡚ࡗ



8  

47  新型コࣟࢼウࢫࣝ࢖流行ࢆ前提ࠕࡓࡋ࡜新ࡋい生活様式ࠖ
࡟い࡚適ษࡘ࡟感染症対策ࢫࣝ࢖ウࢼ新型コࣟ࡟࡛ࡍ   ࠋࡿあ࡛ࡁ࡭ࡍ考慮ࢆ基࡙く視点࡟

対応࡚ࡋい࡛ࢁࡇ࡜ࡿあࠊࡾ今後ࡶ状況ࡢ変໬ࡀ生ࡿࡎ

ࡁ引ࠊࡎࡽ関わ࡟策定ࡢ⏬本計ࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ考え࡜ࡢࡶ

い࡞ࡋ検討ࠊい࡚ࡘ࡟設置等ࡢ学校ࡓࡋ特໬࡟他㸧 48  情緒㞀害ࡢࡑ㹄㸦 ࠋࡍࡲ考え࡜ࡢࡶいく࡚ࡌ講ࢆ対策ࡁ⥆
情࡟いࡀ主㞀ࡿࡍ࡜対象ࠊࡣい࡚࠾࡟各特別支援学校  ࠋ࠿ࡢ

緒㞀ࡀいࢆ併ࡏ有ࡿࡍ児童生徒ࡘ࡟い࡚ཷࡅ入ࡿࢀ場合

学習環ࡽࡀ࡞ࡋ把握ࢆࢬ࣮ࢽ教育的ࡢࢀࡒࢀࡑࠊࡾあࡀ

境ࢆ調整࡚ࡋいࠋࡍࡲ現行ࡢ法௧上ࠊࡣ情緒㞀ࡀい࡟特

໬ࡓࡋ特別支援学校ࢆ設置ࠊࡀࢇࡏࡲࡁ࡛ࡣ࡜ࡇࡿࡍ引

 㹃㸦対応困難㸧 ࠋࡍࡲࡋ࡜࡜ࡇいく࡚ࡋ注視ࢆ動向等ࡢ国ࠊࡁ⥆ࡁ
備考㸯 ࠕ類似意見件数ࠖ欄ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ類似ࡢ意見࡚ࡵ࡜ࡲࢆ公表࡟ࡁ࡜ࡿࡍ当該類似ࡢ意見ࡢ件数ࡢ記入࡟用いࢀࡑࠊࡋ࡜ࡢࡶࡿ௨外ࡣࡁ࡜ࡢ削除ࡍ

 ࠋࡍࡲࡋ࡜ࡢࡶࡿࡍ記載ࢆ༊ศࡿࡆ掲࡟次ࠊࡣ࡟反映状況ࠖ欄ࡢ࡬決定ࠕ 㸰   ࠋࡍࡲࡋ࡜ࡢࡶࡿ
༊ ศ 内 容 

㸿㸦全部反映㸧 意見ࡢ内容ࡢ全部ࢆ反映ࠊࡋ計⏬等ࡢ案ࢆ修正ࡢࡶࡓࡋ 
㹀㸦一部反映㸧 意見ࡢ内容ࡢ一部ࢆ反映ࠊࡋ計⏬等ࡢ案ࢆ修正ࡢࡶࡓࡋ 
㹁㸦趣᪨ྠ一㸧 意見࡜計⏬等ࡢ案ࡢ趣᪨ྠࡀ一࡛あ࡜ࡿ考えࡢࡶࡿࢀࡽ 
㹂㸦参考㸧 計⏬等ࡢ案ࢆ修正࡞ࡋいࠊࡀ施策等ࡢ実施段㝵࡛参考ࡢࡶࡿࡍ࡜ 
㹃㸦対応困難㸧 㸿࣭㹀࣭㹂ࡢ対応ࡢいࡶࢀࡎ困難࡛あ࡜ࡿ考えࡢࡶࡿࢀࡽ 
㹄㸦ࡢࡑ他㸧 ࡢࡑ他ࡢࡶࡢ㸦計⏬等ࡢ案ࡢ内容࡟関ࡿࡍ質問等㸧   㸱 意見㸦類似ࡢ意見ࢆࡢࡶࡓࡵ࡜ࡲࢆ含ࠋࡴ㸧数࡟応ࠊ࡚ࡌ適宜欄ࢆ追加࡚ࡋ差ࡋ支えあࠋࢇࡏࡲࡾ   㸲 計⏬等ࡢ案ࡢ項目༊ศ࡟応ࠊ࡚ࡌ適宜表ࢆศ割࡚ࡋ差ࡋ支えあࠋࢇࡏࡲࡾ 


